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１．既往の研究および資料 
 
１．１ はじめに 
 
土砂災害を誘発する集中豪雨は近年、激甚化している。平成 25 年 10 月伊豆大島で 24 時間降雨量 800
ｍｍ超の豪雨により、平成 26年 8月広島市では時間 115ｍｍの豪雨により土石流災害が発生し、いずれ
も多数の死者・行方不明者を出した。これらの災害では豪雨が深夜に及び、警報を出すタイミングが難
しく避難が容易でない状態で大きな被害に至った。広島市豪雨災害の場合、斜面近傍まで宅地開発が進
んでおり、夜間に停電も発生して事態をさらに悪化させたとみられる。近年、土砂災害が激甚化し、そ
れが毎年繰り返される状況になってきており、より有効な対策を必要としている。 
 土砂災害のおそれのある箇所は全国に52万ヶ所、土砂災害警戒区域33万ヶ所、土砂災害は年平均1100
件発生７３）７４）している。警戒区域のうち急傾斜地警戒区域は 21万ヶ所７２）あるが、その整備率は 2割
程度で、事業費のかかるハード対策では被害に追いつかない状況になっている。国土交通省と気象庁は
2007 年から土砂災害警戒警報５５）を運用した。これは、既知および予測の降雨量に基づいて、土壌雨量
指数と 1時間積算雨量でスネークラインを引き、5ｋｍメッシュ毎に災害危険予測を行うものである。
ただし、斜面毎の危険度を判定するものではないし、雨量以外の要因を考慮していない。また、国土交
通省は土砂災害警戒避難ガイドライン５６）により、前兆現象５８）に留意することを付記した。つまり、
人の経験や直感に頼らざるをえない部分がいまだに大きいということでもある。 
前兆現象は斜面内部の変形に応じて発生５７）するものである。斜面内の微小な応力ひずみ状態を計測
できれば斜面の危険性を数値で評価できる。同じような飽和度（90％程度）と間隙水圧で崩壊すると報
告１０）１１）され、斜面のひずみ速度と崩壊までの残余時間の関係５）６）７）が明らかになっている。すな
わち、降雨量あるいは土壌水分（体積含水率）とひずみ（傾斜量）を計測することにより、斜面の変状
を予測しえるのではないかということである。斜面の微小な変状や異常値をいち早く検出することがで
きれば、素早い警報や避難、対策工の施工に結びつき、2次災害防止や、復旧工事の安全も確保できる。 
計測については、米国などで 2002 年頃からセンサーネットワークが開発４９）され、日本でも東京ガス
でＳＵＰＲＥＭＥ５１）などの実施例がある。斜面計測用の機器２８）～４８）は概して精度に反比例して高価
になり専門性を必要とし取り扱いが難しくなるのが実情である。このため、数多くある危険斜面をモニ
タリングするためには、第 1に、安価で扱いやすく判定基準が明確でわかりやすい計測機器を開発する
必要が生じる。ＩＴの進展によりＭＥＭＳ素子の傾斜センサーが開発され、インターネット、ZigBee な
どの新たな通信系が普及している。こうした新たな技術を利用して、リアルタイムで遠隔地から斜面の
傾斜を計測し、早期警報に結びつけるシステム構築を目指す。 
様々の崩壊メカニズム１）～２７）があるが、まずは数が多い急傾斜地や浅層崩壊を対象として検討する。
他の崩壊メカニズムについては実証実験などを通して逐次検討するものとする。その上で、次のような
点に着眼し、目標としてとらえ、早期警報システムを開発し斜面防災に役立てていくものとする。 
① 安価で、簡便に設置・移動でき、僻地でも維持管理を容易にでき、かつ、監視基準が明確なこと 
② メッシュなどの地域毎ではなく、斜面毎に前兆現象に通じる斜面内部の変状を観測できること 
③ 亀裂や滑落崖の有無に関わらず、崩壊メカニズムや法面の状況に即して設置できること 
④ リアルタイム、かつ、直接、住民へ通知でき迅速な避難に資すること 
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１．２ 斜面崩壊のメカニズムに関して 
 
 斜面災害は、地形や地質的な素因の上に、降雨・融雪や地震などの誘因が働き、あるいは、それらが
複合的に起こって発生する。 
 東畑１）は、斜面に沿った土塊の動きを図１－１のように単純化し、斜面と土塊との間の摩擦角φによ
り、Ｈ／Ｌ＝tanφになるとした。これは２次元の直線的な斜面の場合であり、実際の谷地形は曲がっ
ていて、エネルギーが衝突により消失するためＬを決めるのは難しいが、斜面の高さ（Ｈ）と長さ（Ｌ）
という地形の状態が斜面崩壊に関する第 1の素因としている。 
現存する最も大規模な崩壊として、イラン・イーラーム州 Seymareh 地すべりを紹介し、これは幅 16
ｋｍ、長さ（Ｌ）5km、高さ（Ｈ）300ｍ、傾斜角（φ）3.4 度とある。崩壊土量が大きいほど、Ｈ／Ｌ
値は小さくなる傾向とされ、φが小さい場合でも崩壊することを示唆している。 
 一方、土砂災害防止法（正式名称は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する
法律」、平成 13（2001）年 4月 1日施行）の施行令のがけ崩れの警戒区域の指定条件は次の通りである。
すなわち、傾斜角度（φ）で 30 度以上、高さ（Ｈ）で 5ｍ以上の急傾斜で、また、傾斜地の上端から
10ｍ以内、傾斜地の下端から傾斜地高さＨの 2倍（最大 50ｍ）までの区域を指定するもので、地形的条
件の中でも高さ（Ｈ）と傾斜角度（φ）に応じて指定される。 
 
 
図１－１ 斜面に沿った土塊の動き１） 
 
 千木良２）は、近年の斜面災害の傾向や地質的な特徴について述べている。それらを表１－１にまとめ
た。 
地質的には、流れ盤、火山灰や降下火災物の堆積物や透水性に差のある地層境界面、山火事による堆
積物、炭酸塩岩の溶食と破断、古い地すべり面、また、地形的には、すべり面となるような地層末端部
での切断、谷埋めや谷中谷の構造、滑落崖の存在などを、斜面崩壊を引き起こす地盤的な素因としてあ
げた。その上で、地震や降雨によって斜面崩壊が誘発されるとした。 
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 表１－１ 近年の斜面災害２） 
誘因 分類 地質的・地形的な特徴（および事例） すべり面･地域 
地震 
谷を埋める降下火砕物の
崩壊 
水の集まりやすい地形、斜面に平行な構造、地層が下
部で切断（2009 年パダン地震、2011 年東日本大震災） 
表層崩壊（すべり面
深さは 2～9m） 
逆断層の上盤、炭酸塩岩、
谷埋め堆積物、谷中谷 
炭酸塩岩が溶食によって凹凸に富み、地震動により破
断（2008 年 川地震） 
谷中谷は西南日本外
帯に広く分布し、古
い地形面末端を切断 
対岸衝突地すべりの下部
切断 
古い地すべりが対岸に衝突し停止し不安定化したもの
（2008 年岩手宮城内陸地震・荒砥沢地すべり） 
深層崩壊 
地震前の降雨の影響 
地震前の降雨が多いと谷の堆積物が飽和し地震で液状
化、崩壊する。（2007 年能登半島地震、2007 年新潟県
中越沖地震） 
 
降雨 
山体重力変形 
発生前に将来の冠頂に小崖を形成（事前に重力変形）
（2011 年台風 11号） 
深層崩壊。紀伊山
地・四国山地・九州
山地など 
火山灰斜面 
高透水性の暗灰色火山灰が低透水性かつ弱い褐色風化
火山灰の上に載り、すべり面を形成（2011 年 7 月九州
北部豪雨） 
 
特殊な地質構造 
斜面中腹から下部で褐色土を覆う山火事で形成堆積さ
れたとみられる黒色土との境界上で発生（2010 年広島
県の豪雨） 
表層崩壊 
  
平成 26（2014）年、国土交通省は土砂災害警戒区域における基礎調査結果を報告３）した。昭和 47（1972）
年～平成 19（2007）年までのがけ崩れ災害 約 19,000 件から、多様な降雨確率規模のものを含め、土砂
災害警戒区域の指定条件を含んだ形で、崩土の到達距離は斜面高さの 2倍までで最大 50ｍと報告した。
図１－２に示すように、崩土の到達距離 50ｍ未満は 98.2％、崩土の到達距離／崩壊高さ＜２は 96.2％、
崩壊の約 9割は崩土の到達距離が 15ｍ程度以内、崩土の到達距離／斜面高さは 1程度以内であった。 
同省は、平成 24（2012）年度九州北部豪雨における阿蘇地域の土砂災害発生メカニズムを整理し、火
山地域における表層崩壊リスクを評価する手法を検討３）した。阿蘇地域の災害の土砂移動現象のイメー
ジは図１－３ のように整理され、(1)火山灰を主体とした表層土が滑り落ちる表層崩壊、(2)カルデラ
壁の中腹から脚部にかけて発達する崖錐斜面の崩壊、(3)カルデラ壁の裾野に厚く堆積した降下火砕物
斜面の崩壊、(4)中央火口丘の草地や林地の急斜面の表層崩壊に分類された。斜面崩壊は、地形的およ
び地質的な違いにより発生メカニズムが異なり、それに応じて、被害の程度も異なってくるとした。 
(1)の場合は、降雨によって表層土が斜面上部から浸食され、流動化して、立木などを巻き込み土石
流化していくと考えられる。(2)(3)(4)については、降雨によって地下水位の上昇とすべり面における
有効応力の低下をきっかけとして、表層すべり、円弧すべり、あるいは、深層すべりなどの崩壊の形態
の差があるにしても、せん断抵抗の弱い部分からすべり面に沿って変形していくものと考えられる。 
 
 
図１－２ 土砂の到達距離と崩壊高さの関係３） 
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図１－３ 阿蘇地域での崩壊発生メカニズム３） 
 
国土交通省４）によれば、図１－４に示すように、平成 20（2008）年～24（2012）年にかけて 3～5月
の融雪期、6～8月の梅雨期、8～10 月の台風期に多くの土砂災害が発生し、地形や地質的な素因に加え、
降雨や地下水などによって斜面崩壊が誘発されることがわかる。 
 
 
図１－４ 最近５カ年の土砂災害の月別発生件数４） 
  
斎藤ら５）は、昭和 24（1949）年～昭和 26（1951）年と昭和 33（1958）年～昭和 34（1959）年にかけ
て、人工降雨による崩壊実験を行い、地表変位、地中変位、地表ひずみ、地中ひずみ、地表傾斜、土圧、
含水量、間隙水圧などを測定した。土圧は崩壊数分前に初めて変化するが、ひずみと傾斜は崩壊 30分
以上前から著しく変化し、特に、傾斜の変化が漸移的なのに対しひずみは急変した。筆者としては、傾
斜がひずみと同様に早期に変化した点、および、ひずみよりも漸移的に変化する点に注目し、傾斜を用
いた斜面内の応力状態の把握に努めたい。 
ここで、傾斜については室内試験で確認できないため、室内試験で確認できるひずみを予測因子とし
て採用し、昭和 41（1966）年に、斜面のひずみ量を測定することによって斜面崩壊時期を予知できる可
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能性を示唆した。 
クリープ破壊試験では、ひずみ速度がしだいに減少する 1次クリープ、ひずみ速度が一定の 2次クリ
ープ、ひずみ速度がしだいに増大する 3次クリープの段階を経て破壊する。2次クリープの勾配である
（定常）ひずみ速度とクリープ破壊時間との関係は、図１－５にみられるように、両対数図表上で帯状
に分布した。その関係式として、 
Ｌｏｇ10ｔｒ ＝ 2.33 － 0.916 × Ｌｏｇ10ε
．
 ± 0.59      式（１） 
を示した。ここで、 
ｔｒ ：クリープ破壊時間（分） 
ε
．
  ：二次クリープのひずみ速度（10-4／分） 
である。 
この関係は土の種類や試験方法が異なっても成立し、国内だけでなく海外の試験結果に対しても適合
したとされる。実測例が少ないが、いずれの場合でもこの関係に適合するので、斜面のひずみ速度を測
定することにより斜面崩壊時期を予知することは可能と結論づけた。 
 
 
図１－５ ひずみ速度とクリープ破壊時間との関係５） 
 
次いで、1968 年に斎藤６）は、昭和 41 年７月に東北本線浅虫で発生した地すべり記録から３次クリー
プのひずみ速度ε
．
と崩壊までの残存時間（ｔｒ－ｔ）との関係を整理し、図１－６に示すように２次ク
リープの場合と同様、両対数図表上で直線的に表されることを示した。 
3 次クリープの場合、現時点をｔ、クリープ破壊時点をｔｒ、ε
．
を時間ｔのときのひずみ速度とすると、 
Ｌｏｇ10  （ｔｒ－ｔ）＝ ａ － ｂ × Ｌｏｇ10ε
．
         式（２） 
となり、ａ、ｂを３次クリープ段階の移動曲線に適合するように決める必要があるとした。 
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図１－６ 浅虫地すべりにおける観測記録（自記装置による）６） 
 
斜面の変状が進んで崩壊に近づいていくとき、ひずみ速度が漸次増大し、変状の初期においては 2次
クリープから概略的予測を行い、崩壊に近づいたときに 3次クリープから近接的予測を行うことを推奨
した。ひずみ量と時間の図から破壊時間 tr を求める図式解法も併せて呈示した。初期時点をできるだ
け早くとって予測を開始し、測定期間を長くとることが、崩壊日時の予測を実際の日時に近づけるため
の最良の方法と述べた。 
図１－７は、図式解法を用いて警戒中の最新の観測データを入手してプロットしつつ、3 次クリープ
曲線の形を検討して精度の高い崩壊日時の予知を行った例である。この例では２つの異なる基準線につ
いて崩壊時期の予測を行った。 
 
 
図１－７ 東北本線・浅虫付近における地すべり(S41 年 7 月)についての図式解法の適用例７） 
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 さらに、斎藤７）は昭和 62（1987）年に、崩壊予測についての批判に答える形で論文発表した。この
中で、クリープ段階を 3 つに分けたが、常に３段階を経過して破壊に至るわけではなく、1 次クリープ
の現れないもの、2 次クリープが現れないで第１次から直接第３次に移行するもの、あるいは、集中豪
雨の際にいきなり 3次クリープが発現してそのまま崩壊に到るものがある、とした。 
 浅虫（1966 年）、高場山（1970 年）、安居山（1972 年）、柳谷（1979 年）、地附山（1985 年）、真
名川（1975 年）、引田（1974 年）の崩壊事例について、2次クリープの定常ひずみ速度と計測を始めて
から崩壊に至るまでの余裕時間をプロットした。式（１）の帯状の範囲への適合性について、 
・崩壊地層の風化が進んでいる場合（安居山、地附山）は崩壊が予測よりも遅めになる、 
・岩の風化が進んでおらず摂理が発達し堅いが脆い材質の場合（真名川）、予測よりも早期に崩壊、 
・集中豪雨の崩壊ではまた別の条件が加わる、 
と説明した。引田地すべりの場合は、2 次クリープ段階にはなくインバール線が破断したため、きわめ
て短時間の記録となった。 
これらをまとめ、各時点のひずみ速度と、その時点から崩壊までの余裕時間とをプロットしたものが
図１－８である。移動曲線は帯状の範囲に集まっており、斜め右下方向へ移動していくが、ひずみ速度
１０－１（×１０－４／分）付近から急速に下方へ向きを変えるようであると記した。これらのうち、引
田と真名川は集中豪雨の際に急激に動き出し崩壊した点が共通とした。 
 式（２）において、ε
．
を決めるには、伸縮計のインバール線の長さを予め知っていなければいけない
が、設置測定方法に大きな変化がないのであればスパン長を 10ｍ程度に設置し、スパン長が違っていて
も一律に 10ｍとすればよいのではないか、と解説している。 
斎藤は、斜面を構成する地質や降雨の状況（風化度、土や岩、集中豪雨かどうか）に応じて警戒方法
を変える必要性を説いている。また、崩壊後に変位曲線を辿っても崩壊予測の手法は出てこないし、変
異曲線を十分にとれなくても予測や移動の経過を推定できるような案を提示・立証すべきとした。 
筆者は、以上の点から次のような示唆を受ける。すなわち、 
・図１－８のようなひずみ速度とクリープ崩壊時間（崩壊までの余裕時間）の関係は、土（地質）の種
類・状態や試験方法によらないし、国内だけでなく海外の試験結果にも適用でき、1次～3次のクリー
プの有無による崩壊（メカニズム）の違いがあっても、ある程度の幅をもって成立すること、 
・伸縮計のインバール線の長さについては、ひずみ速度を両対数グラフにプロットするため、スパン長
がオーダーで違わない限り大きな差にならない、つまり、計測値の評価法の問題と理解されること、 
・傾斜量はひずみと同様に崩壊 30 分前から漸移的に変化するが、室内試験で確認できないため予測因
子から除かれたとしており、傾斜量と崩壊との関係づけができれば予測因子として利用しえること、 
・傾斜量（角）自体が円周（360deg）に対するひずみとしてとらえられること、 
などであり、崩壊のメカニズムがわからないような場合でも、傾斜量により、斜面の変状を面的にリ
アルタイムで取得・評価できれば、斜面崩壊の予測精度をより高められる可能性があると考える。 
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図１－８ 両対数表示による実崩壊記録の集積図７） 
 
福囿８）は昭和 60（1985）年に、粘性土（関東ローム）と細砂を用いて傾斜角度を 30度と 40度にし、
斜面底面の不透水性基盤面が斜面と平行の場合と斜面中央部が凸面の場合で、幅 4ｍ×高さ 4ｍの模型
土層に散水し、斜面中央部の表面移動量を計測した。粘性土斜面の崩壊では、図１－９のように（ⅰ）
速度微増、（ⅱ）等加速度的、（ⅲ）等速度的、（ⅳ）速度累乗的急増の 4段階を経ること、（ⅳ）段
階においては粘性土でもは細砂でも移動速度の対数と加速度の対数がある範囲で直線になることを示
した。 
この関係は、表面移動量＝ひずみ量＝ε、ｔ＝時間としたとき、 
ｄ２ε／ｄｔ２＝ａ（ｄε／ｄｔ）α        ･･･ 式（２） 
で表され、模型実験の結果から粘性土と細砂では、α＝1.5～2.2 と報告した。 
これを積分すると、 
    Ｌｏｇ10（ｔr－ｔ） ＝ Ａ － Ｂ × Ｌｏｇ10ε
．
  ･･･ 式（３） 
ここで、Ａ＝－Ｌｏｇ10｛ａ（α－１）｝、Ｂ＝α－１であり、Ａ＝2.33、Ｂ＝0.916（すなわちα≒２）
のとき、斎藤ら５）の 3次クリープ段階の予測式（式（１））に等しくなる。また、切土斜面などの崩壊
では、Ｂ≠１の場合があるとされ、一般的に斜面崩壊のある範囲では式（３）が成り立つとした。 
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図１－９ 経過時間と表面の移動量または移動速度の関係８） 
（勾配 40度、斜面底面が平ら、関東ロームの場合） 
 
式（３）を用い、時間と表面移動速度の逆数（１／ε
．
）との関係を作図すると、時間とともに直線的
に１／ε
．
が下がっていき、横軸と交わる時間が崩壊時刻になる。ここで、α＝２の場合は直線になり、
α＞２、あるいは、１＜α＜２の場合は、それぞれ上に凸、凹の曲線になる。 
α＝２の場合は斎藤ら５）の方法と同様になり、斎藤６）の示した図解方法により崩壊時刻が示される。
一方、α≠２の場合には、表面移動速度ε
．
の逆数を延長することにより崩壊時刻を予測することができ
るとした。特に、α＞２の場合（上に凸の曲線）では、斎藤６）の図解方法では崩壊時刻が実際の時刻よ
り遅く求まると指摘した。 
図１－１０は、表面移動速度の逆数（１／ε
．
）をプロットした図解方法である。ある時刻Ｔ１におけ
るＱ１の接線の延長からＴc１を求め、Ｔ１を中心点にしてＴc１→Ｐ１をプロットする。曲線上の別の任意
点Ｑ２の接線延長からＴc２を求め、Ｔ２を中心点にしてＴc２→Ｐ２をプロット、Ｐ１とＰ２の延長が崩壊時
刻Ｔr とする。模型実験によれば、α≠２の場合のＴr とＴc１の差は、（Ｔr－Ｔ１）／（Ｔc１－Ｔ１）
＝１／（α－１）＝0.83～2.0 としている。 
一般に、砂斜面の方が粘性土斜面より崩壊までの時間が短く、模型実験結果でも砂斜面では粘性土斜
面が示した（ⅰ）～（ⅳ）の段階とは異なる様式を示し、斜面内部の地下水位の変動による応力変位の
傾向が見られるとした。地表面速度とともに、地下水位、土圧なども同時観測すれば、より崩壊メカニ
ズムに即したより早い時期での崩壊時刻予知が可能ではないかと示唆している。 
 
10 
 
図１－１０ α≠2の場合に崩壊時刻を予知する図式解法８） 
 
黒木ら９）は平成 7（1995）年に、道路改良法面カット工事に伴って 5 月 31 日 15.15 時に崩壊した斜
面（崩壊規模 6万ｍ３）の観測結果を報告した。 
観測は、斜面冠頭部に設置した伸縮計 2 機と遠方からのビデオカメラ 2 台などによって 40 日間にわ
たって行われた。冠頭部の伸縮計（線長 10ｍ）、および、伸縮計が仮に斜面末端部にあった場合（線長
100ｍ）のひずみ速度と崩壊までの残余時間をプロットしたところ、図１－１１に示すように、岩の崩
壊でも斎藤ら５）の式（１）に概ね近い結果を得たと報告した。 
また、斎藤６）の図式解法により経過時間とひずみの関係をプロットして、3次クリープに入った 5月
21 日時点でのデータを用いて崩壊日時を予測したところ、崩壊は 6月 1 日 12 時になり実際より遅く出
た。 
図１－１２で、福囿８）の方法により崩壊時間を予測したところ良好な結果を得たとしている。崩壊 2
日前の 5月 29 日正午から 5月 30日午後にかけて、クリープ速度に変化が見られ、5月 30日においては
31 日 15 時に崩壊が発生すると予測された。このクリープ速度の変化は崩壊した岩塊の形状が変化した
ためと推定した。 
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図１－１１ 観測ひずみ速度と残余時間との関係９） 
 
 
図１－１２ クリープ速度の逆数の変化９） 
 
 平成 16（2004）年、Farooq ら１０）は、降雨による斜面崩壊について不飽和土試料を用いた排水三軸試
験によって、初期相対密度Ｄr、初期主応力比Ｋ、水注入比率Ｑ、初期飽和度Ｓrなどのパラメーターの
関係を調べた。これらのパラメーターに対して３種類（熊野礫質砂、熊野シルト質砂、小見川砂）の砂
を用いた不飽和土試料により、せん断応力一定で排水三軸試験を行った。 
その結果、次のような点を明らかにし、土の種類によらず同じような飽和度と間隙水圧で破壊開始す
るため、斜面の飽和度をモニタリングすれば崩壊を予測できうることを示唆した。 
(1) 間隙水圧が増加し飽和すると土のサクションが消失し破壊が起こる。 
(2) より緩く堆積したものは締まったものより速い破壊の動きを起こす。 
(3) 降雨による斜面崩壊では急な斜面の方が緩い斜面よりも速く変形する。 
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(4) 圧縮性の土では間隙水圧が増加すると急激に破壊し、膨張性の土では膨張しながら間隙水圧を失い
剪断抵抗が増加するため遅い速度で破壊が発生する。 
(6) 初期飽和度が低いものよりも高いものの方が短い時間で破壊を開始する。 
 
平成 16（2004）年、Orense ら１１）は，実際の災害が発生した場所の小見川砂と熊の平礫混じり砂を
利用し、初期相対密度、初期主応力、水の浸透流速度、初期飽和度などの影響を想定して室内せん断試
験を行った。さらに崩壊の手法（浸透流と人工雨、相対密度、斜面勾配、及び、地盤形状(不透水層))を
変え、合計 10 ケースの模型実験（規模：長さ 197cm×高さ 90cm×幅 80cm）を行い、土砂斜面の豪雨
時崩壊を直前検知するロジックを研究した。 
図１－１３に、上述したシリーズ試験に異方応力状態 K=2.5、σ3=25kPaの状態で水の浸透速度を変
えながら得られた軸せん断ひずみと飽和度の関係を示す。三軸圧縮試験で供試体に常時の斜面に対応す
るせん断力を作用させ、水分を浸透させて間隙水圧の上昇と有効応力の減少を誘起し、破壊を起させる
実験である。ほとんどの試験で、飽和度が 90％に到達してせん断ひずみが急増し破壊した。 
 
 
図１－１３ 三軸剪断実験における水の浸透速度が軸ひずみに及ぼす影響１１） 
 
図１－１４は、小型の模型斜面に人工雨を降らせて崩壊させた実験の例である。水分含有率が飽和度
にして 90％程度に達したときに崩壊が起こり、その様子を法尻に設置した変位計で計測した。変位記録
には崩壊に先立って微小な変位が起こったことが示された。このような実験を積み重ね，現場斜面の飽
和度＝90％、または、微小な先行変位のいずれかが発生した時をもって、斜面の崩壊が切迫していると
判定し、警報を発令すべきであるとの考え方が示された。 
実験を FEM 解析で再現するため、不飽和浸透流解析（GMS-FEMWATER）を行った結果を図１－
１５に示す。実験における地下水位・体積含水率分布結果と不飽和浸透流解析の結果はほぼ一致し、不
飽和浸透流解析により実験をほぼ再現することが確認された。 
以上から筆者は、土中の含水状態が崩壊に密接に関係すると考え、崩壊斜面において簡便に設置し計
13 
測できる観測機器として土壌水分計を用い、体積含水率によって現場の土中水分をリアルタイムに計測
することが重要と考えるものである。 
 
 
（ａ）降雨実験結果 
降雨
M4
M5
M3M2
P1P2
P4
P5
計器設置場所
   
（ｂ）計器の配置               （ｃ）崩壊の状況 
図１－１４ 小型の斜面型の降雨実験における法尻変位の時刻歴１１） 
 
崩壊は法尻から
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図１－１５ 不飽和浸透流解析（FEM 解析）による実験の再現１１） 
 
 Orense ら１３）は、平成 16（2004）年に３つの異なる砂質試料についての定応力ひずみ排水試験（ＣＳ
Ｄ試験）、および、三軸試験などの結果から以下の結論を得た。 
(1) ＣＳＤ試験では、破壊応力が小さい供試体は、破壊応力がより大きいものに比べて、より突発的
な早い破壊を起こす。このことは、降雨によって誘発される浅層の斜面崩壊が急激に、かつ、事前の
兆候なしに発生するかもしれないということを示唆するとしており、特に浅層斜面の崩壊の予兆を把
握するためにモニタリング技術開発の重要性を意味づけている。 
(2) ＣＳＤ試験結果から、圧縮性の土ではせん断により間隙水圧が増加して急激に破壊し、膨張性の
土では膨張により間隙水圧が失われ遅い破壊をする。図１－１６に示すように、定常状態（ひずみゼ
ロ）の線より上側なら圧縮性で、下側なら膨張性の破壊モードとなる。 
 
 
図１－１６ 体積ひずみとせん断ひずみの関係１３） 
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 三浦ら１４）は、平成 19（2007）年度の「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」において、「凍
結融解作用を受ける斜面の崩壊予知・災害危険度評価システムの確立」という研究テーマで、凍結融解
環境下での斜面崩壊予知理論の構築を行った。 
要素試験と室内模型実験の結果から、凍結融解履歴を受けた滞水斜面は土中水の凍結により凍結層と
非凍結層の境界部に弱面が形成され、降雨時に表層崩壊しやすいことを示した。また、地盤の凍結融解
現象を再現できる変形・熱伝導・浸透の連成解析手法開発について検討した。北海道内の斜面災害デー
タを収集して、寒冷地地盤情報データベースを作製し、斜面災害発生の要因分析を行って斜面崩壊予知
理論によって説明可能であるとした。 
 
 常田１５）らは平成 20（2008）年度の前述の技術研究開発において、「道路機能に基づく道路盛土の経
済的な耐震強化・補強技術に関する研究開発」という研究テーマで、新潟県中越地震による盛土被害を
受けて、道路盛土等の耐震性能の評価手法および耐震強化・耐震補強の基本概念の構築、また、その設
計法と施工法の開発についての研究終了報告を行った。盛土の性能評価のための変形量を算定する数値
解析手法として改良Ｏ型ニューマーク法および極限解析法を提案し、遠心実験、室内静的試験、野外実
物大実験を行った。盛土の縦断方向の沈下予測のための数値解析法として静的自重解析、および、強制
分布荷重・強制変位による弾塑性有限要素解析を検討した。この研究のフローを図１－１７に示す。 
研究成果として、道路盛土の被害特性と危険度評価、道路盛土の性能評価、道路盛土の変形の予測、
性能を考慮した耐震強化・補強の設計理念、性能を考慮した耐震強化・補強法の５項目について 23 の
知見が報告され、盛土のすべり破壊に係わる要因やすべり破壊のマクロ危険度評価法などが報告された。 
 
 
図１－１７ 研究開発目標、研究項目と成果の経時的変遷１５）  
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 玉手ら１６）は、平成 19（2007）年に斜面表層の飽和度上昇による不安定化に着目して、遠心場降雨実
験による崩壊メカニズムの調査を行った。遠心場降雨実験装置では雨滴粒径が 20μｍ程度になるよう微
霧発生ノズルを用いて、図１－１８に示すようにコリオリ力を考慮してノズルを配置した。間隙水圧計、
表層ひずみ計、ＣＣＤカメラ３台により斜面計測した。 
 崩壊メカニズムの実験観察について、間隙水圧計によれば透水性が相対的に低い地盤では降雨による
閉塞効果が間隙圧力を増加させること、降雨に水を使用する場合では斜面に明確な湿潤の様子がみられ
ず崩壊は斜面表面が薄く群発的に崩壊すること、降雨にシリコンオイルを使用する場合では斜面に湿潤
が確認され崩壊規模も相対的に大きいこと、などが確認された。 
 
 
図１－１８ 遠心力場における雨滴の落下奇跡１６） 
 
 福田ら１７）は平成 21（2009）年に、図１－１９に示すように、シラス台地縁辺部において台地面から
の降雨水の浸透と急斜面からの湧水過程を検討した。斜面上で連続比抵抗探査と土壌水分計測を行い、
降雨量に対応して台地直下と斜面内部の比抵抗値が変化し、同時に斜面表層の土壌水分が急変すること
を確認した。また、日雨量データに逓減係数を用いた実行雨量値と照合して、シラス斜面内部の任意の
深度の含水程度を推定できるようにした。４ヶ月間（約 120 回）以上の連続計測によって、降雨量と比
抵抗値についての斜面固有の関係式を得た。すなわち、 
Ｃv＝α・ｌｎ（Ｄn）＋β 
（Ｃv；比抵抗の変化、Ｄn；実行雨量、α；実行雨量の逓減係数（傾き）、β；ｙ切片） 
過去の斜面崩壊時の日雨量データから逓減係数を求め、斜面崩壊発生の基準雨量パターンと斜面不安
定化モデルにおける安全率 Fs が得られれば、日雨量データを基にした斜面崩壊発生の時間的予測も可
能になるとした。 
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図１－１９ 概念的に見た対象斜面における降雨の浸透状況１７） 
 
 岡田１８）は、平成 21（2009）年、土壌雨量指数を用いる斜面崩壊危険度について記した。土壌雨量指
数は、土壌中に溜まっている雨量を推定する手法であり、５ｋｍ格子の解析雨量を入力値として３段直
列タンクモデルに投入し、３つのタンクの貯留高の合計を土壌雨量指数とする。タンクモデルのパラメ
ーターは全国一律に固定してあり、土砂災害が多発する履歴の上位の順位に変動はほとんどない。この
指数値だけでは土砂災害発生の危険性を推定することはできない。土壌雨量指数はあくまで土壌中に含
まれる雨の量を推定し、過去との危険性を比較するのであって、個々の斜面の危険性を予測するもので
はない、とした。 
図１－２０に示すように１０年間で指数値が高い履歴１位の雨で約６割の土砂災害が発生し、同様に
図１－２１に示すように履歴１位の雨で土砂災害の死者の８割以上が発生している。平成 20（2008）年
から土砂災害に関する大雨警報・注意報の発表基準にも土壌雨量指数が導入された。六甲山系では、雨
量で絞り込んだ危険な場所をさらに地盤情報で絞り込むことにより、リアルタイム・ハザードマップへ
つながることが期待された。 
 
  
図１－２０ 土砂災害発生時の履歴順位１８）    図１－２１ 死者発生時の土壌雨量指数 
                            の履歴順位１８） 
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 岡ら１９）は、平成 21～23（2009～2011）年に行われた「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」
の中で「水分履歴を考慮した不飽和道路盛土の耐震性の評価法と強化法」をテーマに研究を行った。盛
土構造物の耐震性と地層中の水との関係（集水地形、地下水の流れや滞留、伏流水の影響など）につい
て、データ収集と見直しを行い、不飽和土の動的力学特性の把握と構成モデルの確立、および、図１－
２２に示すような不飽和－飽和地盤の解析や道路盛土を想定した遠心模型実験を行った。 
 地震時における短時間での大きな動的載荷を想定し、不飽和砂質土の排気－排水、非排気－非排水条
件での動的三軸圧縮試験を行って、不飽和土の繰り返し弾粘塑性構成式を導出し、試験結果を再現した。
動的圧縮試験により、間隙空気圧よりも間隙水圧の上昇量が大きく、サクションが減少し不飽和での強
度が減少する場合があることを明らかにし、弾粘塑性構成式によりシミュレーションを行った。不飽和
土は飽和土や乾燥土に比べて、サクションの影響で高強度を示すが、ピーク後のひずみ軟化挙動が脆弱
的でありより不安定化することを示した。 
 また、土－水－空気の多層系地盤の有限要素解析法を用いて、道路盛土の地震時安定性を解析・評価
した。豪雨後の地震を想定して砂質盛土地盤の遠心載荷試験を行い、最適含水比付近ではほとんど変状
が見られない一方で、高含水比の盛土では大変形が生じることを明らかにした。 
 
 
図１－２２ 含水比の異なる盛土の振動遠心模型実験結果１９） 
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 平成 24（2012）年、石澤ら２０）は図１－２３に示す大型模型実験（斜面長 10ｍ、幅 3.9ｍ、深さ 1.15
ｍ、傾斜角 30度、斜面底部に突起付き）を行い、下端に排水層と土留め壁（高さ 30ｃｍ）、試料はマ
サ土を用いて、6回の降雨履歴を与えた。履歴は 1回目時間降雨量 15ｍｍ/h、2回目 30ｍｍ/h、次いで
斜面上部から通水（3～5回目通水量 50、100ｍｌ/h）し、最後に約 24時間の通水を行って約 20ｃｍの
地下水面を確認したら時間降雨量 40ｍｍ/hを崩壊するまで続けた。 
 図１－２４に示すように、降雨履歴が斜面内の地下水位Ｈｗを変動させる繰り返し載荷により、Ｈｗ
と地表面変位δSDの関係に降伏点を見いだした。降伏点を超えなければ変位が生じず、超える場合には
降伏点が地下水位とともに増加、最終的に崩壊に至るとした。よって、降雨履歴情報から斜面内の水分
と変位の関係、および、降伏点を推測できれば崩壊の事前予測に利用可能とした。 
 
  
図１－２３ 模型実験の概要図２０）    図１－２４ 地下水位Ｈwと地表面変位δSDの関係２０） 
 
 平成 25（2013）年、石澤ら２１）は 3次クリープの判断基準を検討するため模型実験を行った。模型の
規模は前述（石澤ら２０））とほぼ同様であり、試料にはマサ土を用い、天端部から 50ｍｌ/sec.で 24 時
間通水し約 20ｃｍの定水位を確認後、時間雨量 40ｍｍ/h で散水し、崩壊するまで行った。 
 斜面中間地点Ｂで、図１－２５に示すように、四段階の地表面変位と変位速度の変化のゆらぎを観察
し、1次、2次、3次クリープへと移る現象を確認した。地表面変位量はＡ地点よりもＢ地点、Ｃ地点（斜
面上端）の方が大きく、変化が見られ始めた時間も斜面上部の方が早かった。図１－２６にはＡ・Ｂ・
Ｃ地点の変位速度の変化点における地下水位比Ｒｗ（その地点の地下水位を土層厚で正規化した値）と
地表面変位ひずみεSDの（それぞれの地点に設置したインバー線式伸縮計の計測値を崩壊直前の限界地
表面変位で正規化した値）との関係を示した。地点Ａは底部に排水層があり水位上昇がみられないが、
地点Ｂ・Ｃでは水位比の増加に伴ってεSDも増加した。これらから石澤らは、降雨により地下水位が上
昇しεSDが増加、変化点(i)を超えると水位上昇は小さくても斜面変位が進展し崩壊に至るとした。 
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図１－２５ 地表面の変位δSDと       図１－２６ 地表面変位ひずみεSD 
変位速度ＶSDの経時変化２１）         と水位比Ｒｗの関係２１） 
 
 平成 24（2012）年、笹原ら２２）はマサ土を用いて模型実験（斜面長 6ｍ、深さ 57.7ｃｍ、傾斜 30 度）
を行い、人工降雨（事前に 30ｍｍ/h ないしは 15ｍｍ/h で 3 時間継続の降雨イベントを 3日間間隔で 3
回与え、その後 30ｍｍ/hで崩壊まで降雨を継続）による斜面の変形挙動を調べた。 
 図１－２７に斜面内の体積含水率、模型底面での地下水位、せん断ひずみの経時変化を示した。降雨
開始後、体積含水率は斜面内の浅いところから上昇し始め、せん断ひずみが増加し始めるのは降雨期間
後半の 30ｃｍ以浅の体積含水率が 2回目の上昇を始める約 12,000 秒であった。このとき地下水位が上
昇し、せん断ひずみの増加が間隙水圧上昇と関連づけられると示唆した。 
 
   
(a)体積含水率（数字は計器の設置深さ）          (b)地下水位 
  
      (c)せん断ひずみ 
図１－２７ 体積含水率、底面地下水位とせん断ひずみの経時変化２２） 
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 平成 16（2004）年の中越地震の斜面災害（判読された斜面崩壊は 4000 箇所以上）の全体的特徴を調
査２３）する中で、崩壊斜面についての斜面傾斜（θ）が地形図から計測され、地層の相対傾斜（γ）が
地質図における該当斜面近くの走向・傾斜から推定された。この際に非崩壊斜面についても計測が行わ
れた。斜面の安定性を地層の傾斜との関係からみる場合、通常、流れ盤斜面か、受け盤斜面かに大別し、
さらに、詳細に検討する場合、斜面傾斜（θ）と地層の相対傾斜（γ）との組み合わせにより、図１－
２８のように 6種に分類される。これらの中で柾目（まさめ）盤斜面がもっとも不安定とされる。 
 崩壊斜面 458 箇所、非崩壊斜面 74箇所の集計結果を図１－２９に示す。崩壊斜面の大多数はθ≦60°
で、主に柾目盤斜面と受け盤斜面に発生し、平行板斜面と逆目盤斜面には比較的少なかったと報告され
た。同図で特徴的な点は、柾目盤斜面Ａの領域に含まれる崩壊斜面はθ＝45°、γ＝45°の 1点のみと
いうことで、この領域の斜面が地震前に存在しなかったとされた。非崩壊斜面は流れ盤ではθ≦40°、
受け盤でθ≦50°で、受け盤の方がわずかに急斜面とされた。崩壊斜面は非崩壊斜面より流れ盤で約
20°急傾斜とされ、受け盤では約 5～10°急傾斜とされた。流れ盤では地層面をすべり面とする層面地
すべりが卓越し、植生が直立のまま残っており、土塊が剛体的にすべったと解釈された。 
 
 
図１－２８ 斜面傾斜（θ）と地層の相対傾斜（γ）との組み合わせによる斜面の分類２３） 
 
 
図１－２９ 崩壊斜面（○）と非崩壊斜面（●）に関する 
地震前の斜面傾斜（θ）と地層の相対傾斜（γ）の関係２３） 
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平成 20（2008）年、秋山一弥２４）らにより能登半島地震調査報告がなされた。国土地理院による 50
ｍメッシュ数値地形モデルと、(独)防災科学技術研究所の地すべり地形分類図との重ね合わせから、崩
壊面積は１メッシュ（50ｍ×50ｍ）以内にほとんどが収まるとした。メッシュ毎の傾斜、断面曲率、斜
面方位から、地形的な特徴として、①斜面崩壊は傾斜 30～35 度に多い、②断面形状が凹よりも凸の斜
面の崩壊が相対的に多い、③崩壊斜面には方位性がある（南から西向き成分を有する斜面で多発）、④
既往地すべり地形での発生箇所数（15箇所）よりも一般斜面での崩壊（49箇所）が 3倍多い、をあげ
た。 
 また、土砂移動距離については、臼杵ら２５）の移動係数（Ｔr＝ｌ（地すべりの移動距離）／Ｌ（地す
べりの長さ）を用い（図１－３０）、完全流動（Ｔr≧0.5）、不完全流動（0.3≦Ｔr＜0.9）、ほとん
ど土塊が攪乱されずに移動（Ｔr＜0.3）に分類して、地すべりが発生した箇所の土の液性限界ｗＬが、
完全流動の場合 50≦ｗＬ≦70、不完全流動の場合ｗＬ＞70に区分できるとし、砂質分の含有率の差が流
動形態や移動係数に影響するとした。 
 
 
図１－３０ 崩壊位置の諸元（模式図）２５） 
 
平成 21（2009）年、小山内ら２６）は昭和 47（1972）年～平成 19（2007）年までの合計 19,035 件のデ
ータを調査対象として崖崩れ災害の実態をとりまとめた。降雨・地震・融雪の誘因別に整理されており、
地質・地形・方位・植生についても整理されている。崩壊の規模については、表１－２に示すように、
崩壊高さ・幅・深さ、斜面長、崩壊土量、崩土の到達距離、崩壊の位置・範囲・形状などが整理されて
いる。降雨によるものをみると、崩土の到達距離は母数 13,984 件のうちの 95％が降雨によるものであ
り、その平均値＝7.4ｍ、標準偏差σ＝19.1ｍとなっており、3σをとると到達距離 65m にほとんどすべ
ての崩壊が含まれるものとみられる。 
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表１－２ 崩壊の規模２６） 
 
 
 
(a) 崩壊規模、平均値（昭和 47 年～平成 19年） 
(b) 崩壊規模、平均値（昭和 47 年～平成 19年）（降雨によるもの） 
(d) 崩壊規模、平均値（昭和 47 年～平成 19年）（融雪によるもの） 
(c) 崩壊規模、平均値（昭和 47 年～平成 19年）（地震によるもの） 
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平成 17（2005）年に小山内ら２７）は、土砂災害防止法における家屋被災範囲の算定法を用いて、平成
15（2003）年に発生した災害 15 事例について適応性を確認した。がけ崩れによる家屋被災範囲は告示
（平成 13（2001）年 3 月 28 日国土交通省第 332 号）に基づいて、地形把握、土石などの移動の高さ・
堆積幅や土質常数の設定、土石の移動あるいは堆積による力の算出、移動あるいは堆積による力が建物
の耐力を上回る範囲を出して設定した。ここで家屋被災範囲は崩壊幅と等しいものとした。検討には平
成 15年に発生した 15 事例（斜面高 7～90ｍ、斜面勾配 33～55 度）を用い、家屋被災範囲を、①地形調
査のみで設定するケース、②①に加え土層構造・崩壊深・土質調査によって設定するケース、③②に加
え崩壊高さと規模を予測して設定するケースを行った。ここで等高線に沿った方向の家屋被災範囲の広
がりは崩壊幅と等しいとおいた。この結果、表１－３のように、ケース①で被災家屋包含率 93％、無被
災家屋率 7％で極めて良好な結果を得た。一方、ケース②、ケース③では無災害家屋率が 35％と①に比
べて大きくなり、これは、特にＵＵ試験による内部摩擦角を用いた無災害家屋率が 75％と高かったこと
によるものとした。 
 
表１－３ 各ケースの被災家屋包含率、無被災家屋率、 
 土砂到達家屋包含率、非土砂到達家屋率２７） 
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１．３ 崩壊を検知するためのモニタリング機器に関して 
 
 恒岡ら２８）は、平成 11（1999）年～平成 14（2002）年まで、光ファイバセンサを活用した斜面表層崩
壊モニタリング技術の開発を行い、「光ファイバセンサによる斜面崩壊モニタリングシステムの導入・
運用マニュアル（案）」を作成した。 
 光ファイバセンサ計測として現状で代表的なＢＯＴＤＲ（Brillouin Optical Time Domain 
Reflectometer）方式、ＦＢＧ（Fiber Bragg Grating）方式、ＭＤＭ（Macro Distortion Monitor）方
式の３種類について、実斜面（１斜面に１方式）に設置した。ＢＯＴＤＲ方式は概ね 1000 万円程度と
観測部分が高価であり、ＦＢＧ方式とＭＤＭ方式は 200～500 万円程度とセンサ数などによって価格が
変動するが、全般的に高価であることに変わりはない。施設方法は、地中埋設、地表布設、地上架設が
あり、それぞれ植生や地形、動物や積雪などの影響を受け、一長一短あるとしている。 
 試験計測中に２箇所（ＭＤＭセンサ方式、ＦＢＧセンサー方式）で 20  以下の小崩壊を検知した。
ＭＤＭセンサー方式では崩壊２日前から一つのセンサーで微小変位を検知、崩壊約３時間前にはセンサ
ーで前兆変位を検知した。ＦＢＧセンサー方式では一つのセンサーで崩壊約２時間半前から変位を検知、
崩壊発生によって光ファイバが断線しデータ欠損となった。両センサーとも小規模な崩壊でも前兆変位
がみられてから崩壊まで２時間程度あった。特に事前通行規制の開始前や解除後に発生する崩壊への対
応について異常検知が重要となる、と考察している。３種類の光ファイバセンサの適用性について表１
－４のようにまとめた。 
 
表１－４ 光ファイバセンサの適用性２８） 
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 内村ら２９）により、平成 14（2002）年～平成 15（2003）年にかけて、降雨時の盛土法面の崩壊リスク
評価についての基礎的検討が行われた。降雨時の盛土法面の崩壊について、最も不安定で崩壊の出発点
になる法尻部を中心に変位と土壌水分量を監視した。図１－３１の外観に示されるように、センサーは
安価にするため傾斜計を用い土壌水分計で体積含水比を計測し、サクションを推定して安定計算した。
データ伝送は無線通信であった。 
 平成 17（2005）年には、図１－３２に示すような高さ 1ｍの堤防模型で降雨実験が行われ、崩壊は法
尻付近で起こり続いて斜面上部で起こった。法面下部の崩壊の 30 分以上前から変化がみられ、傾斜変
位を監視することで斜面崩壊前の変位の兆候をとらえられる可能性を示した。高さ３ｍの模型実験では、
それぞれのセンサーユニットの位置まで浸食が進行するよりも数１０分前から傾斜変位に変化が現れ
た。挙動パターンについてはセンサユニットによりまちまちで、どのような挙動を危険と判断するかは
今後の検討課題とされた。 
図１－３３のように斜面崩壊の 30 分以上前から傾斜計のデータに異常を認めることができたことか
ら、伸縮計の絶対変位計測に限らず、傾斜計のデータ異常により斜面崩壊の前兆をとらえられる可能性
を報告した。 
 
 
図１－３１ ワイヤレス・センサユニットの外観２９） 
 
 
（a）降雨実験前           b）崩壊後 
図１－３２ 堤体模型の外観２９） 
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（ａ）傾斜計の変化                 （ｂ）土壌水分計の変化 
（注；傾斜計の変位は前方への転倒が正、ユニットの埋め込み高さ 200mm あたりの水平変位に換算） 
図１－３３ 堤体模型実験の結果２９） 
 
 平成 15（2003）年、Kilburn ら３０）は、欧州の３カ国（オーストラリア、イタリア、スペイン）にお
ける５つの実験フィールドを対象に、大規模地すべりのリスク低減手法を研究するＲＵＮＯＵＴプロジ
ェクトについて報告した。ここでは、リモートセンシング、ＧＰＳアレイ、ＧＩＳに基づくデータベー
スが用いられた。 
 対象エリアは欧州で 106  以上の規模の崩壊斜面から選ばれた。動いている地すべりをモニタリング
し、堆積物の分析、土石流や大規模な斜面崩壊に備えるため、数値セルモデルの開発、突発性の斜面崩
壊を予測するための脆弱性崩壊モデルの開発、測地モニタリングネットワークによる広範囲のＧＰＳア
レイの方策、斜面崩壊ハザードに対する関心を高める方策、ＧＩＳをベースにしたデータベースの開発
などを行った。 
 ＧＩＳマップなどを開発しつつ、斜面安定性の帯する先駆的な調査を行っており、２カ所のテストエ
リアでは、モニタリングネットワークにＧＰＳアレイ、および、光学的なリモートセンシングの研究で
補足し、地すべり地周辺の破壊の全般的な様子を得たとされる。 
 遅い斜面崩壊から速い崩壊への移行について、崩壊前の条件が３カ所で比較評価された。昭和 38
（1963）年のバイオンダムサイトの崩壊については、急激に崩壊するタイミングについてテクトニクス
的な影響があるかどうか調査され、平成 15（2003）年に Kilburn らは進行性の破壊が崩壊の加速度に影
響し Slow-cracking モデルでは斜面崩壊まで２ヶ月間かかることを指摘した。最終的課題として、①異
なるタイプの地すべりを説明できる効果的かつ動的なレジームができるか、②コミュニティを避難させ
るため突発的崩壊を信頼性よく予測できるか、③不規則に発生する地すべりの危険性をコミュニティに
認識させるにはどうすればよいか、をあげた。 
 
国土交通省では平成 20（2008）年 12 月に、自然災害への迅速な対応、予防保全に基づく維持管理に
よる劣化防止などの社会資本の老朽化へ的確に対応するため、目視点検だけでは検知しにくい構造物の
状況を精度良く把握し適切に利用する方法について、総合技術開発プロジェクトとして４つの課題に分
けて社会資本の管理技術の開発３１）を行った。その課題の一つに土砂災害の初期の変動を検知する方法
がとり上げられた。 
 その結果、(1)新型センサの機能を斜面崩壊の発生の検知に限定するかわりに、安価かつ長期間メン
テナンスフリーで斜面に容易に設置可能な斜面崩壊検知センサを開発した。人工斜面における崩壊実験、
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通信試験、実斜面への試験設置を行って機能確認を行った。また、(2)光ファイバによる道路法面の斜
面崩壊監視、(3)新型光ファイバセンサによる地すべりの発生検知 について報告し、その他、土砂災
害情報提供の高度化に関して住民意識と避難行動の関係を取り扱うサイバネティックモデルの作成な
どを行い、過去の災害について検証した。 
 
(1) 新型センサーによる斜面崩壊の発生検知３１） 
 表１－５に示すように、崩壊検知センサーのセンサー方式は内蔵傾斜スイッチ（30°、５°）と内蔵
転倒スイッチ式のものであり、筐（キョウ）体軸から所定角度傾くと検知するものである。地上設置型
と地中設置型があり、通信方式は特定省電力無線と低周波磁界方式、通信可能距離は 30～400ｍ、電源
はいずれも内蔵電池であった。 
人工斜面での模型実験では各タイプについてそれぞれ 1 回、センサーを斜面に４つ配置して行われ、
斜面崩壊を発生させ土塊の移動開始から 10～30 秒の間に全て正常に検知した。通信伝送については見
通しのよい平地で無線通信機能試験が行われ、いずれのタイプも通信可能距離以上の距離まで確実に通
信でき、山間地での試験では、センサーによっては設置方法や見通し状況、新幹線のノイズなどによっ
て通信状態が影響を受けた。 
本開発の結果、表１－７に示すように、①検知機能、②通信方式、③電源、④検知出力、⑤目標価格、
⑥耐用年数、⑦設置条件、⑧耐環境性についての課題が整理された。 
 
表１－５ 試作センサー一覧３１） 
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(2) 光ファイバセンサーによる斜面崩壊の監視（道路法面）３１） 
動滑車の原理を応用したＶ型の計測機構により、ポイント型センサーを用いて線的・面的な斜面変状
計測システムを構築した。計測線にカーボンケーブルを用いて設置を簡易にした。崩壊実験を行い滑車
機構とカーボンケーブルからセンサーへの伝達について動作確認した。次いで偏波変動を用いた計測シ
ステム、およびユニット型反射モジュールを開発し変状計測実験を行って動作確認をした。実斜面では
カーボンケーブルおよび工事用足場の台座を活用した設置実験を行い、設置３ヶ月後でツタが絡まる点
や雑草に隠れてケーブル位置がわからなくなる点などが問題となった。今後の課題としては変状を変換
するアルゴリズム構築が必要とされた。 
 
(3) 新型光ファイバセンサによる地すべりの発生検知３１） 
 低コストで調達可能なＯＴＤＲ方式の光ファイバセンサを用い、約１５ｋｍの路線長で地すべり密集
地域における複数の地すべりを一括監視できるように、ＯＴＤＲ測定器の制御から警報信号の出力まで
行える監視システム用ソフトウェアを試作して実際の地すべり斜面に２ヶ月間設置した。監視期間中に
小崩壊などはなく、ワイヤをむき出しのまま設置したため、木の枝などがワイヤに引っかかり誤検出し
た例があった。現場設置に特に技術や材料を必要とせず、設置の技能や費用もこれまでと同レベルであ
るため、広域かつ多数の地すべりの前兆現象をとらえる基礎的技術を確立したとしている。表１－６に、
斜面崩壊を検知するセンサー類、および、ＯＴＤＲ方式光ファイバセンサの概要を示した。 
 
     表１－６ 斜面崩壊等を検知・計測する技術３１） 
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以上の成果から平成 19（2007）～20（2008）年度に、(独)土木研究所（土砂管理研究グループ・火山
土石流チーム）３２）において、土砂災害の警戒避難支援のための斜面崩壊検知センサの開発が行われた。
(独)土木研究所が中心となり、民間５社が参加して「土砂災害の警戒避難支援のための斜面崩壊検知セ
ンサーの開発」を行った。 
 斜面崩壊発生検知については、行政や住民の目視によるところが大きく、現行の機器も高価でメンテ
ナンスに手間のかかるものが多い。崩壊を検知しすばやく住民避難につなげるためには、表１－７に示
す開発目標を満足するような専用機器（斜面崩壊検知センサ）の開発が必須とされた。 
平成 21（2009）年３月の報告書３３）で、表１－８に示すような実斜面に設置可能な５つのタイプのセ
ンサを報告した。これらを用いて土砂災害警戒避難、緊急対応の支援、工事の安全管理はもとより、斜
面崩壊の前兆現象の把握、山地流域の土砂動態モニタリング、落石の検知、鉄砲水や土石流の検知、天
然ダム（河道閉塞）の土砂移動監視検知などへの応用について呈示した。 
従って、本研究では、表１－７の開発目標を念頭におき、表１－８のタイプⅣに相当するセンサーを
開発するものである。 
表１－７ 開発目標３２） 
 
 
表１－８ 開発したセンサーの概要３３） 
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 深川３４）らにより、平成 18（2006）～20（2008）年度に「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」
の研究テーマの一つとして「センサーネットワークを利用した次世代型斜面防災システムの構築」につ
いて研究がなされ報告された。 
本研究では、平成 18年度～20年度に、すべり厚さが数10ｃｍ～数ｍ程度の表層すべりを対象として、
ワイヤレスセンサーネットワークシステムとそのアルゴリズム、多点計測の容易化、コスト削減、メン
テナンスの容易化、システムの信頼性向上を図り、室内土槽試験による斜面崩壊メカニズム検討、現地
斜面での試験運用などについての研究がなされた。ワイヤレスセンサーノードはテンシオメーター、温
度計、圧力計などのセンサーと通信部からなり、気象センサーユニットでは気温、相対湿度、露天温度、
風速、10分間雨量を計測した。データ分析・集約システムには、センターデータを分析する機能、およ
び、分析結果から警報をワイヤレスセンサーネットワークの基地局ＰＣ → マスターＤＢサーバ → Ｗ
eｂサーバへ転送する機能、斜面崩壊が予測される場合に警報を通知する機能、センサーデータと分析
結果をＷｅｂサーバ上で可視化する機能などが備えられた。コスト面については Crossbow 社製センサ
ーネットワークシステムのキット１式 50 万円程度を比較対象としているが、厳密なコスト評価はでき
ておらず、実用化に向けて耐候性、避雷性、電源などが課題としてあげられた。 
現地試験（図１－３４）の計測データとして、気象センサーユニットのデータ、ワイヤレスノードの
うち間隙水圧の変化が 1 ヶ月間ほど得た。電源電圧の変動がテンシオメータ計測に影響を与えること、
動物が気象センサーユニットのケーブルを動物が噛みちぎること、多数のノードを中継する際のデータ
の取りこぼし、長期間動作のためのノードの省電力化、隣接するネットワーク間の通信の干渉、データ
送信の不具合や未送信データが発生したときの検出などをあげている。 
 
 
図１－３４ 現地観測システム３４） 
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 平成 20（2008）年、仙台市で開催された斜面防災管理に関する国際会議で、Jotisankasa ら３５）は、
タイの崩壊性斜面の土壌水分特性を調査し報告した。小型のテンシオメーターを開発してサクションの
変化を観察し、実験と現地における結果から、土石流や地すべりの早期警報システムを単純化してモデ
ル化できるとした。測定には Kasetsart 大学が開発したＭＥＭＳ圧力センサー内蔵の間隙水圧計（ＫＵ
テンシオメーター）を実験および現地で用いた。図１－３５に装置の概要を示す。 
 観測されたサクションから現場のリアルタイムの土壌水分θf を換算して下の式に入れれば、土－水
特性曲線が斜面を飽和するのに必要な降雨量を算定するのに利用できる。 
  Ｒc＝（θs－θf）･Ｄc 
 （Ｒc；崩壊までの総雨量、θs；飽和近くの土壌水分、θf；現場の土壌水分、Ｄc；浸潤線の深さ） 
雨量測定と組み合わせることにより早期警戒システムとして機能させ、ＫＵテンシオメーターによって
間隙水圧測定し斜面の安全性をリアルタイムで把握することで、より上位の警報システムを提供し得る
とした。 
 ＫＵテンシオメーターはＭＥＭＳ技術の圧力センサーを用いており、低サクションタイプと高サクシ
ョンタイプの 2つのタイプが開発された。このうち低サクションタイプは大きさ５ｃｍ程度で、先端の
セラミックを介して入力できる圧力は１ｂａｒ、最大で計測可能なサクションは 90ｋＰaである。ほか
にＫＵ－Extensometer、電気式のＫＵ－Inclinometer が紹介された。 
 
  
（ａ）テンシオメーター        （ｂ）土－水特性曲線を検知する装置 
図１－３５ ＫＵテンシオメーターと土－水特性曲線を検知する装置３５）３６） 
 
平成 23（2011）年、Azzam ら３７）は、近年の人口増加や気象変動に対して、防災およびリスクマネー
ジメントの観点から早期警報モニタリングシステムの必要性を論じた。彼らはＭＥＭＳセンサーを用い、
ワイヤレスセンサー・ネットワークを介して地理空間情報をリアルタイムのＷｅｂシステムとして運用
できるようにするという概念を示した。 
センサー端末間の通信はラジオ波 868ＭＨｚ、センサーは３軸加速度センサー、２軸傾斜センサー、
気圧センサーが内蔵され、バッテリーパックで動く。データ通信速度は 4.8～115ｋbits/ｓ、このとき
の距離は 10ｍ～1.2ｋｍ、ゲートウェイの電源はソーラーパネルである。その他、線形磁気位置検出器
と変位検出器を付け加えた。 
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図１－３６に示す現地実験では岩石柱の動きを検知できたものとできなかったものがあり、できなか
った場合においては警報システムの誤作動や誤報を招きユーザーからの信頼を逸す、と補足した。測定
結果自体については呈示されておらず、結論として地震による崩壊斜面の検知などに応用できることを
示した。 
 
 
図１－３６ 岩石柱の傾斜をモニタリングするための補完的・空間的センサー配置３７） 
 
 八嶋ら３８）は、平成 20（2008）～22（2010）年度に行われた「道路政策の質の向上に資する技術研究
開発」のテーマとして「レーザー波干渉を利用した亀裂性岩塊の遠隔からの安全な安定性調査法の確立」
に関して研究報告を行った。 
落石・崩壊もしくは岩盤崩壊のみに着目すると、全国直轄国道および岐阜県管理道路の防災カルテに
よれば、平成８（1996）年の総点検時には要対策箇所数が直轄 4,180 箇所、岐阜県 1,637 箇所あったも
のが、平成 18（2006）年の再点検時にはそれぞれ 2,226 箇所、1,317 箇所となって要対策箇所数は減少
した。しかし、なかには要対策箇所として新たに格上げされた場合もあり、カルテ対応箇所数では平成
８年の直轄 6,407 箇所、岐阜県 2,172 箇所から、平成 18 年にそれぞれ 6,819 箇所、2,372 箇所に増加し
た。要対策箇所とカルテ対応箇所を合わせると、平成 18 年で直轄 9,045 箇所、岐阜県 3,689 箇所あり、
発生源対策を必要とする箇所はそれぞれ 1,061 箇所、193 箇所と想定され、かなりの数の危険斜面が存
在しているとしている。 
 そこで、亀裂性岩盤斜面の安定評価法としてレーザー波の干渉を利用する方法が提案・報告された。
図１－３７のように反射ターゲットはエアガンで設置が可能で、反射剤を混入した塗料でなくても白色
の塗料を薄く均一に岩塊に塗布できればよい。この方法では何カ所でも計測が可能であり、地震計を設
置する時間を節約でき、安全性でも効率性でも優位であり、計測 1 箇所当たり最低 90 万円（１計測追
加 45万円）の経費を抑えられた。 
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図１－３８では２台のレーザー干渉計により加振中の小型振動台（周波数１Ｈz）を同期計測し、１
Ｈzの卓越周波数を確認した。堤防の天端に不安定岩塊にみたてたコンクリートブロックを２段積みし、
レーザー波干渉装置２台と28Ｈzの速度計を用いてコンクリートブロックおよび基板部の同期計測を行
った。レーザー反射光については、塗料の塗布が厚い場合や雨天ではレーザー反射が得られにくいとし
ている。対象となる岩塊への見通しが必要となる。 
 
 
図１－３７ モデル実験の概要図３８） 
 
 
 
（ｂ）ターゲットと地震計の設置状況 
図１－３８ ターゲットと地震計の設置状況３８） 
（ａ）実験の概略図 
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西山ら３９）は、平成 23（2011）年に、無線機器を利用した斜面変位計測法の研究を報告した。斜面お
よび法面上に設置した特定小電力無線からの電波を遠隔に設置した複数の受信機で受信し、各受信波の
等位相差面の交点から当無線機の３次元座標を算出することで変位を計測した（図１－３９）。1 個の
受信機からの電波を少なくとも 4個の受信機で受信することにより受信機の３次元座標を求めた。 
実証実験では発信機に人工的に変位を与えて、その変位量を計測し精度を検証した。発信機の周波数
は 2400ＭＨz であり、擬似的に 250ｍおよび 500ｍの距離に相当させる減衰機器をとりつけて変位計測
すると、外的誤差（実際の変位と計測した変位との差）は 0.113～0.026ｍｍ、内的誤差（計測値のバラ
ツキ）は 0.026～0.035ｍｍに収まった。 
 さらに図１－４０に示すように、河川を挟んで実際に見通しのきく斜面６ヵ所に 24 個の受信機用ア
ンテナを同一標高になるように設置し、観測誤差を測定した。外的誤差 0.963ｍｍ、内的誤差 0.847ｍ
ｍであった。実斜面において発信機と受信機の間を数 100ｍ以上離した距離に設置すると、種々の影響
により不規則に受信状態が変化し位相の観測誤差が大きくなって観測精度に影響した。このため、周波
数帯域をカットするフィルターなども必要とされた。 
 
 
図１－３９ 発信器と受信機およびアンテナの外観（左）および計測システムのブロック図（右）３９） 
 
 
図１－４０ 実斜面における機器配置（左）と送受信機の外観（右）３９） 
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平成 22（2010）年、Yin ら４０）は、四川省西部の Jiaju 地すべりにおいて、ＧＰＳ、および、ＩｎＳ
ＡＲ技術などを用いて変位観測をした結果を報告した。表１－９に示すように人工衛星を利用した計測
の有効性を確認したが、測定精度は 0.21ｍｍ～１ｃｍオーダーであったことが報告された。 
 
表１－９ モニタリングした手法・機器・精度・観測数・頻度のリスト４０） 
 
 
 平成 25（2013）年 10 月の台風 26号豪雨による伊豆大島の土砂災害では、火山観測のために多数設置
された振動センサーが土砂移動時の振動を検知４１）した。振動センサーは、気象庁・火山観測網 4カ所、
(独)防災科学技術研究所・火山観測網（V-net）4 カ所、東京大学地震研究所・観測網 19 カ所であり、
大金沢堆積工からの距離で整理したものを図１－４１に示す。土砂移動は地震波形に現れており、平常
時と土砂移動時を比べると 3～5Ｈzの周波数特性で違いがみられ、地震波を解析することにより、島の
どこで土砂移動が発生したか（震源）をほぼ特定できるとしている。 
 
 
図１－４１ 平成 25 年台風 26号による伊豆大島の土石流の振動特性４１） 
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平成 15（2003）年に、四宮ら４２）は、盛土と切取の場合で、崩壊が列車運行に直接的に障害となる状
況を想定し、盛土崩壊検知用と切取および自然斜面崩壊検知用の 2種類のシステムを開発し報告した。 
盛土崩壊検知システムは、盛土法肩に傾斜センサーを等間隔に設置する方式で、コスト面と誤作動防
止の面から、図１－４２に示すように 30°をしきい値とした単純な ON/OFF 出力の原理で、すでに実用
化されている小型傾斜センサーを使用し実用化確認試験を行った。傾斜センサーの設置方法は、実験段
階では杭に固定していたが、小型のステンレス製プレート（オフセット金具）上に固定する方式に変更
し、盛土法肩部に深さ約 15ｃｍで埋設し、傾斜センサーの設置間隔を最小崩壊幅 5ｍの半分以下の 2ｍ
とし、ケーブルはエフレックス管で防護した。盛土崩壊が起こるとオフセット金具が傾き傾斜センサー
が傾きを検知する。 
切取崩壊検知システムは最も単純な構造で確実に動作する断線検知方式を基本として開発された。切
取・自然斜面の崩壊事例では崩壊幅 10ｍ以上で土砂が建築限界内に流入して支障を及ぼす例が多いこと
から、図１－４３に示すように検知性能としてセンサーケーブルを 8ｍ間隔で固定し、中央部では 500
ｍｍ以上の変位で断線する構造とした。人や動物などの接触による誤作動を懸念し、また、様々の崩壊
形態に対するために、センサーケーブルを高さ 0.8ｍのパイプフェンス上部に固定する構造とした。 
本システムの開発コンセプトは、予兆をとらえるのではなく実際の崩壊を ON/OFF の 2 値でとらえる
ことにより、開発・導入コストを下げ、設置環境や人為的な条件によらず確実な動作を目指すものであ
る。 
    
図１－４２ 盛土崩壊検知の原理・一般図・イメージ４２） 
 
  
図１－４３ 切取崩壊検知の原理・一般図・イメージ４２） 
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平成 23（2011）年に、芥川４３）は、簡易な装置を用いて原位置でわかりやすく表示して危険を可視化
する新たな考え方を On Site Visualization（OSV）と名付けて呈示した。ＯＳＶはその場所にいる関
係者に危険性をいち早く知らせることを重視し、LED やレーザー光などを用いて現場で可視化するもの
である。発光する光の色に応じてアクションプランを定めれば迅速な行動に直結するといえる。ツール
としては、光る変位計（2点間の相対変位を光で表示）、光るコンバーター（既存の計測装置に視覚的
アウトプットを付加）、光る傾斜計（傾斜を高精度で計測し光で表示）、レーザー光線利用（レーザー
光の直進性や反射特性を利用）などがあるとしている。 
Single Observation Point 法（ＳＯＰ法）では光源と鏡を用い計測対象物の変状を可視化して監視す
る。図１－４４に示すように、ＳＯＰ法では鏡のサイズと設置距離の組み合わせにより計測箇所に応じ
た精度を確保できる。光源と鏡があれば広範囲のモニタリングを低コストで行える。また、光ファイバ
ーを利用する場合では、図１－４５に示すように高輝度 LED などの複数色の異なる光源から多量に光を
分散させ、任意の 2点間の相対変位を計測する。発光色の異なる光ファイバー（直径 1ｍｍ）を一列に
束にして固定し、発光させて直径 1ｍｍの穴のあるフィルターを通して目視すると、送光部とフィルタ
ー部がスライドすることにより変位をｍｍ単位で監視できるとした。 
ＯＳＶの特長は、変状検知部に電気を使用しないことであり、自然光を用いれば電気依存度をゼロす
ることも可能である。安価で簡易な手法により変状の発生区域を早期に特定し詳細なモニタリングへ移
ることが可能となる。 
 
 
図１－４４ ＳＯＰ法の基本的な設置の例４３） 
 
 
図１－４５ 光ファイバーを利用した変位計概要４３） 
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平成 23（2011）年、平岡ら４４）は、斜面崩壊を予測するために必要な土中水分量や地下水位を計測す
るため超音波による観測システムを提案し、検出器の埋設化と高周波化について研究報告した。図１－
４６では、露出型における土壌水分状態の違いによる超音波反射強度を示しているが、露出型の場合、
設置作業が容易である反面、温度や景観・動物の影響があるとされた。導波管を短くして検出器全体を
小型化し地中埋設するには、今まで 40ｋＨzのトランスデューサーの周波数を上げ分解能を高くする必
要が生じた。空気中の超音波の伝搬速度Ｃ（ｍ/ｓ）は気温ｔ（摂氏）に対して、Ｃ＝0.607ｔ＋331.45
で表され温度依存するため、導波管中に針を置き針からの反射波を計測して水面までの距離の温度補正
を行った。95ｋＨzと 190ｋＨzのトランスデューサーについて乾燥状態、湿潤状態、水面の 3種類に設
置して計測した結果、図１－４７(a)のように 95ｋＨz のものが最も波形が鋭く導波管を短くした場合
でも明確な波形を得られることがわかった。 
信楽産まさ土を用い人工降雨実験を行った結果、同図(b)に示すように誘電率土壌水分計による体積
含水率のデータと超音波検出器（95ｋＨz）の反射強度データがほとんど同じ傾向を示し、超音波検出
器で水分状態を検知でき、さらに、試験開始から 6 時間後に降雨を止めてカラム下端から注水を始め 6
時間 30 分後に導波管下端まで地下水位が到達したこと（すなわち地下水位の上昇）を伝搬時間の減少
から検知した、と報告した。 
 
   
図１－４６ 超音波検出器概略図４４） 
 
   
(a)波形                   (b)試験結果 
図１－４７ 各周波数の波形と試験結果４４） 
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平成 19（2007）年、鵜飼ら４５）は、地震波を自動検知して地震時の加速度をＭＥＭＳによる 3次元加
速度センサーで計測し、計測データをセンサーノードにより無線送信し、インターネットなどを経由し
て遠隔地のデータセンターに送信してデータを管理・蓄積し、あらかじめ指定されたネットワークへ配
信することが可能なシステムを開発した。システムは、屋外での設置を想定した防水構造で、かつ低消
費電力で電池での駆動が可能であり、3 次元加速度センサーのみを地中に埋設する。遠隔地からのデー
タ確認や無線状態や電池の消耗度などもデータセンターへ送信され、システムの保守も遠隔で行えるも
のであるとした。 
装置本体は縦 45ｍｍ×横 60ｍｍ×高さ 25ｍｍで配線不要であり、様々な対象に容易に設置できると
した。これは、平成 18（2006）年 1月から販売されていた近距離無線規格である ZigBee（IEEE802.15.4）
を利用した無線センサー製品「日立 AirSense」４６） （図１－４８）のうちポータブル型をベースとす
るものであった。これまで計測を行うことが困難とされた場所や広範囲の計測を行う必要のある場所
（自然斜面、ビル、橋梁、道路、鉄道、トンネル、高架など）での設置が容易になり、地震時の被災や
性能劣化モニタリング、災害発生メカニズムなどへの活用が期待され、これまでの高精度計測器に比べ
経済性に優れるためセンサーを高密度に設置可能で詳細なデータ計測が実現できるとした。群馬県高崎
市の地すべり防止区域や群馬大学工学部棟に設置し実地実験を行った。 
2006 年発売のポータブル型無線センサーの価格は、ノード 4台、ルータ 2台、ゲートウェイ 1台、ソ
フト一式の合計一式で 94万 5 千円が呈示されている。 
本研究では、センサーとセンサーネットワークのハード自体から開発し実証試験を行うものである。 
 
      
（ａ）ポータブル型無線センサ     （ｂ）リストバンド型無線センサ 
図１－４８ ＺigＢee 無線センサー（日立 AirSenseTM）４６） 
 
 平成 23（2011）年、小泉ら４７）は、土壌水分センサと傾斜センサを搭載し小型でローコストの無線式
センサーノードを斜面に面的に配置するモニタリングシステムを報告した。センサーノードの電源は小
型バッテリーで 3年間メンテナンスフリーとした。対象斜面としては、雨水浸透により飽和した風化層
と不飽和の風化層の境界面が直線的にすべると仮定して、すべり面の安全率が１となるような限界高さ
（深さ）Ｈc を算出してセンサ設置深さを決定した。また、対象斜面から試料採取し保水性試験を行っ
て飽和時の体積炭水率、排水過程の水分特性曲線を求め、図１－４９示すように警報を発する点と警報
解除の点を求めた。 
 図１－５０には模型実験結果を示した。模型実験は高さ 20ｃｍ、幅 30ｃｍの大きさで、斜面途中の
上下に２つの土壌水分センサを埋め込み、傾斜は色を付けた木串を定点カメラで画像解析して求めてい
る。降雨開始から 400～500 秒で体積含水率が上昇、1200 秒後に下端部で湧水を確認、1800 秒後に下側
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の土壌水分センサで体積含水率が上昇するとともに木串に傾斜変位が現れ始め、5630 秒程度で表層崩壊
した。 
 無線センサネットワークは複数のノードを中継して基地局へデータ転送され、豪雨による地盤の水分
挙動と変形挙動に応じて 4段階（正常、注意、警告、災害）のの法事機能を持たせた。実証実験は高速
道路沿いの法面で 2月～8月まで行われ、豪雨時の法面の体積含水率がしきい値を超えたときに「注意」
を発し、規制値以内に戻った場合「正常」を発するものとした。図１－５１に実証実験での体積含水率
とサクションの推移を示した。 
図１－５２にシステムのフローチャートを示した。豪雨時に法面のセンサノードの体積含水率がしき
い値を超えた場合「注意」とし、降雨が継続しセンサーノードの傾斜角度が微小変位のしきい値を超え
た場合「警告」、大変位のしきい値を超えたら「災害」を発する。この際に誤報防止のため 2台以上の
センサノードがしきい値を超えた場合にアラートを発するものとした。 
以上の内容から、実証実験における傾斜量データについては報告されていない。体積含水率（サクシ
ョン）についてはすべり面がある程度明確になっている場合に適用性が高いものと考えられる。 
 
  
図１－４９ 水分特性曲線概略図４７）  図１－５０ 土壌水分センサおよび傾斜センサ 
                          の時系列変化４７） 
 
  
図１－５１ 計測データの一例４７）      図１－５２ 多点型土砂災害予測 
（深度 20ｃｍ）              システムのフローチャート４７） 
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 平成 22（2010）年、荒木ら４８）は、国土地理院が提供する電子基準点の 24 時間連続変動観測によっ
て作成されるＸＹＺ座標と楕円体高（標高変動に相当）を用いて地殻変動を解析し、地震・火山・土砂
災害リスクの予測を行った。各基準点でＸ軸・Ｙ軸・Ｚ軸座標値は 3月と 8月に極値をもち、季節変動
を伴って年変動するとした。定常的地殻年変動はプレートの沈み込みの影響を受け、非定常地殻変動は
地下水位（降水量）の影響を受け、降水量変動によって地下水位（地層間隙水圧）が変化すると、地下
水位変動によって水平方向に圧縮力と引張力を受け、せん断力が増大する。 
 図１－５３に示す二点間の年変動速度は、プレートの沈み込みによって、概ね±0.5ppm の範囲内で増
減を繰り返し、区間によっても異なる。二点間距離は経年的なトレンドを持つものの漸移的・連続的で
はなく、地震イベントなどによって段階的・不連続的に推移する。列島骨格の面積年変動（面積年変動
量／面積）は 1ｐｐｍ以下とした。 
 こうした電子基準点の座標変動、電子基準点間の距離の年変動、降水量やプレートの影響を受けた面
積変動、中長期的災害リスクに関わる定常地殻変動、短期的災害リスクに関わる非定常地殻変動などに
よって、地震・火山・土砂災害のリスク予測をすることができるとした。地域特定や前兆捕捉について
は、面積年変動から地域の特定を、三角網の面積日変動から前兆を捕捉することができる可能性を指摘
した。図１－５４にあるように、地震（2003 年 9月 26 日に発生した十勝沖地震（Ｍ８.０））前後で面
積日変動が変化することを示した。 
  
  
図１－５３ 二点間距離の年変動解析地域概略図４８） 
 
 
 
図１－５４ 2003 年十勝沖地震直前の海域面積変動４８） 
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１．４ 警戒警報や住民の避難に関して 
 
平成 14（2002）年に Kumar ら４９）は、米国・国防総省・高等研究計画局（DARTA）の SensＩＴ（Sensor 
Information Technology ）プログラムを報告した。それによれば、SensorＩＴプログラムは軍事目的
として DARPA が 3 千万ドルを出資して、ＭＥＭＳ（Micro Electro Mechanical System）技術をベース
に平成 8（1996）年から実証試験を行ってきた。 
従来型の技術では、１ノード、プログラミング不可能、２値検知（on／off）、大型高消費電力、高
価、長い帯域の検出法といったことが前提となっているのに対して、SensＩＴ技術では、複数年で一定
水準の警戒を行えるように、コンパクトな計器、多様で高密度な配置、小さな接続負荷、長い間隔での
応答性、長期間の稼働性などを備えるセンサー情報システムを開発するものとしている。センサーとし
ては、地震センサー、音波センサー、赤外線センサー、環境系／化学系センサー、イメージングセンサ
ーなどがあげられているが、センサー自体の開発が目的ではない。図１－５５にあるように、種々の情
報がノードとゲートウェイを介してサーバーに集まり、インターネットを介してユーザーへ伝達され全
体でコミュニティの共通プラットフォームを形成し、有効な解決法を見出す仕組みである。併せて、ネ
ットワークシグナル処理、データベース言語やアプリケーション、暗号化処理、適応性があり再設定可
能で策略検知、発散的ネットワークプロトコル、自律的無線ネットワークなどの技術確立が必要となっ
ている。 
センサーネットワークは、複数のセンサーが基地局に相当するノードを介し、あるいは、センサー間
で直接通信するネットワークシステムである。センサーとしては、位置、加速度、方位、圧力、振動、
温度、水、磁気、人体などの情報を検知するセンサーが考えられる。センサーネットワークに複数のセ
ンサーを接続し、センサーによる中継やセンサー間の通信を行う。複数のセンサー同士が協調すること
により、ユーザーに対して仮想的な一個のセンサーに見せることが目標とされ、単にセンサーをつなげ
ただけのネットワークをセンサーネットワークとは呼ばないとされる。 
 
 
図１－５５ SensＩＴの推進４９） 
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日本では平成 16（2004）年に竹内５０）が総務省としてｕ－Ｊａｐａｎ（ｕは ubiquitous の意味）の
取り組みを報告した。この中には図１－５６に示すように、地震防災・斜面防災などを遠隔から監視・
制御するという防災用途の研究開発がテーマとしてとりあげられた。センサー自体がルーターとしての
機能を持ち、センサーが任意の方向へ変位しても、常に適正な交信を継続・維持できるアドホックネッ
トワークを形成する。 
 
 
図１－５６ ユビキタスセンサーネットワーク技術の研究開発５０） 
 
 平成 13（2001）年 7月から東京ガスでは、供給エリア内 4,000 カ所（約１ｋｍ２に１基）に地震セン
サー（ＳＩセンサー）を設置し、地震を検知すると地区単位でガス供給が自動的に遮断（遠隔操作の遮
断も可能）する世界的に先進的地震防災システム（ＳＵＰＲＥＭＥ）５１）を運用開始した。図１－５７
に遠隔監視地点を示す。これにより、阪神・淡路大震災クラスの地震が発生した場合、作業員が個々に
出向いて供給を停止すると 40時間かかると想定される停止処理をわずか15分でできるように短縮した。 
地震情報も約 10 分で高精度に収集できるようになり保安レベルが向上した。ＳＵＰＲＥＭＥ５２）は
導管被害推定機能を有し、東日本大震災の際には地震直後 5 分で地震動情報収集、10 分で第 1 次（即
時）緊急停止判断、20分までに中低圧導管の被害推定と火災・停電・液状化などの状況把握を行い、的
確な供給停止判断と早期復旧動作を実現した。ＳＵＰＲＥＭＥで収集した地震情報をリアルタイムで提
供するサービス（有料）も開始している。 
 本研究の対象は主に山間部の自然斜面であり、ＳＵＰＲＥＭＥが運用されている都市内とはインフラ
やアクセスなどにおいて状況はかなり異なるが、広範囲のエリアにセンサーネットワークを配置し、リ
アルタイムで遠隔で監視して、異常があれば早期警報を発信し、災害リスクを未然に抑止するという機
能の実現において、よい事例となるものと考える。 
研究開発の 
対象分野 
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図１－５７ ＳＵＰＲＥＭＥ遠隔監視地点５１） 
 
 平成 22（2010）年、Baum ら５３）は、降雨によって発生する米国の浅層の斜面崩壊と土石流に対する
早期警戒の手法について報告した。シアトル地区の斜面の早期警戒管理は４段階に分けられており、第
1段階：Null、第 2段階：Outlook、第 3段階：Watch、第 4段階：Warning となっている。第 3段階（Outlook）
以上では、準備時間として 24～48 時間、1～12 時間、1～3 時間の 3 段階とり、地すべり地域の土性と
降雨量に基づいた 3 つの指標（ＣＴ：累積降雨量による指標（Cumulative Rainfall Threshold）、Ａ
ＷＩ：土の乾湿性を表す指標（Antecedent Water Index）、ＩＤ：降雨の時間と強度による指標（Rainfall 
Intensity-Duration Thresholds）の各しきい値で行動管理している。図１－５８に同地区における土
砂災害履歴に基づいた降雨時間と降雨強度の対数分布図を示した。 
リアルタイムモニタリングは、地すべり地での雨量計測が重要であり、気象レーダーや気象衛星の雨
量予測がピンポイントの崩壊予測を行うために役立つとした。同時に、土壌水分、間隙水圧、地形変位
といった地盤工学的特性のモニタリングが崩壊を起こしそうかどうかを見極めるために必要としてい
る。これらのモニタリングのうち、季節変化に影響される土では土壌水分が重要となる。融雪時の斜面
安定に対して地盤工学的モニタリングが最も効果的と報じた。 
 
 
図１－５８ シアトル地区における降雨時間と降雨強度の関係５３） 
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Massey ら５４）は、ニュージーランドの Ruapehu 山における後退性斜面崩壊に伴って発生した火口湖の
湖水氾濫に対する警報システムの成功例を報告した。平成 19（2007）年３月 18 日に、火口湖の水が氾
濫しないよう障壁となっていた火口湖外周部の小段のところまで浸食が進み決壊に至った。警報システ
ムには、漏水、湖水位観測、決壊や洪水氾濫を検知するためのワイヤ、微動計などが含まれた。表１－
１０に示すように湖水位に応じて警報レベルを１～５段階に分け、各々について行動内容を定められた。 
 
表１－１０ ERLAWS（Eastern Ruapehu Lahar Warning System）の警報（警戒）レベル５４） 
 
 
 平成 22（2010）年に、Osanai ら５５）は、放射基底関数（Radial Basis Function Network）を用いて、
降雨により発生する土砂災害に対する土壌雨量指数を用いた早期警戒警報について紹介した。 
この土砂災害早期警戒システムは、平成 19（2007）年に国土交通省と日本気象庁により運用開始され
た。図１－５９に示すように、５ｋｍメッシュに区切ったエリア内で表層の滞水を３層のタンクモデル
で表し、それらの水頭合計を、土壌雨量指数として表す。このシステムに雨量データをプロットするこ
とにより、住民を災害発生前に避難させるため、自治体の首長がいつのタイミングで避難指示を通報す
るかの判断を補助するものである。降雨予想によって１～３時間後には累積雨量と土壌雨量指数
（soil-water index）による限界線（ＣＬ）を超過すると予想されるような場合、警報を発することに
よって住民が避難するための十分な時間をとることができる。 
図１－６０に示すとおり、土砂災害の危険度は４段階でレベル分けされ、各レベルで危険回避のため
の推奨行動が明確にされており、 
レベル１：３時間後に予想雨量合計が限界線を超えると予想される場合で住民への通報が望ましい状態 
レベル２：２時間後に超えると予想され住民に避難所へ移動するよう通報が望ましい状態 
レベル３：１時間後に超えると予想され、危険地内の住民に避難所への移動確約が望ましい状態 
レベル４：限界線を越えていつ土砂災害が発生してもおかしくない状態 
とされる。 
このシステムのメリットとしては、災害記録のない地域でも適応可能であること、システムを運用す
れば容易に雨量データが記録され、限界線（ＣＬ）が改訂されることとしている。課題として、 
・危険度を予測するための短期間雨量データが時間的かつ空間的に十分正確といえるか、 
・（雨量以外の）様々の要素が複合され相互作用によって土砂災害が引き起こされること、 
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・雨量に係わる指標だけを利用して土砂災害を予想することに限界があること、 
を付記しており、これらの点を補完できる観測～予測の技術が求められていると考える。 
 
 
図１－５９ モニタリングを早期警戒警報に導く基本的考え方５５） 
 
 
図１－６０ 自治体が発する早期警戒警報における危険レベルと推奨行動５５） 
 
平成 19 年（2007 年）に国土交通省砂防部から「土砂災害警戒避難ガイドライン」５６）が発行された。
これは「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（いわゆる土砂災害防止
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法）」が平成 13 年４月に施行され、警戒避難態勢を充実するため土砂災害防止対策基本指針が平成１
８（2006）年９月に変更されたことによるものである。 
ガイドラインでは市町村が収集する情報として、気象・雨量情報（都道府県・気象庁等から）、土砂
災害警戒情報、前兆現象（住民、警察、消防団等から）、災害発生等の情報、などをあげており、これ
らに基づいて住民への避難勧告が出される。 
避難勧告の発令基準はあらかじめ市町村で定められる。この基準は、気象庁や都道府県が発表する土
砂災害警戒情報、国土交通省が提供する土砂災害警戒避難基準雨量、都道府県の観測による時間雨量や
連続雨量、現地で確認された前兆現象や周辺地域の災害発生情報などが参考とされる。図１－６１に示
すように、土砂災害警戒情報は短期・長期の雨量を指数化した土壌雨量指数（土中水分）と降雨強度の
実測値および予測値が規準線を越えるかどうかにより決定される。これらは前兆現象などを除き、いず
れも雨量情報がベースになっている。 
 
 
図１－６１ 土砂災害警戒情報について５６） 
  
ここで、前兆現象とは、斜面から小石がパラパラ落ちる、湧水が濁る、渓流が濁る、根切り音がする、
などで主として目視や体感によるものである。避難準備・勧告・指示を発するには土砂災害が発生する
危険のある箇所を的確に特定する必要があるが、前兆現象を確認したときは直ちに避難するべき危険な
状況になっている場合が多い。 
 二次災害防止については、降雨がピークを過ぎてから突発的に崩壊が発生する場合もあるため、監視
員の配置、前兆現象の有無の確認に加え、土砂災害検知センサー設置などの安全確認体勢を組む必要が
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あるとしている。避難勧告を解除するには、土砂災害発生箇所の安全確認、避難所から帰宅するための
道路などの安全点検・確認をするとしている。再度災害防止については、施設が整備されるまでの間、
警戒避難基準雨量の見直しのほか、土砂災害検知センサー設置などの必要があるとしている。 
 ガイドラインでは、前兆現象を把握して自主的に避難することを最善としており、行政から「知らせ
る努力」と併せ、住民が自ら「知る努力」をする必要性を指摘している。土砂災害発生の兆候を判断す
るのは難しいため、市町村によっては表１－１１のように、降雨量とは関係なく前兆現象を認めたとき
に避難指示を出すところもある。 
 また、情報の伝達では、防災無線や広報車の放送が豪雨により家の中まで聞こえない場合もあり、重
要な情報や避難勧告をホームページやＣＡＴＶ、携帯ネットで広報したり、マスコミを使うなど、情報
伝達手段を増やすことが報告されている。行政から住民という一方向だけでなく、双方向型の連絡体制
確立が必要としている。 
 
表１－１１ 土砂災害に対する避難基準の一例５６） 
（新居浜市立川・別子山地区以外の山すそ地区） 
 
 
 土砂災害の前兆現象については、平成 18（2006）年 3月に国土交通省から土砂災害警戒避難に関わる
前兆現象情報の活用５７）について検討がなされた。 
土砂災害危険箇所の整備率がいまだ２割と低く、土砂災害発生予測情報やハザードマップなどのソフ
ト対策に課題も残るなかで、実際の避難勧告発令や避難判断には前兆現象の情報が決め手となる場合が
あったとされ、前兆現象がもつ時間的切迫性や物理的裏付けとその活用性が検討されたものである。土
石流（天然ダム決壊型、山腹崩壊型、渓床堆積物移動型）、がけ崩れ、地すべりに分けて検討され、土
石流やがけ崩れの場合、住民が 3時間より以前から小石がパラパラ落ちるなどの前兆現象を確認したと
された。 
図１－６２は、がけ崩れの場合の物理的機構と危険度の増加の関係を示したものである。雨水が斜面
に浸透し、斜面が不安定化し崩壊する過程で、前兆現象が発生する。すなわち、前兆現象とは斜面内部
に蓄えられた微少な応力ひずみが目視できる現象として地表に現れた結果である。ひずみが進行するの
とともに時間軸に沿って現れ、斜面の危険度に応じて典型的な現象として現れるものと考えられる。 
報告書５７）では、前兆現象を視覚／聴覚／臭覚によって類別し示している。また、多くの地方自治体
でもホームページなどで一般人向けにより詳細なものを紹介しており、その一例を表１－１２を示す。
前兆現象は、視覚／聴覚／視覚などの五感(体感)に頼るため、体験や教育を通して何が前兆現象なのか
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を予め習得しておくことが重要となる。しかし、実際には深夜に豪雨が発生してもし停電も起きる場合
などでは聴覚も視覚もままならないし、臭覚を感じる場合では災害がある程度進行して危険性が高まっ
ている状況もあり得る。つまり、五感に頼る前兆現象の把握にも限界が想定される。また、視覚・聴覚・
臭覚をセンサー化しようとしても、暗闇での視認・豪雨時の轟音などの同様の課題が生じることになる。 
前兆現象の一つひとつをみれば、斜面が動いた結果、つまり、図１－６３にあるように斜面内部で進
行するひずみが地表面に現れた結果である。よって、斜面内部ひずみを、精度よくかつリアルタイムに、
詳細に検知して危険度の指標に置き換えて周辺住民に通知できるようになれば、斜面防災・減災の一助
となるものと考えられる。斎藤の方法５）は、そうした考えを具体的な予測手法として提示したものであ
った。斜面内部の微小ひずみをセンサーにより把握することが、前兆現象を体感に頼らずに把握するこ
とに通じ、斜面が動いているということをいち早く捉え、防災に役立つものと考える。 
 
 
図１－６２ がけ崩れ発生までのプロセスと前兆現象５７） 
（時刻歴と斜面の危険度の増加） 
 
 
 
図１－６３ がけ崩れ発生までのプロセスと前兆現象５７） 
（時刻歴と斜面および内部に発生する現象） 
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  表１－１２ 土砂災害の前兆現象（５８）から抜粋し整理し直したもの） 
区分 前兆現象 五感 
土石流 
立木の避ける音や大きな岩の流れる音が聞こえる 聴覚 
異様な山鳴りがする 聴覚 
異様なにおい（土臭い、ものの焼けるにおい、酸っぱいにおい、木のにおい）がする 臭覚 
降雨が続いているにもかかわらず、渓流の水位が急激に減少し始める 視覚 
近くで山崩れ、土石流が発生している 視覚 
渓流の流水が急激に濁り出したり、流木などが混ざっている 視覚 
渓流付近の斜面が崩れだしたり、落石などが発生している 視覚 
渓流の水位が降雨量の減少にもかかわらず低下しない 視覚 
がけ崩れ 
斜面から異様な音、地鳴りが聞こえる 聴覚 
小石が斜面からぱらぱらと落ち出す 視覚 
斜面に亀裂ができる 視覚 
斜面にはらみがみられる 視覚 
普段澄んでいる湧き水が濁ってきた、水の吹き出しがみられる 視覚 
湧き水の急激な増加、あるいは減少・枯渇が認められる 視覚 
地すべり 
地鳴りがする、家鳴りがする 聴覚 
根の切れる音が聞こえる、（風のないとき）木の枝先の擦れ合う音が聞こえる 聴覚 
地面が震動する 聴/視覚 
亀裂や段差の発生・拡大、地表面の凹凸の発生 視覚 
擁壁やクラックの押し出し、舗装道路やトンネルのクラック 視覚 
電線の弛みや引っ張り 視覚 
建物などの変形（戸の締まりが悪くなる。壁に隙間ができる）、橋などに異常を生じる 視覚 
落石や小崩壊の発生 視覚 
地下水の急激な変化（枯渇や急増）、地下水の濁り 視覚 
湧水の流量の変化（枯渇や急増）、湧水の濁りの発生、新しい湧水の発生 視覚 
 
寺田ら５９）は平成 13（2001）年に、土砂災害警戒基準雨量の設定手法を整理し、複数の危険箇所を含
むような広域的な地域に適する手法として、①タンクモデルによる手法、②実効雨量による手法、③流
出水到達時間内の降雨強度による手法、④重判別分類による手法について説明した。表１－１３に概要
を示す。 
タンクモデルによる基準雨量の設定手法は、降雨による浸透水が土質特性などに応じて階層的に土中
に貯留される様を追跡し、過去の崩壊・土石流などが発生した自邸のタンク貯留高（土中水分量）をも
とに発生基準を定めるものであるが、タンクの諸定数の観測資料が地域毎に不足する場合が多く、定数
の同定に困難な面があることが欠点とされる。土壌雨量指数の場合は、過去の降雨による履歴情報を導
入し現在の値と比較して相対的に指数化している。 
実効雨量による手法は、１つの流出孔をもつ１段のタンクモデルとされ、流出孔の大きさを表すもの
は減少係数（減衰特性）と呼ばれ、タンクモデルによる手法と同じように、過去の崩壊・土石流発生時
点の実効雨量値に基づいて設定される。長雨や断続的な降雨下では不適合となる場合が多いとされる。 
流出水到達時間内の降雨強度による手法は、地域毎の流量図を用いて、地表の流出水量が一定（ピー
ク流量Ｑmax）になったときの降雨強度で示される。なお、降雨の流出は、降雨強度、流出係数、流域
面積によって合理式で表される。流出水到達時間は地形・地質条件により異なるが、過去の発生／非発
生降雨を分析することにより経験的に求める方法である。 
重判別分析による手法では、降雨量だけでなく、降雨の質的条件、地形・地質などの要因を発生／非
発生に係わる重みを統計的に評価・選別することで判別式を定める。このため事前作業として多くの地
形計測作業などが必要となるが、渓流毎の基準値の設定や類似する渓流を集合して基準値を設定するこ
となどが可能となる。 
その他に雨量基準としては、連続雨量、時間雨量、累積雨量がある。連続雨量は道路の通行規制区間
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の基準値として用いられ、各地域により打ち切り条件があり、算出が簡単で一般の人にも理解されやす
い利点があるが、降雨が中断したときに先行雨量が反映されないなどの欠点がある。時間雨量は毎正時
からの 1時間の降雨量であり、短時間集中豪雨による災害に適用可能であるが、短時間での規制や長雨
による災害への適用が難しいという欠点がある。累積雨量は、降雨の中断に関係なく一定期間（１週間
など）の降雨量合計であり、算出が簡単であるが降雨パターンが反映されないという欠点がある。 
 
表１－１３  主な基準雨量の設置手法の分類と概要（５９）から抜粋） 
手法名 指標 対象 概要 
タンクモデルによる手
法 
鈴木ら 
①1段目の貯留高 
②2段目の貯留高 
崩壊 
土石流 
下方への流出孔と側方への流出孔を設けたタンクを直列 3
段に配置したモデルであり、雨量の入力値に対してタンク
に貯留される水量の変化と崩壊・土石流等の発生タイミン
グによい適合性がみられるとしたもの。最近では、気象庁
が土壌雨量指数と称して公表している。 
道上ら 
①1段目の貯留高 
②１・2段目貯留高計 
崩壊 
土石流 
牧原ら ３つのタンク貯留高計 崩壊 
実効雨量による手法 
指 針 案
（Ａ案） 
実効雨量（前期日半減） 土石流 
降り始めからの連続雨量に前期の実効雨量を加算した指
標を用いて基準の設定や判定を行うもの。 
指 針 案
（Ｂ案） 
①有効降雨強度 
②実効雨量 
土石流 
Ａ案と同様。組み合わせ指標となるため、ＸＹのグラフ上
で基準の設定や判定を行う。 
矢野 
①実効雨量（1 段タン
クモデル） 
土石流 
Ａ案における実効雨量の演算方法を改良し、土中水分量の
推移に調和的な指標としたもの。 
提 言 案
※ 
①実効雨量(半減期1.5
時間) 
②実効雨量(半減期 72
時間) 
崩壊 
 
土石流 
矢野案による実効雨量の演算方法を用い、3段のタンクモ
デルによる災害予測手法を応用して半減期1.5時間と半減
期 72時間の組み合わせ指標としたもの。 
（※総合土砂災害対策検討会） 
流出水到達時間内の降
雨強度による手法 
平野 
流出水到達時間内の降
雨強度 
崩壊 
土石流 
土石流や崩壊の発生モデル（物理モデル）をもとに発生に
関与する流出水到達時間内の降雨強度を指標とするもの。 
重判別分析による手法 荒木ら 
地形要因と降雨要因の
組み合わせ 
土石流 
崩壊 
発生に関係深い地形要因を土石流危険渓流ごとに調査・計
測し、様々な降雨指標ともに重判別式を定めるもの。 
 
 平成 26（2014）年 7月、小杉ら６０）は同年 7月 9日 17:40 に長野県南木曾町・梨子沢で発生した土石
流について、現場の北 500ｍほどにある気象庁南木曾観測所で観測された過去 30年間の時間雨量データ
を整理した。図１－６４、および、表１４に示すように、H16（2004）イベントでは既往最大 1 時間雨
量を観測して積算雨量も H26 イベントと同じ程度まで上昇した。H18（2006）イベントでは時間雨量の
ピークは小さいものの継続時間が長く積算雨量も多く、S60 イベントでは降雨継続時間がきわめて長く
積算雨量も H26 イベントの 2.7 倍に達したが時間雨量のピークは小さかった。このように時間雨量、積
算雨量、専攻雨量の指標の比較では、H26 イベントが特殊であるとは確認されなかった。 
 そこで土壌雨量指数と時間雨量との関係からスネーク曲線を描くと、図１－６５にように H26 イベン
トは既往最大値を超過し、また、横軸を半減期の長い実効雨量、縦軸を半減期の短い実行雨量で描いた
スネーク曲線（図１－６６）では、横軸を半減期 51h と縦軸を半減期 0.9h の実効雨量で描いた場合に
既往最大値の顕著な超過を確認した。このため、実効雨量の半減期を様々に変化させたところ、横軸 13
～173h、縦軸 0.1～2.0h の範囲で H26 イベントが既往最大値を超過した。図１－６５と図１－６６の(d)
図では、7月 9日 17:00 以後の降雨量 49ｍｍで既往最大値を超過した。 
 このため、縦軸と横軸の実効雨量の半減期を様々に変化させ、17;00 以後の降雨量が何ｍｍで既往最
大値を超過するか調べたところ、横軸 40～100h、縦軸 1.3h で最小の降雨量 34.3ｍｍが得られた（図１
－６７）。このことから 17:00 時点で、34ｍｍという特に大きくない時間雨量で過去 30 年間の既往最
大を超える状況を予見できたとした。 
 小杉は、異常降雨イベントの予見が土砂災害の防災に重要な情報を与えるものの、雨量指標の組み合
わせによる異常性が必ずしも土砂災害の発生に直結せず、縦軸と横軸の雨量指標を適切に設定すること
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が必要とした。一方、梨子沢の木曽川合流地点の南側 200ｍほどに大沢田川が合流しているが６１）、こ
の沢は梨子沢ほどの大きな被害を生じていないため、個別の沢で災害が発生するかどうかは降雨量だけ
ではなく流域面積や地形などの状況にも左右されるものと考えられる。 
 
 
図１－６４ 主要降雨イベントの時間雨量と積算雨量６０） 
 
 
表１－１４ 主要イベントの諸元６０） 
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  図１－６５ 既往スネーク曲線（灰色）と各イベントのスネーク曲線（１）６０） 
 
  
 図１－６６ 既往スネーク曲線（灰色）と各イベントのスネーク曲線（２）６０） 
            
           
図１－６７ 17:00 以後にスネーク曲線が既往最大値を超過するのに必要な雨量６０） 
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国土交通省の異常気象時事前交通規制区間の規制基準雨量６２）の頻度グラフを図１－６８に示す。豪
雨などによって土砂崩れや落石などの恐れがある場合、過去の記録などに基づいて降雨量によって道路
毎に規制基準が定められている。災害発生前に「通行止」などの規制を実施し、道路交通の安全を確保
するものである。 
規制基準雨量は、全国的には、北海道開発局における最小 60ｍｍから中部地方整備局と四国地方整備
局における最大 300ｍｍ（連続雨量）まで分布している。雨量の比較的少ない北海道を除くと、全国の
規制基準雨量は 120ｍｍ～300ｍｍの範囲に分布し、平均は約 200ｍｍとなっている。 
 
 
図１－６８ 異常気象時事前交通規制区間の規制基準雨量６２）（雨量単位；ｍｍ） 
 
平成 20（2008）年に Collins６３）は、盛土の斜面崩壊に対する早期検知・警報・減災について報告し
た。図１－６９に示すように、丘陵地や山間の道路建設による盛土斜面の土石流の危険性が高まってお
り、 
・第一段階；道路盛土部のテンションクラック、沈下、急落や段差などの早期発見 
・第二段階；土石流の想定されるルートを含むリスク調査 
が必要とされた。そこでは優先的なメンテナンス・修復、モニタリング、関係者や住民への警報、土地
利用上のリスク軽減、あるいは、代替計画、関係所管の連携などが必要とした。早期に危険性を検知す
ることが土石流の防止に役立つとし、盛土の崩壊によって起こる土石流による損失防止のため、関係機
関が早期検知および警報により留意することが重要であると報告している。 
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図１－６９ Blue Ridge Parkway の盛土崩壊により発生した２つの土石流６３） 
 
島村６４）６５）は、平成 21（2009）年～平成 22（2010）年にかけてＪＲ東日本における防災技術につい
てまとめた。自然災害から列車の安全な運行を守るには、設備や装置の対災害性能の強化と災害時列車
運転規則という２つの方法があり、後者は従来の個人的主観的判断に基づく手法から、計測データに基
づく客観的基準へと進化している。ＪＲ東日本では雨・風・地震などの観測に関して、1960（昭和 35）
年代にスタンドアロンの観測装置であったものが、1990（平成 2）年代にオンライン化され、2010（平
成 22）年頃には 2,400 ヶ所の観測情報をリアルタイムで集中管理し、所定のしきい値に基づいて運転規
制が発令されるようになった。 
降雨については直前 1時間雨量と連続雨量が使われてきたが、平成 19（2007）年に図１－７０に示す
ような 1.5、6、24 時間の 3 種類の半減期をもつタンクモデルの実効雨量による運転規制基準が導入さ
れ、安全水準は従前レベルのままで平均約 3割の運転規制時間削減が可能になった。風については平成
17（2005）年から、過去数時間の観測風速データに基づく将来風速推定予測モデルを順次導入し、地震
については平成 15（2003）年から、従前の地表最大加速度による方法に代わって東京ガス５１）と同様の
スペクトル強度（ＳＩ値）により評価する基準を導入した。 
図１－７１に示されるように、雨量計や地震計の配置間隔の最適化、ドップラーレーダーなど気象デ
ータや三次元雨量計などの利用による苛烈気象（ゲリラ豪雨、竜巻など）への対応、実効雨量と土砂災
害発生メカニズムとの関連性の検証、都市型災害への対応、地形データや地形学的専門知識（暗黙知）
のシステム化などの課題をあげ、リアクティブ（受け身）ではなくプロアクティブ（先取り）の防災対
策志向が重要とした。 
本研究は、斜面崩壊と降雨による予兆的な傾斜変位との関係を明らかにするものであり、鉄道沿線に
ある斜面においても、リアルタイムの傾斜変位観測を応用できるものと考える。 
Pisgah National Forest 
in McDowell Country, 
North Carolina 
2004 年 9月 8日 
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図１－７０ 実効雨量の概念図６４） 
 
 
図１－７１ 最新技術を取り入れた防災へ６５） 
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東畑６６）は、平成 19（2007）年に、市民レベルの斜面崩壊警報システムについて提言した。この中で、
防災の仕組みの中にも効率やコスト・パフォーマンスの考え方を取り入れる必要があり、自主防災を支
援するような警戒・避難支援機器開発について述べた。 
 崩壊に到るには何らか前兆現象があり、崩壊の前兆となる微小変位を検出して警戒・避難を開始する
考え方を採用する。気象情報を補完するため、小規模崩壊を対象として、図１－７２に示すような最終
的な破壊（大変形）にいたる前の微少変形をとらえて直前警報発令を可能としようとするものである。 
 市民レベルの自主防災試験機器としては３～５万円以下が望ましく、図１－７３に示す傾斜角度セン
サー、土中水分計を内蔵した無線信号送出ユニットを試作した。これによれば、斜面崩壊には前兆的な
微小変位があり、それを検知すれば警戒や避難を開始することが可能となる。一方、土壌水分測定では
崩壊検知を行えず、より広範囲な水分量の検知が必要とされた。 
 警報システムの将来構想として、斜面に多数のセンサーを設置してより精緻な 24 時間の監視を可能
になるとし、大規模な防御計画・工事を必要としない 24 時間斜面モニタリングによる防災、また、中
小規模の不安定な斜面では住民の自助努力を支援するための安価な警報装置が重要であることから、そ
うした装置による海外援助と輸出産業育成などを示唆した。 
 
 
図１－７２ 実証実験における変位測定結果６６） 
 
  
図１－７３ 現場用変状検出センサー６６） 
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 平成 24（2012）年、損害保険料算出機構において、地震時の崩壊モデル評価についての研究６７）がな
された。建物に作用する力（土砂移動による衝撃力、土砂堆積による土圧）は土砂災害防止法の施行令
に従うものの、影響範囲を斜面高さの 2倍（最大 50ｍ）が安全側で被災範囲としては過大になる可能性
があるとして、実績データに基づいて、影響範囲を斜面高さの 1.8 倍（最大 35ｍ）、崩壊高さを大規模
な崩壊を除外して 60ｍ以下とした。計算では 250m メッシュで建物被害率を算出し損害程度を建物の構
造別に集計した。表１－１５は建物構造と想定被害の状況を整理したものである。 
 
表１－１５ 建物構造と想定される被害の状況の関係６７） 
 
 
 目黒６８）は、平成 25（2013）年、総合的な防災管理をリスク・マネージメントとクライシス・マネー
ジメントに大きく分類し、図１－７４に示すように発災地点を境に事前対策として、被害抑止、被害軽
減、災害予知・早期警報の３つを、事後対策として被害評価、災害対応、復旧・復興の６つを対策とし
て示した。これらの全てに情報とコミュニケーションが関わり、両者の能力を高め、総合的防災力を向
上する手段として次世代型防災マニュアルを提案６９）した。 
次世代型防災マニュアルとは、平常時から当事者が被害状況を認識して、問題点の洗い出し～防災対
策の検討と実施～分析・訓練というサイクル的な対策・評価を行い、それによって、地震発生直後から
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の、被害抑止～災害対応と被害軽減～最適復旧復興計画といった一連の対策立案を速やかに実施する手
段であるとした。図１－７５に示されるように、被害抑止によって地震発生直後の時間被害量を低減し、
それに引き続く緊急対応時の災害対応／被害軽減策によってさらに被害量を減じ、応急対応・復旧～復
興にかけて最適復旧復興計画によって時間的な損失を減じる。平常時から対策することにより、災害が
発生した場合でも社会や地域に大きな負のインパクトを与えないようにすることができる。 
 目黒７０）は、災害をイメージすることによって防災につなげる災害イマジネーション能力の大切さを
説いた。平常時において被害状況を認識し、問題点を洗い出し、防災対策の検討／実施／対策評価を行
い、被害抑止～災害対応と被害軽減～最適復旧と復興計画などに対して明確なイメージをもつことが重
要であると指摘した。その上で、次世代型防災マニュアルづくりを行うツールの一つとして目黒メソッ
ドを提唱した。 
目黒メソッドとは、図１－７６に示すように、災害発生直後から時間経過を追って自分の周辺事態や
為すべきことを想定して具体的な表にしていく、次いで災害発生に至るまでの時間の使い方を考えて、
災害発生前後での課題と対応を整理することにより、災害イマジネーション能力を高めていくものであ
る。そうすることで、マニュアルが必要となる災害発生時までに、そのマニュアルを必要としない人間
をどれだけ作れるかが究極の目標とした。 
 
 
図１－７４ 総合的な災害管理のあり方６８） 
 
 
図１－７５ 従来型と次世代型危機管理・防災マニュアルの被害軽減に対する効果の違い６９） 
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図１－７６ 目黒メソッド７０） 
 
 ＷＨＯ（World Health Organization：世界保健機関）のＣＲＥＤ（Collaborating Centre for Research 
on the Epidemiology of Disasters）が管理するＥＭ－ＤＡＴ７１）（The International Disaster Database）
は、報告される災害の数が年々増加していることを公表している。 
平成 22（2010）年の被害金額は移動平均レベルで 119 百万ドルであり、これは 10 年前に比べて 1.36
倍（年平均 1.03 倍）、30年前に比べて 3.7 倍（同 1.04 倍）の増加となった。図１－７７に示すように
災害全体に対する地盤に係わる災害（土砂災害・暴風雨災害・地震災害）の比率は、アメリカ大陸（南
北）で 75％、オセアニア 60％、アジア 58％、アフリカ 46％となっており、図１－７８に示すように報
告される数が増加してきた。 
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図１－７７ 1990～2012 年に報告のあった自然災害による 
                     平均年間損失額７１）（単位：＄ＵＳbillion） 
 
 
図１－７８ 1900～2012 年に報告された自然災害の数（７１）から抜粋） 
71) D. Guha-Sapir, R. Below, Ph. Hoyois - EM-DAT: International Disaster Database 
                                www.emdat.be   Universit  Catholique de Louvain   Brussels   Belgium. 
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２．研究開発の動機と概要 
 
２．１ 背景と動機 
 
１）土砂災害の現状 
 
土砂災害が発生するおそれのある区域は全国に約 52 万カ所あり、うち土砂災害警戒区域に指定され
たところは約 33 万カ所ある。平成 26（2014）年 2月時点での内訳７２）は、土石流警戒区域 11 万 7 千ヶ
所、急傾斜地の崩壊警戒区域 20 万 8 千ヶ所、地すべり警戒区域 4 千ヶ所である。表２－１に示すよう
に、土砂災害７３）７４）は平成 14（2002）年～25（2013）年まで年平均約 1,100 件発生し、がけ崩れの割
合が 39％と最も多く、人的被害 48人、建物被害約 370 棟で、被害が毎年のように繰り返されている。 
自然災害全体の死者・行方不明者数７４）は、平成 20（2008）年、21（2009）年、22（2010）年でそれ
ぞれ 101 人、115 人、89人であり、建物被害（全壊と半壊）は、それぞれ 275 棟、1,636 棟、660 棟で
あった。自然災害に対する土砂災害の割合は、人的被害や建物被害ともに１～２割程度を占めているの
が実情である。 
 
    表２－１ 土砂災害および被害の件数７３）７４） 
注）人家被害の計の平均は四捨五入により横欄の合計と一致しない。 
平成 14年および平成 15年の行方不明者数は死者の欄に含まれている。 
 
土砂災害に対する警戒・避難対策としては、降雨量を指標とした土砂災害早期警戒システム５５）が運
用されている。これは、地域を５ｋｍメッシュで割って危険度を予測するものであり、個別の斜面の危
険度を予測するものではない。住民の警戒・避難への行動のきっかけは、各自治体から発信される災害
情報と前兆現象などに対する個人の注意力によるのが実情である。 
土砂災害警戒避難ガイドライン５６）によれば、警戒システムとしての課題として、二次災害／再度災
害の防止、自治体と住民との双方向での情報交換、通知手段の多様性、前兆現象となる情報の把握、警
年度 
土砂災害発生件数 人的被害 人家被害 
土石
流 
地す
べり 
崖崩
れ 
計 死者 
行方不
明者 
負傷
者 
計 全壊 半壊 
一部損
壊 
計 
H25 262  89  590  941 50  3  24  77  123  70  220  413  
H24 256  76  505  837 23  1  
 
14  
38  105  71  163  339  
H23 419  222  781  1422 72  20  13  105  155  78  234  467  
H22 234  127  767  1128 10  1  14  25  40  35  222  297  
H21 149  106  803  1058 22  0  13  35  24  26  215  265  
H20 154  89  452  695 12  8  5  25  19  10  92  121  
H19 129  675  162  966 0  0  12  12  51  37  142  230  
H18 169  1057  215  1441 25  0  32  57  79  53  303  435  
H17 158  173  483  814 27  3  11  41  106  52  155  313  
H16 1511  461  565  2537 61  1  57  119  209  253  725  1187  
H15 712  128  57  897 23  －  17  40  38  45  202  285  
H14 275  218  46  539 4  －  1  5  14  17  101  132  
平均 369  285  452  1106 27  3  18  48  80  62  231  374  
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戒・避難の解除の際の安全確認などがあると記されている。洪水の場合では、堤防の状況や水位の状況
を、降雨状況に合わせて計測機器や直接監視カメラから確認することができる。土砂災害の場合は、前
兆現象（小石が落ちる、湧水が濁る、根切り音がするなど）を察知するには体感や偶然的観察に頼らざ
るをえない。各斜面における土砂災害の危険性の情報を、より早く入手できるようになれば、住民も差
し迫った危険を認識できるし、避難行動につながりやすいと考えられる。 
 
２）既往研究から 
 
土砂災害のおそれのある斜面の数が膨大で、崩壊に係わる素因や誘因も多様である。すでに運用され
ている土砂災害警戒情報や土砂災害対策にも課題が残されている。そうしたことに対する既往研究につ
いて 1章で整理し、１．１はじめに、で概観を述べた。それらに基づいて、本研究開発テーマである斜
面災害防止のための早期警報システムの開発と運用に対し、１．１で掲げた目標を再掲する。 
① 安価で、簡便に設置・移動でき、僻地でも維持管理を容易にでき、かつ、監視基準が明確なこと 
② 地域毎ではなく、斜面毎に前兆現象に通じる斜面内部の変状を観測できること 
③ 亀裂や滑落崖の有無に関わらず、崩壊メカニズムや法面の状況に即して設置できること 
④ リアルタイム、かつ、直接、住民へ通知でき迅速な避難に資すること 
Orense ら１１）や他の既往研究に基づいて、斜面崩壊の兆候をとらえるための計測対象である雨量、
飽和度、応力ひずみなどを検知するにあたり、次のような付帯的検討事項が考えられる。 
・斜面に設置する体積含水率計（土壌水分計）、傾斜変位計、伸縮計などの計測センサー信号をリアル
タイムで収集し、これをフィードバックとして、雨水浸透解析をリアルタイム処理すること。信頼性
のある斜面の危険度判定に基づいて警報を発令すること。現場観測と数値解析システムをリアルタイ
ムで結合すること。 
・実地試験データ分析に基づき、危険度判定ロジックにより崩壊性斜面を抽出することができれば、リ
アルタイム観測の必要のない斜面を除外できること。（豪雨により崩壊しない斜面に通信システム親
機を設置する必要がある。） 
・実地試験データ分析から、センサー情報の如何によらずに絶対に危険と考えられる降雨条件を導き出
せるかどうかを考慮すること。  
対象を浅層崩壊や急傾斜地崩壊としながら、斜面のリアルタイム動態観測と危険度判定に基づいて、
素因となる自然的条件や誘因となる降雨条件を関係付けられれば、多様な崩壊メカニズムにも対応でき
るものと考えられる。斜面崩壊のいち早い兆候検出により、的確に警報発信できるようになれば、豪雨
時であっても平常時と同じように安全・安心して生活および生産活動を継続できる。 
今まで人に頼ってきた巡視などの作業を遠隔地からの計測に代替できれば、管理上も効率化するし斜
面防災だけでなく、インフラ整備などにも応用できるものと考えられる。 
 
３）防災・減災への取組みとして 
 
現状把握からも既往研究からも斜面災害の防災・減災が重要なテーマとなっており、東日本大震災や
将来懸念されている巨大地震などへの対応においても、重要な研究テーマとなっている。斜面観測シス
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テムとして、斜面毎の観測、リアルタイムで遠隔地からの観測、危険度判定方法などが課題であり、(独)
土木研究所が呈示３３）しているように具体的な事項として、無線通信、バッテリー駆動、デジタル出力、
センサーの低価格化、耐用年数、容易な設置、耐環境性などの課題がある。これらは目新しい課題では
ない。重要な点は、精度を確保しながらも安価であり、リアルタイムで遠隔地のデータを判定処理しな
がらも簡便・単純な仕掛けであり、長期間放置されていてもビクともせず信頼性の高いデータを送り続
ける、という相反するような特長を兼ね備えた装置ということである。 
現在の斜面の計測機器（伸縮計など）は、概ね、斜面崩壊の初期の微少な変動を精度良く検知するこ
とを目的とし、精密な計測をする故に比較的高価であり専門家が設置しなくてはならないし、頻繁なメ
ンテナンスが必要になっている。価格や専門性などから、亀裂や滑落崖などが発生して明らかな影響が
生じないと設置されにくいという一面がある。 
安価で容易に設置でき、確実に危険性を判定し警報を出せるセンサーやシステムが開発されれば、土
砂災害のおそれのある斜面ならどこでも簡単に設置することができ、その効果は防災・減災に直結する
ものとなる。近年、マイクロエレクトロニクスの発展により携帯電話にもＭＥＭＳセンサーを搭載され
るようになり、インターネットによってどこでも誰でも情報を閲覧できるようになり、リアルタイムに
情報交換できるようになってきた。 
こうした情報系、通信系の最新技術を、斜面災害という厳しい自然条件の中に適用し、人命に関わる
防災分野に応用し、激甚化・巨大化する災害に対応し、持続可能で安全・安心な社会形成に役立ってい
こうとすることが、本研究の背景と動機を形成している。 
 
２．２ 研究開発の内容と目標 
 
１）開発の内容 
 
本研究開発は、豪雨時に斜面の変状を常時リアルタイムで観測でき、危険性を判定し、警報を発する
ための安価で簡便な早期警報システムを開発するものであり、毎年のように頻発する斜面災害から、住
民が公助・共助・自助によって、自らの生命と財産を守る手段を提供することを目的とする。目標とし
ては前頁の①～④をおく。 
斜面災害防止のための早期警報システム開発において、具体的には次の４項目について開発と検討を
行う。 
 
① 双方向無線通信システムの開発 
最新の IT 技術を導入し、斜面に展開した斜面崩壊検知センサー（子機）からデータロガー（親機）
へリアルタイムでデータ伝送する無線システムを構築する。データロガーからセンターサーバーを通じ
インターネットにより行政や企業の関係者へ、変位状態などの情報を配信するとともに、異常時には警
報を発信する。斜面崩壊検知センサーの下にセンサーノード（孫機）を斜面に多数展開できるようにし、
斜面崩壊検知センサーとセンサーノードによって斜面を網羅的に監視できるようにする。双方向無線通
信システムは、ＭＥＭＳ傾斜センサーがセンサーネットワークを形成し有効に機能するためのプラット
フォームと位置づけられる。 
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② 斜面崩壊検知センサーの開発 
ＭＥＭＳ傾斜素子を組み込んで、１計測点につき５万円以内で、熟練者でなくても容易に設置できる
安価で簡便な斜面崩壊検知センサーユニットを開発する。斜面の傾斜変位は地表面変位に換算して
1mm/h程度の分解能（伸縮計レベル）を必要とし、土壌水分については体積含水率 を検知できるよう
にする。降雨による斜面変状や崩壊の予兆をより早い段階で精度よく計測できるようにすることが目的
である。小型化するためにバッテリー駆動、データ交換のためのデジタル入出力、メンテナンスが容易
な耐用年数（1年程度）、豪雨や寒暖などに対する耐環境性などを有する必要がある。 
 
③ 小型孔内傾斜計の開発 
 斜面崩壊検知センサーのうちのＭＥＭＳ傾斜検知ユニットを連結して安価な孔内傾斜計を開発する。
それにより、崩壊斜面内部やすべり面での動きをより精度よく監視できるようにする。斜面崩壊検知セ
ンサーが面的に斜面変状を捉えるのに対して、小型孔内傾斜計は深度方向に変状を計測するものである。
斜面崩壊検知センサーと併せ、全体として斜面内部の予兆を監視し、検出精度の向上を目的とする。 
 
④ 斜面災害リスクのリアルタイム評価手法の検討 
 双方向無線通信システム、斜面崩壊検知センサー、小型孔内傾斜計からなる本早期警報システムがリ
アルタイムで送信してくる斜面の観測データを、センターサーバーに蓄積しリアルタイムで斜面崩壊の
リスク評価を行う。評価結果に対して、斜面崩壊のリスクに応じて警報を発するためのわかりやすい管
理基準を設ける必要がある。浅層崩壊や急傾斜地崩壊を対象としているが、実証実験に基づいてデータ
整理手法や判定基準を設定する必要がある。 
 
２）開発項目の相互関連 
 
 開発内容の各項目の関連性について図２－１に整理した。この中で、デジタル入出力および観測シス
テムについては、これまでＫ０圧密などの試験装置の精緻な制御やＡＤ変換・入出力などで培ってきた
技術７５） をベースとしたものである。その上に新たに通信系や屋外での機器制御系、および、ソフト
ウェア７６）などの開発７５）７７）を行った。 
また、開発内容の内、ハードウェアとソフトウェアに分けて各項目の関係性を図２－２に整理した。
図中の１）は通信系に関する電子回路などを含むハードウェアとソフトウェアのパッケージ開発であり、
同２）と３）はＭＥＭＳ傾斜検知ユニットを核としたハードウェア開発、同４）はそれらの計測データ
を評価・分析するための検討となっている。 
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観測システムの開発
斜面崩壊危険度判定の
条件設定
インターネット接続・配信
ＭＥＭＳ（傾斜計）
センサー搭載
デジタル入出力
無線通信（親子機）
乾電池駆動
（ほかソーラーパネル）
リアルタイム観測
（崩壊前兆現象を電気的に捕捉）
斜面のピンポイント観測
低価格なセンサー開発
軽量で人力で容易に設置可能
十分な耐用年数
耐環境性
（気象条件、地形条件など）
その他の
センサーの搭載
双方向通信
センサーネット・ノード（孫機）
の開発（ＺｉｇＧｅｅ）
ソフト面の開発項目ハード面の主な開発項目新たな機能
必要な機能
 
図２－１ 本研究の開発内容と機能について 
 
 
観測システムの開発
斜面崩壊危険度判定の
条件設定
インターネット接続・配信
ＭＥＭＳ（傾斜計）
センサー搭載
デジタル入出力
無線通信（親子機）
乾電池駆動
（ほかソーラーパネル）
その他の
センサーの搭載
双方向通信
センサーネット・ノード（孫機）
の開発（ＺｉｇＧｅｅ）
ソフト面の開発項目ハード面の開発項目
１） 双方向通信による斜面観測・
警報システムの開発
２） 斜面崩壊検知センサーの開発
３） 小型孔内傾斜計の開発
４） 斜面災害リスクのリアルタイム
評価手法の検討
 
図２－２ 開発および検討の内容 
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２．３ 研究開発に対する社会的ニーズ 
 
 我が国は、都市への人口集中に伴って、都市部では丘陵地が開発されたり、急傾斜地周囲まで宅地化
されている。一方で、地方では高齢化や過疎化が進展して山間部ではゴーストタウン化しているところ
も出てきている。近年、気象変動の影響などにより過去にない集中豪雨や、ゲリラ豪雨などが発生し、
ここ 10 年間でも年平均 1,100 件程度の土砂災害が発生している。図２－３に示すように、降水日数が
減少傾向にあるなか、大雨の頻度はむしろ増加傾向にあり災害が激化する要因になっている。 
 
 
図２－３ 日降水量 100 ミリ以上の日数（51 地点平均）７８） 
 
写真２－１は、過去に起こった斜面崩壊で、道路などのインフラや個人の住宅が被災した例である。
崩壊には自然斜面の崩壊、造成された法面の崩壊、集水地形の崩壊など様々のパターンがある。また、
これまでの土砂災害防止法の警戒区域に加え、０次谷、斜面上方の谷地形、長大斜面なども危険性が指
摘され、ほとんどの全ての斜面が危険とされているのが実情である。さらに、指定が難しい場所の被災、
指定範囲隣接地の被災３）４１）もあり、警戒区域指定が後追いになる状況も感じられる。土砂災害警戒情
報では実際の地形・地質条件やゲリラ豪雨などを考慮できず、予測精度には限界がある。それらの点を
補うためにも、個々の斜面に対して危険性評価を行い早期に警報を発するシステムが必要であると考え
る。 
土砂災害警戒避難ガイドライン５６）では、防災・減災において住民の自助努力が必要としている。ハ
ザードマップや災害情報への理解とともに、より早く前兆現象を見つける感覚も必要としている。自助
のために個々人の知識力や判断能力を向上する必要があるが、同時に、斜面内部の変状を早期に捉える
センサーによる支援が不可欠と考える。また、同ガイドラインは２次災害防止のために、土砂災害を検
知するセンサーの設置を推奨している。そうした点から、斜面をリアルタイムでモニタリングする早期
警報システムの開発は必要不可欠とされる。それを開発することにより、今までにない応用性も開拓さ
れる可能性があると考えられる。 
 斜面防災のハード技術として、擁壁・吹きつけ補強・法枠工などがあるが、事業費用も大きくなると
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いう問題もある。小規模で多発するような斜面災害では、全ての斜面にハード対策を行うことは現実的
ではない。よって、小規模多発型の斜面災害から住民を守るには、確実なモニタリングすることが近道
であり、本早期警報システムのようなソフト対策が重要となってくると考える。 
 
２次崩壊箇所
    
（ａ）福岡県冷水峠（2009 年、中央開発㈱撮影） （ｂ）鹿児島県内（2006 年、内村太郎氏撮影） 
 
               （ｃ）静岡県内の小規模な表層崩壊例（2004 年、Dr. Ashok Peiris 撮影) 
写真２－１ 崩壊事例 
 
 また、既存の斜面観測システムは、高価で、取り扱いには専門的知識を必要とし、行政において設置
運用することが前提である。通常、斜面計測しデータ電送するようなシステムの場合は１計測地点当た
り 50 万円程度かかるとみられ、一斜面に複数台設置すると莫大な費用がかかる。これでは、数多くあ
る崩壊性斜面に設置することは難しく、小規模斜面は後回しになりやすい。 
本研究開発では、小規模な崩壊の多くを占める表層崩壊を対象に早期警報システムを開発する。警戒
区域周辺の住民と行政が共助を行う中で費用負担できる程度を考慮すると、センサーユニットだけで、
これまでの 10分の 1程度である 1地点 5万円レベルを目標とすることが望まれる。住民と行政の共助
による防災活動に対するツールの一つを提供し、防災意識を高める効果も期待される。さらには、市民
の自助に対するきっかけにつながるなら、より大きな防災効果を期待できると考える。 
 
２．４ 技術開発成果の実用化に関する新規性と応用性 
 
１）新規性 
 
 集中豪雨や台風には季節性があるため、年間を通してセンサーの検知頻度を変えることができれば、
電池の消費も抑えられるメリットがある。無降雨時と降雨中の検知頻度、土砂災害警戒情報発令に応じ
た検知頻度、斜面に明らかな兆候を確認した後の検知頻度など、精度を必要となったら検知頻度を密に
とり精度を確保できれば、これまでにない観測システムを実現できるとみられる。 
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安価・簡便さ・メンテナンスフリーを追求することと精度向上は相反する場合が多く、特に設置場所
が屋外の厳しい自然環境に精密機器を置くとなればなおさら困難を伴うと考えられる。被災する場合は
機器が失われることも前提である。一方、それを実現できれば、斜面災害の被災防止・減災、2 次災害
防止、工事安全確保などの他、学校・弱者のいる施設・重要施設などの近傍斜面にも設置でき、防災分
野に対して大きな進展を生むと考えられる。 
 斜面の観測は、これまで亀裂が発生した段階で伸縮計を中心に行われてきたと考えられる。伸縮計を
設置する場合自ず 2地点を必要とするため、みかけ上、斜面上部を不動点とするが、実際上は 2地点の
相対変位を計測している。傾斜計の場合は設置位置が測定対象地点であり、傾斜角から斜面崩壊リスク
を評価できれば初めてのものであるばかりでなく、設置地点の変状について絶対的傾斜量を与えるもの
になる。加えて、亀裂がなくても斜面のどこにでも設置できる点で、今まで感覚に依存していた斜面崩
壊の前兆現象と斜面内部の変位との対応が可能になると考えられる。 
 本早期警報システムでは、リアルタイムに斜面の計測データをホストサーバーに蓄積し、常時評価し
ている。降雨量と変位の関係づけを行ってその履歴情報化して、逆に、変位に対する降雨量を予測する
ことにより、さらに緻密な予測を行える可能性を有する。崩壊メカニズムに応じて履歴情報を更新する
ことにより新たなリスク評価法を構築できる可能性がある。 
 
２）応用性 
 
日本は、地形は急峻で、火山灰質や風化土層が多く地質は脆弱である。降雨量が多く毎年大規模な災
害が発生している。土砂災害のおそれのある斜面も、人為的に改変された斜面や造成地の法面も膨大な
量がある。そういう点で、斜面の変位を計測し、変状の予兆や異常を早期に検出できれば、数多くの斜
面監視の機会が発生し、データの蓄積・評価により様々な崩壊メカニズムの斜面への適用性が生まれ、
応用性がさらに発揮されると考えられる。 
本早期警報システムのセンサーネットワークは、リアルタイム無線通信、ホストサーバーによる集中
処理、インターネットによる警報発信、全天候性などのユビキタス・プラットフォームとしての条件を
備えている。ＭＥＭＳ傾斜検知ユニットを別な計測センサーに取り替えることにより、様々の応用が出
てくると考えられる。斜面計測の場合でも、加速度計（地震計）、水位計に置き換えることが可能であ
り、機能拡張することができるし、種々の与条件に対応できる応用性を有する。 
 土砂災害警戒避難ガイドライン５６）では、住民が自ら前兆現象を把握し自主的に避難することが最善
と記し、また、ソフト的な対策として、自治体がハザードマップを作成し住民に配布している。住民に
対して災害を「知る努力」を促すものである。平成 26 年度広島市の土砂災害では、集中豪雨が深夜に
及んで停電が重なり被害が拡大した。知る努力を促すことと併せ、知るためのツールを提供することが
できれば、土砂災害に対する認識が深まる可能性がある。本早期警報システムにより、住民が斜面の状
況を直接閲覧できれば、避難に対する意識も高まることも考えられ、住民意識に対する応用性もあると
考えられる。 
海外でも大規模な土砂災害が発生しており、種々の理由から 2次災害も頻発している。斜面崩壊検知
センサーや小型孔内傾斜計、斜面リスク評価システムなど、個別にも全体的システムとしても海外の斜
面や被災現場に応用できるものであり、国際貢献６６）に役立つものと考える。 
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３．研究開発の内容 
 
３．１ 開発の経緯 
  
 本研究は平成 17（2005）年に開発が着手され、今日に至った。このため、試作品とその後の普及品で
複数のバージョンを有している。また、研究は大きく分けて、双方向無線通信システムの開発、斜面崩
壊検知センサーの開発、小型孔内傾斜計の開発に分かれている。 
双方向無線通信システムの開発は、センサーネットワークのプラットフォームとして通信機（親機・
子機・孫機）ハード開発を主体に、インターネットを経由しデータベース化するためのソフト開発まで
を含む。この中で、３．２ 双方向無線通信システムの開発 において初期の普及品のハード部分を中心
に記載した。斜面崩壊検知センサーの開発は、ＭＥＭＳを用いた傾斜計の開発であり、模型実験をはじ
め現場試験を通して、自然環境下で安価で精度よく安定動作するＭＥＭＳ傾斜計センサーを初めて開発
したものである。３．３章 斜面崩壊検知センサーの開発 において初期の試作品の現場実証試験につい
て記述した。 
開発着手以後の斜面崩壊検知センサーの試作品、普及品についてバージョン、時期、内容を表３－１
に示した。このように現場での適用状況や不具合などに応じて随時改良を重ねてきており、現仕様につ
いて３．３ に記す。各実証実験のバージョンについては、表３－１、表３－２の備考欄を参照された
い。 
 
表３－１ データロガー、および、斜面崩壊検知センサーの仕様の経緯 
Version 年月 構成 写真 備考 
試作品 
Ver.1 
2005.11 
RF 無線： 
日放電子 2.4G 
水分計：TDR 
傾斜計：AccuStar 
 
 
 
   
 
土研にて大型降雨模
型実験を実施。 
試作品 
Ver.2 
2006.6 
RF 無線： 
日放電子 2.4G 
水分計：ECH2O 
傾斜計：VTI MEMS 
  SCA100T-D01 
 
 
 
土研にて大型降雨模
型実験を実施。 
（次頁へ続く） 
 
傾斜計 
（重力応用静電容量変化型） 
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Version 年月 構成 写真 備考 
試作品 
Ver.3 
2007.3 
RF 無線：MU2 
水分計：ECH2O 
傾斜計：VTI MEMS 
 2 軸：SCA100T-D01 
記録：SD 
 
 
 
 
普及品
Ver.1 
2008 
RF 無線：MU2 
水分計：ECH2O 
傾斜計：MEMS 
 2 軸：SCA100T-D01 
 3 軸：LIS331DLH 
記録：MicroSD 
 
  
 
2008/4 神戸市六甲斜
面（土研との共同研
究） 
2008/10中国三峡ダム
地すべり地（日中共同
研究） 
2009/8 福岡県冷水峠
斜面 
普及品
Ver.2 
2009.11 
RF 無線：MU2 
水分計：ECH2O 
傾斜計：MEMS 
 2 軸：SCA100T-D01 
 3 軸：LIS331DLH 
記録：MicroSD 
 
 
 
RTC（RealTimeClock)
時計 ICを実装。 
 
ケース改良、防水性改
善、電源は３年持つ。 
 
小型孔内傾斜計の開
発着手。 
普及品
Ver.3 
2010.6 
RF 無線：MU2 
水分計：ECH2O 
傾斜計：MEMS 
 2 軸：SCA100T-D01 
 3 軸：LIS331DLH 
記録：MicroSD 
外部通信：RS485 
 
 
 
小型孔内傾斜計と通
信できる RS485 追加。 
高性能 AD レファレン
ス追加。 
2010/8 山形県酒田市
法面工事 
2010/10都江堰市地す
べり（小型孔内傾斜
計） 
2011/6 都江堰市人工
工実験 
2011/7 福岡県田川市
斜面 
普及品
Ver.4 
2012.1 
RF 無線：MU2 
水分計：ECH2O 
傾斜計：MEMS 
 2 軸：SCA100T-D01 
 3 軸：LIS331DLH 
記録：MicroSD 
外部通信：RS485 
 
    
 
2 軸 MEMS 傾斜計をケ
ース外へ。分離型傾斜
モジュールとし土中
埋設できるようにし
た。 
普及品
Ver.5 
2013.4 
RF 無線：MU2 
水分計：ECH2O 
傾斜計：MEMS 
 2 軸：SCA100T-D01 
 3 軸：LIS331DLH 
記録：MicroSD 
外部通信：RS485 
 
 
 
RTC（RealTimeClock)
の誤差を改善、通常腕
時計と同じ精度を有
する。 
分離型傾斜モジュー
ルに温度計を実装。 
 
2014/2 埼玉県秩父市 
注）下線：本論文で記載した実証実験サイト 
分離型傾斜モジュール 
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小型孔内傾斜計の開発については、斜面崩壊検知センサーが現場実証試験によってある程度動作が安
定してきたことに併せて、斜面崩壊検知センサー普及品 Ver.2 の頃に開発に着手し、小型孔内傾斜計の
試作品 Ver.1 を製作して現場実証試験を行った。斜面崩壊検知センサーVer.3 において小型孔内傾斜計
に対する通信機能を強化した。 
センサーノード（孫機）は、データロガー（親機）との通信を行うため斜面崩壊検知センサー（子機）
との兼用機（特定省電力無線も可能）、および、短距離無線モジュールのみを搭載したセンサーノード
専用機を試作した。小型孔内傾斜計とセンサーノードの開発の経緯を表３－２に示す。 
 
表３－２ 小型孔内傾斜計およびセンサーノードの仕様の経緯 
Version 時期 構成 写真 備考 
小型孔内
傾斜計 
 
試作品 
Ver.1 
2009.9 
傾斜計：MEMS 
2 軸：SCA100T-D01 
磁気センサ 
温度センサ 
外部通信：RS485 
  
 
2010/4 六甲砂防で現
場実証試験 
小型孔内
傾斜計 
 
試作品 
Ver.2 
2011 
傾斜計：MEMS 
2 軸：SCA100T-D01 
磁気センサ 
温度センサ 
外部通信：RS485 
  
 
2010/10 都江堰市地す
べりで試験 
 
2011/6 都江堰市で人
工降雨試験。 
センサー 
ノード 
 
試作品 
(兼用機) 
Ver.1 
2013 
傾斜計：MEMS 
2 軸：SCA100T-D01 
磁気ｾﾝｻ、温度ｾﾝｻ 
外部送信： 
特定種電力無線 
外部受信： 
短距離無線 
内部伝送： 
 UART ｼﾘｱﾙ通信   
 
子機兼孫機の兼用器
と孫機専用器の2機種
を試作 
 
2013/11 高知県黒鳥谷
川で動作試験 センサー 
ノード 
 
試作品 
(専用機) 
Ver.1 
2013 
傾斜計：MEMS 
2 軸：SCA100T-D01 
温度センサ 
外部通信： 
短距離無線 
1EEE802(2.4GHz) 
   
専用機（通信部）  MEMS傾斜計 
注）下線：本論文で記載した実証実験サイト 
 
斜面崩壊検知センサー
とデータロガー兼用機 
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３．２ 双方向無線通信システムの開発 
 
３．２．１ 通信系の開発の概要 
 
日本で屋外のセンサーが利用している通信方法としてテレメータがある。テレメータは、河川やダム
の管理を目的として、雨量・水位等のデータ伝送に広く使われている。山間の僻地に設置するため、回
線は無線を利用し、商用電源を使用しない場合には、太陽電池を使用するなど、センサーネットワーク
との類似点が多い。しかし、既存テレメータは広域無線であり、コストやシステム規模は過大となる。
センサーネットワークでは、小規模化、低価格化という条件を満足する必要がある。 
本研究では、データロガーとしての親機と斜面崩壊検知センサーとしての子機の間を免許の不要な特
定小電力無線（周波数 429.250～429.7375MHz）で結び、さらにセンサーノードとして孫機（短距離無線
であるＩＥＥＥ802 規格の周波数 2.4GHz 帯）を開発した。データロガーからデータサーバー間は携帯モ
バイル網を利用し、データサーバーから関係者（行政、住民、開発者など）への配信はインターネット
を用い、通信系のハード、および、ソフトプログラムを開発した。データロガー（親機）と斜面崩壊検
知センサー（子機）間は最大 600ｍの距離内、斜面崩壊検知センサー（子機）とセンサーノード（孫機）
間は最大 50ｍの距離内で通信することができ、センサーノードを現地に多数設置できるようにした。 
本システムには、データ通信の低コスト化とデータの無線通信化、設置の簡便化、ホストサーバーで
のリアルタイム自動危険診断、住民への警報信号の発信の自動化などを組み込む。そのため、センサー
ネットワーク特有の課題として、センサーの物理位置の検知、時刻同期、マルチアクセス制御、ネット
ワーク上でのサービス発見・サービス生成、センサーをネットワークに接続する際のインターフェース
仕様（ＩＥＥＥ1451）に応じた開発など、多くの課題７９）に対応するとともに、自然災害下の屋外での
稼働という厳しい環境でセンサーネットワークを実現できるようにする。 
 
３．２．２ システム構成 
 
センサーネットワークは、平成 15（2003）年以後、ＩＥＥＥ802.15.4におけるＺigＢeeの標準化（2003
年 5月）の進展を受け、急速に各産業界の注目を集めるようになった。しかし、高速版の無線通信（2.4
ＧＨz）の場合は、センサー間の有効通信距離は 30～100ｍに過ぎないため、無線センサーユニットで
集められたデータを遠距離に転送するツールを選ぶことが必要になった。本研究で選択できる通信手法
としては、インターネット通信（光ファイバー、ＡＤＳＬなどの高速アクセス通信システム）とモバイ
ル通信、衛星通信などの移動通信に限られている。 
リアルタイム危険予測の目的は、計測情報・防災情報を行政と一般市民とが共有し、必要に応じて的
確な情報発信を行うことである。そのため、高度な情報通信技術を用いて、斜面崩壊検知センサー（子
機）で計測したデータをデータロガー（親機）に中継し、携帯モバイル網を介して、ホストサーバーに
リアルタイムで転送し、広域データベースに蓄積し、そのデータを分析してインターネットを通じて必
要に応じて、警報信号を関係機関（および住民）に発信する情報通信システムを開発する。 
計測データのデータベースをホストサーバー上に実装すると、現地基地局（親機）から受信したデー
タをホストサーバー上で解析し判定することが可能となる。その結果、斜面崩壊の兆候を示す場合には、
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予め登録されたアドレスに斜面崩壊警報メールを送信することができる。インターネットシステムの構
築にはすでに開発していた防災情報のＷｅｂ情報提供システム技術８０）をベースとして利用した。 
開発したモニタリングシステム７９）８１）は、図３－１に構成を示すように、無線データ転送技術・携
帯モバイル技術・インターネット技術を利用して、リアルタイムに情報収集・分析・提供などを行う。
データロガー～ホストサーバー～行政や開発関係者の間は携帯モバイル網とインターネットを介して、
データ転送や転送タイミングの命令に関して双方向で対応できるものとする。こうした双方向性により、
住民のリスク認知・避難行動を積極的に支援し、防災・減災に応用しえるものになると考えられる。 
 
 
 
図３－１ 複数のセンサーユニットを用いたリアルタイム斜面監視システム７９） 
 
 
３．２．３ 通信系（親機・子機）の仕様 
 
１）データロガー（親機） 
本機器は、斜面崩壊検知センサーからの無線信号を受信し、携帯電話網を使って外部機器にデータを
出力する。写真３－１に受信器と中継器のケース内部の写真を示す。また、表３－３に現時点（平成 27
年 1 月）での仕様を示す。 
 
    
写真３－１ データロガーの受信器・中継器内部（左：受信器、右：中継器） 
関係機関・市民 
命令（転送タイミング等） 
斜面傾斜データ 
斜面傾斜データ
（10分毎） 
閲覧 
警報メール
データロガーやサーバ
ーへの各種命令・閲覧 
警報・判定結果等 
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 表３－３ データロガー（親機）の仕様（平成 27 年 1 月現在） 
項目 内容 
無線通信 
無線適合規格 特定小電力無線（ARIB STD-67適合（技術基準適合証明取得済）、免許不
要） 
無線通信機器 MU-2-429（特定省電力シリアルデータ伝送無線モデム） 
送受信周波数 429.250～429.7375MHz 
データ転送距離 無障害時（地上高 1.5ｍ）で約 600ｍ（好条件下で最大 1200ｍ） 
見通しの悪い林内 100～200ｍ程度 
受信 
受信センサー数 10センサー程度（管理可能センサー最大 25台） 
受信信号内容 時刻 
センサーID 番号 
センサーバッテリー電圧 
無線センサーユニット温度 
体積含水率計計測値 
2 軸傾斜計状態信号（X、Y軸） 
（参考：３軸傾斜計状態信号（X、Y、Z軸）） 
出力 
出力信号 RS232C 、10mW（受信器のみ） 
外部出力 USB
データ保存 SDカードで 2GB、最大 50万データ 
電源 
長期観測 ソーラーパネルによる供給を基本とする 
短期観測 単 1乾電池 4本で 2週間程度 
その他 
ケースサイズ 高さ 218.4ｍｍ×幅 160.0ｍｍ×奥行き 100.0ｍｍ 
 （蝶番、アンテナなど除く） 
ケース材質 プラスチック 
重量 約 0.4ｋｇ 
防水機能 日本防水 JIS基準、保護等級 4（Ｘ4）適合 
温度条件 適切温度－10℃～80℃ 
注意事項 結露しないこと 
オプション D/A出力 12ビット×2CH 
A/D入力 12ビット×8CH 
接点出力 2～5点 
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２）斜面崩壊検知センサー（子機） 
 
 斜面崩壊検知センサーはデータロガー（親機）と同様に、特定小電力無線によって親機受信機へデー
タ送信する。センサーノードとの通信部分は子機・孫機兼用機の場合であり試作段階にある。現時点で
の仕様を表３－４に示す。 
 
 表３－４ 斜面崩壊検知センサー（子機）の通信部分の仕様（平成 27年 1 月現在） 
      （検知部分は表３－８を参照） 
項目 内容 備考 
無線通信 
無線適合規格 特定小電力無線（ARIB STD-67適合） 
データロガーと同 
無線通信機器 MU-2-429
送受信周波数 429.250～429.7375MHz 
データ転送距離 無障害時（地上高 1.5ｍ）で約 600ｍ 
見通しの悪い林内 100～200ｍ程度 
送受信（データロガーとの間） 
送受信センサー数 10センサー程度（管理可能センサー最大 25台） 
データロガーと同 
送受信信号内容 時刻 
センサーID 番号 
センサーバッテリー電圧 
無線センサーユニット温度 
体積含水率計計測値 
2 軸傾斜計状態信号（X、Y軸） 
（参考：３軸傾斜計状態信号（X、Y、Z軸）） 
受信（データノード（孫機）兼用機の場合） 
センサーノード兼
用部分については
試作段階 
  無線規格 短距離無線通信 IEEE802規格 
送受信周波数 2.4GHz帯 
データ転送距離 50m（見通しがよければ 100m） 
信号内容 表３－５参照 
データ転送 
シリアル通信 ＵＡＲＴボーレート：115,200bps or 230,400bps 
データ保存 SDカードで 2GB、最大 50万データ データロガーと同 
電源 単２乾電池 4本で 6ヶ月稼働（公称値）  
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３）センサーノード（孫機） 
 
 センサーノードからの送信は短距離無線により行う。センサーノードから斜面崩壊検知センサーを介
してデータロガーへデータを送信する必要があるため、センサーノードと斜面崩壊検知センサーの兼用
機（表３－４参照）も試作した。表３－４に通信系の仕様を示す。 
 
 表３－５ センサーノードの通信部分の仕様（平成 27年 1 月現在） 
項目 内容 備考 
無線通信（センサーノード同士の間、および、斜面崩壊検知センサー兼用機との間） 
無線適合規格 短距離無線通信 IEEE802規格 
Zigbeeに相当 送受信周波数 2.4GHz 
データ転送距離 50ｍ（見通しがよければ 100m） 
送受信信号内容 時刻 
センサーID 番号 
センサーバッテリー電圧 
センサーユニット温度（MEMS チップ内蔵温度） 
2 軸傾斜計状態信号（X、Y軸：MEMS 素子内 32 回平均） 
 
データ保存 SDカード  
電源 単 2乾電池 2本で 1年間稼働 10分間隔送信時 
 
３．２．４ 無線通信試験 
 
１）試験目的 
 
 通信可能距離や植生の影響等を通信試験により無線通信機能を把握し、現地での適応性の検討におけ
る基礎資料として、通信試験では次の２つの試験を実施した。 
①最長通信可能距離試験 
②樹木等影響試験 
 
２）試験内容 
 
① 最長通信転送可能距離試験 
写真３－２、図３－２に示すような土木研究所構内の見通しがとれる道路上に、崩壊検知センサー（子
機）とデータロガー（親機）をそれぞれ規定した試験距離毎に対向させ、子機が発する検知信号を親機
で受信可能か否か（または受信強度測定）の試験を行った。ここでは次の範囲で変化させた。 
・試験距離は、 50、100、200、300、340、400、500、600ｍ 
・受信装置高さ（アンテナ高さ）は、0.0、0.5、1.0、2.0ｍ 
・センサー高さは、 0.0、0.5、1.0、2.0ｍ 
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写真３－２ 土木研究所における最長通信転送可能試験 
 
 
図３－２ 土研構内全景（通信試験位置） 
 
② 樹木等影響試験 
樹木等影響通信試験では、写真３－３に示すように子機と親機を樹木が茂っている場所に設置し、
それぞれ規定した試験距離毎に対向させ、子機が発する検知信号を親機側で受信可能か否かを確認する
ものとした。 
 
 
写真３－３ 土木研究所における樹木等による通信影響試験 
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３）試験結果 
 
① 最長通信転送可能距離試験の結果 
 表３－６に最長通信可能距離試験結果を示した。異なるアンテナ形状（折り曲げ状と伸ばす状態）で
８ケースを実施した。センサー高さが０ｍ（地表に置いた場合）の場合は、通信可能距離が 300ｍに達
した。また、アンテナを伸ばした状態でセンサーユニット高さを 1.0ｍとした場合、通信可能な距離が
600ｍとなった。 
 
表３－６ 最長通信可能距離試験結果 
 
 
② 樹木等影響試験の結果 
樹木等影響通信試験結果を表３－７（ａ）（ｂ）（ｃ）に示した。センサー高さを０ｍ（地表に置い
た）とした場合、ならびに、0.5ｍとした場合、試験距離が 100ｍ程度まで通信が可能であった。また、
センサーを埋設（センサー頂部が地表面とほぼ同じ高さ）した場合でも 100ｍ程度までは通信が可能で
あった。 
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表３－７ 樹木等影響通信試験結果 
○センサーアンテナアンテナ伸ばさない（受信機高さ：１m）
土かぶせない 土かぶせる 0m 0.5ｍ １.0ｍ
樹木なし ○ ○ ○ ○
根本 ○
樹木なし ▲ ○
根本 △ △
樹木なし × △ ○
根本 ×
土中埋設
センサ高さ
No. 距離（ｍ）
センサ送
信位置
100
200
300
1
2
3
 
○センサーアンテナアンテナアンテナ伸ばす（受信機高さ：１m）
土かぶせない 土かぶせる 0m 0.5ｍ １.0ｍ
樹木なし
根本
樹木なし
根本 △ ○ ○
樹木なし
根本
3 300
2 200
No. 距離（ｍ）
センサ送
信位置
センサ高さ
土中埋設
1 100
 
○センサーアンテナアンテナアンテナ伸ばす（受信機高さ：0.5m）
土かぶせない 土かぶせる 0m 0.5ｍ １.0ｍ
樹木なし ○
根本 ○
樹木なし ×
根本
樹木なし
根本
○：通信可能
△：一部通信不可能な場合がある
▲：一部通信可能な場合がある
×：通信不可
センサ送
信位置
センサ高さ
土中埋設
1 100
2 200
3 300
No. 距離（ｍ）
 
 
４）結果の整理 
 
 通信試験を行った結果、次のことがわかった。 
センサーの高さを０ｍとした場合、通信可能距離は 300ｍ程度であった。センサーの高さを１～２ｍ
に上げた場合、通信可能距離は 500～600ｍ程度まで延伸した。センサーの高さ０ｍとし、通信が樹木
で遮断される場合、通信可能距離は 100ｍ程度であり、センサーの高さをあげた場合、通信可能距離は
300ｍ程度まで延伸した。 
土に埋設した場合においても通信可能距離は 100ｍ程度確保できた。樹木で通信が遮断される場合、
通信可能距離は多少減衰するが、アンテナを伸ばすと受信感度（距離）も良くなり、通信可能距離も延
伸する。以上より、通信距離を確保するためには見通しを確保することが有効であることがわかった。 
 
 
（ａ） 
（ｂ） 
（ｃ） 
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３．２．５ 短距離無線を用いたセンサーノードの開発 
 
１）目的 
 
本研究では、短距離無線を用いて、安価で小型かつ無線中継機能を有するセンサーノード（孫機）を、
これまで開発してきた斜面監視システムに組み込めるように新たに開発した。 
崩壊危険性のある斜面であっても、亀裂や滑落崖が認められない場合や地すべりブロックが明確でな
い場合、どのように崩壊するか一概にわからないし、法面掘削工事では工事の進捗と降雨の状況などに
より想定しない場所で崩壊が起こりえる。これらの場合、１つの斜面に１つの検知センサーを設置する
のではなく、斜面の面積に対してグリッド状に配置することにより崩壊危険性を検出しやすくなると考
えられる。 
明らかに亀裂や滑落崖が確認できる場合であっても、地質調査データがなく崩壊メカニズムがわから
ない状況下の対応では、想定される崩壊ブロックに応じて十分な数の計測機器を設置する必要が生じる。
すなわち、データロガーを中心に、斜面崩壊検知センサーを中継器として利用し、その下にセンサーノ
ードを多数配置して、検知センサーの密度を確保することにより精度を向上するものである。 
図３－３のように、現場で重点的に監視したい場所に、多数のセンサーノード（孫機）を設置する。
孫機、および、子機にＩＥＥＥ802規格（2.4ＧＨz帯の電波で一般に普及しているＺigＢeeも含まれる）
の短距離無線モジュールを搭載する。親機と子機は、本研究グループがこれまでに開発してきたモニタ
リング機器であり、429ＭＨz の特定省電力無線を用いて、現場地域に１箇所設置する親機にすべての
データを集め、ＳＤメモリに記録し、必要に応じて携帯電話回線を使ってインターネットを介してサー
バーへ送信する。 
 
 
図３－３ 斜面崩壊モニタリングシステムの構成図 
 
データロガー（親機）～斜面崩壊検知センサー（子機）間は、最大 600ｍ程度の距離で通信が可能な
ため、広域にわたる対象斜面をカバーすることができるが、無線モジュールのコストがかかる。一方、
短距離無線モジュールは安価であるが、通信距離が短く、野外計測で、離れた箇所に点在する対象斜面
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をカバーするには適さない。それぞれがカバーする範囲を重ね合わせることで、効率的な斜面監視を実
現しようとするものである。 
 センサーノード（孫機）となる短距離無線モジュールは、最大 50ｍ程度の通信距離を持ち、孫機自体
が中継機能をもち、ＩＥＥＥ802規格に従って自動的に周辺のモジュールを探索してデータの伝送経路
を構築する。従って、子機から 50ｍ以上離れた範囲にも孫機を設置することができ、監視システムを構
築後でも、必要に応じて任意に新しい孫機を追加することもできる。 
 
２）センサーノードの仕様 
 
 センサーノードは、斜面に数多く設置することを目的として、斜面崩壊検知センサーでは傾斜角検知
をアナログ出力で体積含水率計を搭載していたものを、デジタル出力とし体積含水率計を省いて部品点
数を少なくし、原価的にも半額程度に抑えた。以下に現時点（平成 27年 1月現在）の仕様を示す。 
 
 
３）試作内容 
 
センサーノード（孫機）、および、孫機・子機兼用機に組み込む短距離無線モジュールを開発し、動
作の確認を行った。製作した無線モジュールはＩＥＥＥ802モジュール（佐鳥電機㈱製）を採用し、使
用目的に適化したネットワーク管理、データ転送のソフトウェアを開発した。また、無線モジュールを
介してデータを送受信し、センサーからのデータ取得、電源管理などを行うセンサーノード（孫機）の
回路図、および、基盤（図３－４、写真３－４を参照）を製作し、そのための制御プログラムを開発し
た。 
孫機の短距離無線モジュールは、本体基板のＭＰＵとは独立したＭＰＵを持ち、無線モジュール間の
データ転送ネットワークの自動形成、データ転送のタイミング制御による衝突防止管理、送信休止時の
スリープ制御による省電力管理を担い、子機からの動作コマンドを本体基板に伝えるとともに、本体基
板からのデータを適宜転送して子機に送り届ける。本体基板のＭＰＵ側では、センサーのデータを取得
構成    ： 傾斜検知部、無線伝送部、有線伝送部（子機との兼用機の場合） 
2軸ＭＥＭＳ傾斜計 
   ・型番  ：SCA100T-D01（Murata Electronics） 
   ・検知角度：±30度（水平をゼロとして） 
    ・精度  ：0.035 度（水平に対し 0～１度の間で） 
    ・出力  ：デジタル出力（11bits、1秒内で 32回測定し平均値を出力） 
無線通信（表３－５参照） 
  ・無線適合規格：ＩＥＥＥ802.15.4 ／ ZigBee 
・信号内容：時刻、センサーID 番号、センサー温度、電圧、2軸傾斜計信号（X軸、Y軸） 
  ・データ転送距離：50ｍ程度（見通しがよい場合 100ｍ） 
有線通信  ：ＵＡＲＴ（表３－４参照、子機との兼用機の場合） 
その他  ：データ保存、電源は表３－５参照 
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し、短距離無線モジュールに受け渡すだけで、データを子機へ送ることができる。従って、現地でのモ
ニタリングの目的、状況に合わせて、孫機の使用を柔軟に作り替えることが容易な構成になっている。 
 孫機・子機兼用機における本体基盤と短距離無線モジュールの接続図を図３－５に示す。このように、
本体基板（Host MCU）と、短距離無線モジュールの間の通信は、シリアル通信（ＵＡＲＴ－ボーレー
ト 115,200bps or 230,400bps）を用いた。ＷakeＵp とＩＮＴのＩ／Ｏ端子間の接続を持ち、本体基板
側から無線モジュールへデータ転送などの指示を送るときには ＷａｋｅＵｐ、無線モジュールから本
体基板へデータ送受信などのイベントを報告するときには ＩＮＴ信号 を用いて、互いに割り込みを通
知するようにした。これにより、両者ともほとんどの時間をスリープ状態で待機することができ、省電
力化を図れた。 
これまで開発してきた親機、子機の長距離通信に使っている無線モジュールは、1台 1万 5千円程度
の価格で購入でき、今回開発した短距離無線モジュールは 3,500円程度で市販されている。本体基板も
簡略化できるため、監視システム全体のコストを大きく下げることができると考えられる。 
 
 
図３－４ 製作した孫機の基板の構成 
 
      
ａ）孫機（下）と無線モジュール（上）  ｂ）無線モジュールをマウントした状態 
写真３－４ 製作したセンサーノード（孫機）の基板 
85 
シリアル通信 
・HWインターフェイス：UART 
・ボーレート： 
115,200bps or 230,400bps 
・データ長 ：8bit 
・ストップビット：1bit 
・パリティ ：無し 
・フロー制御：ハードウエアフロー 
 
   
RXD (P1_7：8Pin) 
TXD (P1_6：10Pin) 
RTS (P1_5：1Pin) 
CTS (P1_4：3Pin) 
INT (P1_1：20Pin) 
WakeUp (P1_2：7Pin)
TXD
RXD
CTS
RTS
INT
WakeUp
無線モジュール HOST MCU 
 
図３－５ 本体基板と無線モジュールの接続図 
（斜面崩壊検知センサー(子機)およびセンサーノード(孫機)の兼用機の場合） 
 
４） 現場確認試験 
 
① 設置状況 
 本体基板、および、無線モジュールを製作してプログラムを作成した。試作品について通信、および、
データ転送の動作確認を行い、その後、高知県黒鳥谷川の実際の砂防ダム堰堤の掘削斜面近傍上部にお
いて、平成 25（2013）年 11 月末から平成 26（2014）年 3月初めまでの約 100 日間、現場動作試験を行
った。 
黒鳥谷川の現場には、データロガー（親機）1台、斜面崩壊検知センサー（子機）４台（うち 1台
は孫機兼用）、センサーノード（孫機）３台を設置し、動作を確認した。図３－６の設置機器配置図
には斜面崩壊検知センサー4 台の設置位置を示し、3 台の孫機は孫機兼用の子機の近辺に設置した。
写真３－５に現場写真を示す。図３－７ではセンサーノード（孫機）から斜面崩壊検知センサー（子
機および孫機兼用機）を介して、データロガーまでのデータ転送の流れを矢印で示す。 
 
   
（ａ）全体図                 （ｂ）拡大図 
図３－６ 設置機器配置図 
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（a)掘削斜面全景        （b)機器設置状況 
 
  
（c)機器設置状況（側方から） 
写真３－５ 現場写真 
 
 
図３－７ 子機・孫機・兼用機の写真 
MEMS傾斜センサー 
（地中に埋設） 
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② 斜面災害検知センサー（子機）の動作確認 
図３－８～図３－１０に、斜面災害検知センサーNo.1～No.3 の傾斜データ計測結果を示す。これらに
みられるように、Ｘ軸・Ｙ軸方向の傾斜について、正常なデータ計測を行うことを確認した。また、子
機 No.3 では土壌水分も正常に計測した。斜面崩壊検知センサーのデータについては温度補正を行うこ
とにより気温の日変化による温度変動を補正し、いずれの子機にも問題がないことを確認した。 
 
 
 
図３－８ 斜面災害検知センサー（子機）No.1 の計測結果 
（上段：X軸、下段：Y軸、温度補正あり） 
 
 
 
図３－９ 斜面災害検知センサー（子機）No.2 の計測結果 
（上段：X軸、下段：Y軸、温度補正あり） 
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(a) Ｘ軸（温度補正あり） 
 
(b) Ｙ軸（温度補正あり） 
 
(c) 体積含水率 
図３－１０ 斜面災害検知センサー（子機）No.3 の計測結果 
 
③ センサーノード（孫機）の動作確認 
 
 図３－１１、および、図３－１２に、センサーノード（孫機）No.2、No.3 の室内検定結果を示す。室
内において全ての孫機が正常に動作したことを確認して、現場試験に臨んだ。図３－１３にみられるよ
うに孫機 No.1 は現場試験１日目（平成 25（2013）年 11月 27 日）で電源が切れ、原因の調査が必要と
なった。 
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斜
角
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）
月日
 
図３－１１ センサーノード（孫機）No.2 の室内検定結果 
 
傾
斜
角
（度
）
月日  
図３－１２ センサーノード（孫機）No.3 の室内検定結果 
 
傾
斜
角
（度
）
月日  
図３－１３ 孫機 No.1 における現場試験の計測結果 
 
図３－１４、および、図３－１５に、孫機 No.2、および、孫機 No.3 の平成 25（2013）年 12 月 8 日
～31日までの現場計測結果を拡大して示す。掘削工事の状況と日雨量を同図内に併記した。これを見る
限り、掘削工事の実施期間中において、かつ、数 10ｍｍの日雨量の中において、ノイズが±0.2°程度
あるものの、データ転送が正常に行われることが確認でき、斜面の変動状態について（この期間中は問
題がないという）基本的な動作確認を行うことができた。 
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図３－１４ 孫機－２の現場計測結果 
 
傾
斜
角
（度
）
月日  
図３－１５ 孫機－３の現場計測結果 
 
３．２．６ まとめ 
 
 ＭＥＭＳ素子を内蔵した傾斜検知ユニットを試作し、双方向無線による斜面災害防止のための通信シ
ステムを試作した。システムは親機であるデータロガー、子機である斜面崩壊検知センサー（小型孔内
傾斜計を含む）、孫機であるセンサーノードからなり、親機～子機間は最大 600ｍで特定省電力無線
（429.250～429.7375MHz 帯）、子機～孫機間は最大 50ｍで短距離無線 IEEE802 規格（2.4GHz 帯）で孫
機同士もネットワークを形成でき、リアルタイムで安定した通信ができることを実斜面で確認した。 
 データロガー～ホストサーバー間は携帯モバイル網を用い、ホストサーバーに蓄積したデータを閲
覧・分析・評価でき、その結果を予め定めておく判定基準に従って警報を関係者へ送信できることを確
認した。 
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３．３ 斜面崩壊検知センサーの開発 
 
３．３．１ 開発の概要 
 
既往の研究５）６） によると、豪雨に起因する斜面崩壊は、局所的な動きから広範囲な斜面変動に拡大、
あるいは、崩壊しやすい斜面から順次崩壊が進行していくことが報告されている。仮にある地域周辺の
斜面崩壊リスク情報を、崩壊の直前、または、崩壊直後に入手できれば、その斜面災害の影響や対策を
判断する上で有力な情報を得ることになる。よって、斜面崩壊リスクに関する情報をできるだけ多くの
地点で遅延なく収集できるようにするために、安価かつ簡単に設置できる斜面監視システムの開発を行
うものである。 
斜面崩壊検知センサーの研究は、平成 17（2005）年から開始され、その経緯については、表３－１に
示した。初期の試作品では、室内で温度サイクル試験（－20℃～80℃）、無線通信能力試験、消費電流
の確認試験などの基礎的試験を行い、平成 20（2008）年には六甲山の砂防対策斜面にて実地の動作確認
試験を行った。その結果、実際に崩壊の危険性のある自然環境下で動作することを確認した。 
 
３．３．２ 斜面崩壊検知センサーの仕様 
 
斜面崩壊検知センサーは、斜面を監視するパラメータとして、既往研究１０）１１）１３）に基づいて、傾
斜角と体積含水率に絞り込んで無線ネットワークとして構築する。できるだけメンテナンスフリーとし、
乾電池だけで長期間駆動できる簡易な無線センサー計測ユニットとして試作を開始した。 
斜面崩壊検知センサーの検知部などの仕様を表３－８に示す。本機器は、内蔵するＭＥＭＳ傾斜検知
により設定時間間隔毎に傾斜角度を測定する。また、外付けの体積含水率計によって土壌水分（体積含
水率）を測定し、特定小電力無線によりデータロガーの受信機にデータ送信するものである。 
最初の試作品は、無線通信回路、ＭＥＭＳ傾斜計を内蔵した円筒を土中に設置して土壌水分計を外付
けとしたが８２）、実証試験以後は通信性能を確保するため無線通信回路と傾斜計を別のケースに分離し
て無線通信回路・アンテナを地上に設置し、傾斜計は地中に埋め、体積含水率計を外付けとした。 
センサーの主要な構成は、傾斜検知部、体積含水率検知部、無線伝送部からなり、防水ケースに収め
られている。本研究では精度の高い 2軸ＭＥＭＳ傾斜検知を用いている。通常、現場においても 2軸を
用いるが、参考まで 3軸ＭＥＭＳ素子の数値も掲載した。ＭＥＭＳ傾斜素子としての傾斜測定精度は
0.0025 度である。斜面崩壊検知センサーとしては、本研究結果に従い、ＭＥＭＳセンサー個々の温度特
性や、気象条件、現場の見通し状況などによって異なる場合がある。電源（単 2乾電池 4本）による稼
働時間も計測間隔や温度条件により異なるが、表中の稼働期間（6ヶ月）は、10 分間隔で傾斜測定した
場合の安全側の値である。写真３－６にセンサーケース内部と設置状況の写真を示し、図３－１６にセ
ンサーの通信機器の構成を示す。図３－１７には、ケース内に傾斜計センサーを内蔵している場合の標
準的な設置方法、および、傾斜計を分離して地中埋設する場合の設置方法の模式図を示す。 
 
92 
表３－８ 斜面崩壊検知センサーの仕様（平成 27年 1月現在、無線部は表３－４参照） 
項目 仕様 備考 
構成 
傾斜検知部（ＭＥＭＳ素子） 
土壌水分検知部 
無線伝送部 
防水ケース（プラスチック） 
バッテリー 
 
2 軸傾斜計 
  検知角度（MEMS 傾斜計） ±30 度 
斜面崩壊検知センサー
としての精度は気象条
件や設置環境により異
なる場合がある。 
  精度（MEMS 傾斜計） 0.0025 度 
  精度（斜面崩壊検知セ 
ンサー全体として） 
0.02 度程度 
（気象条件や設置環境による 注１） 
  型番 
SCA100T-D01（VTI）（VTI Technologies 製） 
 
Ｘ・Ｙ軸の傾斜の定義 
 
（参考）3軸傾斜計 
  検知角度（MEMS 傾斜計） ±90 度  
  精度（MEMS 傾斜計） 0.04 度  
体積含水率計 
  測定方式 
ＡＤＲ式（ＥＣＨＯ型番 EC5-5 プローブ） 
  
  
含水率 0～100％でアナ
ログ出力約 0.22～0.8V
であるが、土壌に含ま
れる鉱物や塩分で含水
率は異なる。   分解能 0.002ｍ３/ｍ３ 
  計測精度 ±3％ 
  サイズ ロッド 5ｃｍ 
無線伝送 
  無線適合規格 ARIB STD-T67 適合 
表３－１－に参照   送受信周波数 429.250～429.7375MHz 
  データ転送距離 無障害時約 600ｍ 
その他 
サイズ 高さ 158.4ｍｍ×幅 100ｍｍ×奥行き 85ｍｍ  
重さ 約 0.3ｋｇ（電池を除く）  
電源 単 2乾電池 4本（6ヶ月稼働） 計測間隔 10 分、公称値 
防水機能 日本防水 JIS 基準、保護等級 4（Ｘ4）適合  
温度条件 適切温度－10℃～80℃  
取り付け方法 斜面に杭を打ちネジなどで固定する  
 注１）温度による変動やランダムノイズを含む。温度変動についてはキャリブレーションを、ランダムノ
イズについてはＭＥＭＳ素子内での短時間移動平均を検討中である。 
斜面下方向に向か
ってＸ軸を正にと
ると、Ｙ軸は斜面上
から見て左方向に
正になる 
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(a)通信器内部         (b)MEMS 傾斜検知モジュール     (c)設置状況 
（地中埋設型） 
写真３－６ 斜面崩壊検知センサーと設置状況８３） 
 
 
図３－１６ 斜面崩壊検知センサーの通信機器構成 
 
       
(a)標準的な設置方法        (b)傾斜計を分離し埋設する設置方法 
図３－１７ 斜面崩壊検知センサーの設置方法 
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３．３．３ 動作確認試験 
 
１）温度環境変化に対するＭＥＭＳ傾斜検知ユニットの動作確認 
① 試験方法 
・使用機器：ダバイエスペック社製 冷熱衝撃試験機 
・冷熱衝撃が下記の条件を１サイクルとした環境下に 12 サイクル間、ＭＥＭＳ傾斜検知ユニット
に導通した状態で放置し、終了後に導通状態について動作チェックを行った。 
・環境条件：高温：80℃、１時間、低温：－20℃、１時間（室温放置なし） 
 
 
写真３－７ 冷熱衝撃試験の実施状況 
 
② 試験結果 
上述した試験方法に基づき、実施した冷熱衝撃試験結果により、センサーが－20℃～80℃の繰り返し
温度変化環境で導通状態を保ち、動作チェックを行った結果、異常がないことを確認した。－20℃～80℃
（11時間）の温度差の冷熱衝撃試験で正常に動くことと、実際の運営時において急な気温における変化
にも耐える設計となっていることを確認した。 
 
    
（ａ）試験中の様子               （ｂ）試験画面 
写真３－８ 検査ソフトにおける冷熱衝撃試験中のＭＥＭＳ傾斜検知ユニットの動作確認 
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２）消費電流の確認 
 
① 試験方法 
 安定化電源装置によりＭＥＭＳ傾斜検知ユニットにＤＣ3.0Volt の電源を供給する。図３－１８に示
すように、この電源装置とタイプⅣセンサーの間に１Ωの負荷抵抗を挟み、電圧の変化（１ｍＶ＝１ｍ
Ａ）を測定して、下記で示す条件で消費電流を計測した。 
・オシロスコープ ：ＧＬ900－４ 
・実験室温  ：24℃ 
・サンプリング時間 ：10μＳ 
・フィルタ  ：500Ｈz 
＜スリープ時の条件＞ 
・ＣＰＵ電源  ：ＯＮ 
・３軸ＭＥＭＳ角度センサー電源：ＯＮ 
・その他の電源 ：ＯＦＦ 
 
 
図３－１８ 測定計装図 
 
② 試験結果 
図３－１９に電源を入れた直後の起動中のセンサーの消費電流を示す。センサーのパラメータ初期化
が短時間（約 10 秒間）で終了していることがわかる。センサーは通常稼働時に 10 分間隔の繰返し周期
でデータを収集し送信する。図３－２０に示すように 20 分間における測定結果をしめす。センサーは
起動中（データ収集・無線送信）の時間を無視できるぐらいに短く、ほとんどスリープ状態（0.413ｍ
Ａ）で消費電流を控えている。今回の試験結果を下記のようにまとめる。 
・起動中の消費電流（図３－１９、10分間あたり） 
・トータル起動時間  ：1110 ｍS 
・起動時間の平均消費電流 ：27.800 ｍＡ 
・スリープ中の消費電流（図３－２０、10分間あたり） 
・スリープ時間の測定時間 ：1000 ｍS 
・スリープ中の平均消費電力 ：0.413 ｍＡ 
・起動の繰り返し周期   ：10 min＝600 sec 
ＭＥＭＳ素子 
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・一周期あたりのスリープ時間  ：598.89 sec  （＝600－1.11） 
・スリープ中の消費電流計  ：247.3416 ｍＡsec（＝598.89×0.413） 
・起動中の消費電流計（10 分あたり） ：30.858 ｍＡsec （＝27.8×1.11） 
・１周期の総消費電流計（10分あたり） ：278.1996 ｍＡsec（＝247.3416＋30.858） 
・平均消費電流   ：0.463666ｍＡ （＝278.1996／600） 
 
よって、平均消費電流は約 0.4637ｍＡであった。斜面崩壊検知センサーにおける消費電流の確認試験
は、室内条件で実施したため、温度変化による影響を考慮していない。アルカリ電池使用時で低消費電
力回路を駆動するときには低温時の電池電圧降下をほぼ無視できることから、今回の計測値が実際の稼
働時の電力消費量になると考えられる。 
センサーの新規電池容量がアルカリ単三４本で換算すると約 8000 ｍＡ（2000×４=8000 ｍＡ）で、
10 分間隔の繰り返し周期の平均消費電流（＝0.463666 ｍＡｈ）で換算すると稼働時間 17,253 時間（＝
8000／0.463666）、すなわち、約 718 日の計算稼働時間となる。なお、アルカリ電池は自己放電特性を
持つため、データ収集時間を 10 分間隔とした場合、斜面崩壊検知センサーの推奨稼働時間は１年半に
なるとみられる。 
この電流消費試験の結果に基づいて、さらに電源管理プログラムを改良した結果から、4個のアルカ
リ乾電池を使用して 10分おきのデータ送信した場合で 3.8 年の運転が可能であることを確認した８２）。
電池の寿命はデータサンプリング間隔、および、通信の頻度の設定によって変わってくるが、ある程度
長期間の観測に耐えられるものと考えられる。 
・推奨稼働時間 ：1年半程度（運転可能時間＝3.8 年） 
電池を一度セットすると一年以上動作するということで、利用者が毎年決まった日（1月 1日や誕生
日など）に忘れず電池交換すればよいなど、メンテナンスし易いという実用上のメリットがある。 
 
 
図３－１９ センサーが電源を入れた直後の起動中の消費電流拡大図 
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図３－２０ 20 分間における測定消費電流 
 
③ 太陽電池を併用した場合 
 現場試験で太陽電池モジュールにより電力を補う場合８７）を考える。センサーの平均消費電流（＝
0.463666 ｍＡ）から、 
太陽電池の 1日あたりの必要発電電流量 ＝ 0.463666×24／（0.85＊１×0.95＊２） 
                    ＝ 13.78（ｍＡh/日） 
                    ＝ 0.01378（Ａh/日） 
＊１：出力補正係数（気象、パネルの汚れ・経年変化による補正）＝0.85 
＊２：充放電損失補正係数＝0.95 
例えば、最大出力電流＝0.21Ａのモジュールを使用する場合、必要枚数は、 
 太陽電池の必要枚数 ＝ 0.01378／（0.21×3.3＊３）＝0.020  ＜ 1（枚） 
＊３：1 日あたりの平均日照時間 ＝ 3.3（ｈ） 
全ての電力を太陽電池モジュールから得るためには 1枚のパネルで充分容量が足りることになる。必要
なバッテリー容量は連続不日照日を 4日とし鉛蓄電池の寿命確保のため放電深度を 50％とすると、 
 バッテリー蓄電容量 ＝ 0.01378×4（日）／0.5 ＝ 0.011（Ａh） 
以上から、太陽電池モジュール併用により内蔵乾電池の電量消費量を抑えることが可能となる。表３－
９は参考例である。 
 
表３－９ 太陽電池モジュールの例 
（ケー・アイ・エス社製太陽電池モジュール GT1618-MF） 
項目 仕様 
最大出力（Pm） 1.9W 
最大出力 動作電流（Ipm） 0.21A 
最大出力 動作電圧（Vpm） 9.0V 
短絡電流(Isc) 0.23A 
開放電圧（Voc） 11.0V 
寸法（ｍｍ） 136×182×13 
重さ（Kg） 0.4 
価格（税込） ￥6,985 
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３．３．４ 神戸市六甲砂防斜面における長期動作確認試験 
 
１）試験目的 
 平成 20（2008）年 4月から、六甲山の千丈谷試験フィールド、および、苧川谷（いもがわだに）
試験フィールドに、斜面災害検知センサー計 8機を設置し、2年半にわたって動作試験と定期点検
（9回）を行い、センサーの耐久環境性能（耐久性能）、検知性能などを把握した。図３－２１に試験
を行った機器の構成図を示す。 
 
 
図３－２１ 機器構成図 
 
２）試験方法 
 
① 千丈谷試験フィールド 
図３－２２に示すように、斜面に斜面崩壊検知センサーを５台、無線受信データ記録装置１台、携帯
転送装置１台、制御用リレー機器（Ｌｉｎｕｘ）１台を設置した。 
 
崩壊センサーⅣ
  
(a)斜面崩壊検知センサー配置図（千丈谷試験フィールド） (次頁に続く) 
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(b)現地写真 
図３－２２ 千丈谷試験フィールドにおける斜面崩壊検知センサー配置図と現地写真 
 
② 苧川谷試験フィールド 
図３－２３に示すように、斜面に斜面崩壊検知センサーを３台、無線受信データ記録装置１台携帯転
送装置１台を設置した。 
 
 
KDDI携帯
モジュール
リレー中継
インターネット
斜面崩壊
検地センサー
計測B地点
斜面崩壊検知センサ－群 データロガー 
斜面崩壊検知センサ－群 
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図３－２３ 苧川谷試験フィールド 
３）センサーの設置方法 
斜面崩壊検知センサーの設置は、図３－２４に示すようにスチール製杭を打設し、センサーを固定し
た。無線通信のため、センサーの設置を地面より 100ｃｍ以上の高さに設置した。 
ここで試作した斜面崩壊検知センサーでは、電源や無線通信部をケースに入れＭＥＭＳ傾斜検知部は
別の防水ケースに入れて地面に直接設置する形とした。また、外付けした体積含水率計は地面内に埋設
した。使用した土壌水分計には高周波回路が内蔵されてあり、水分計に余分な力が加わらないように穴
を掘って挿入して土を被せて設置した。 
表層崩壊は、深さ１ｍ程度の風化層で起きるものが大半である。スチール杭は、この風化層を貫通し
て底部の、やや安定した基層まで到達させる。崩壊時には、この基層部が固定端となり、杭体が傾斜し、
センサーに角度変化が検知される。写真３－９、写真３－１０に設置の状況を示す。 
 
Inta
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Temperature
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Tilting angle
Steel rod in contact with base layer,
or, inserted for depth of 0.5 - 1 m 
if the unstable layer is thick. 
Wireless data 
transmitting 
 
図３－２４ 斜面崩壊センサー設置方法 
 
  
（ａ）斜面崩壊検知センサー      （ｂ）無線受信（LINUX・KDDI）モジュール 
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写真３－９ 機器設置状況 
  
（ａ）斜面崩壊検知センサー       （ｂ）無線受信ロガー 
写真３－１０ 機器設置状況（苧川谷試験フィールド） 
 
４）試験結果 
 
① 定期点検結果 
平成 21（2009）年 3月 18 日の千丈谷フィールドの定期点検で、送信が停止した斜面崩壊検知セン
サー３機を交換した。調べた結果、ケースの中に落葉ゴミなどが入っており、悪戯が原因とみられた。 
  定期点検は、平成 20（2008）年 6月 24 日、8月 7日、10 月 2 日、12月 4 日、平成 21（2009）年 3
月 18 日、8月 27 日、11月 18 日、平成 22（2010）年 4月 15 日、10月 13 日の計９回、実施した。試
験初期はセンサー部に水が浸入するなど機密性が問題だったが、パッケージの密封性を改良し問題が
なくなった。 
  平成 22（2010）年 10 月の定期点検の目視結果、電池電圧チェックの結果ではケースに浸水・結露
はなく、データも順調に送信されていることを確認した。 
 
② センサー性能について 
図３－２５は、千丈谷試験フィールドの観測地点 Bで設置した初期の型（１軸、地中 30cm に埋め込
む）傾斜計における観測結果と新開発した崩壊検知センサーに組込んだＭＥＭＳ（２軸）傾斜計観測
結果の経過図である。同図の温度計測図（上から 3番目）に示すように気温が 30°を超える変動幅は
あるものの、Y軸が±１.0°のスケールでみた傾斜値では、７ヶ月の監視を経ても大きな変化はほとん
ど見られなく、センサーを設置した斜面は安定しているとわかった。 
崩壊検知センサーに組込んだＭＥＭＳ（２軸）傾斜計観測結果（同図の上から 2番目）では、平成
20（2008）年 6月上旬のメンテナンスにより傾斜角度の変化が見られた。従来型の傾斜計結果と比べ
るとデータのバラツキが大きく、これは、設置時にセンサーを固定する杭の足元が緩んでいたため、
ＭＥＭＳ傾斜検知部が、同図の風速計計測図（一番下）に示すように風力などの外部力の動きを検知
したことと、ＭＥＭＳ素子が温度の日変化の影響を受けたことが原因と思われる。 
斜面の傾斜値・伸縮値以外に、土壌水分も重要な判断指標の一つであるため、センサーに ECH2O 体
積含水率計を組込んだ。雨は降ると体積含水率が上昇しリアルタイムに雨量指数と土壌水分の関係を
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もとめることができ，斜面崩壊の重要な判断パラメータになると考えられる８４）。 
 
 
図３－２５ 各気象状況における観測結果の確認８５） 
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③ 外部要因がセンサー性能に及ぼす影響について 
図３－２６に、平成 20（2008）年 5月 1日からの一週間における気温と従来型１軸傾斜計で観測し
た結果の経時図を示す。１週間の間にＭＥＭＳ傾斜計ではおよそ 0.06 度の変動が生じた。傾斜計値の
変化は、気温変化曲線と一致しており、気温変化による影響だと考えられる。 
同図のＭＥＭＳ傾斜計のＸ軸とＹ軸の観測結果から、Ｘ軸とＹ軸値は一週間の間におよそ 0.25 度の
変動幅があった。これは図３－２５に示すように気温・風速の変化などの外部力による影響と思われ
る８５）。 
 
 
図３－２６ 各気象状況における観測結果の詳細確認８５） 
 
３．３．５ まとめ 
 
開発した斜面崩壊検知センサーについて仕様を定め、室内での温度環境変化に対する動作確認、消費
電流の確認試験を行った。 
次いで、屋外の自然斜面において２年半という長期間にわたり観測および耐久試験を行った。その結
果、豪雨・気温の変化などの自然環境に耐えて、その後、現時点まで正常に稼働していることを確認し
104 
ている。 
体積含水率計を装着したことで、現地で降雨があったかどうかを土中水分に基づいて確認できるよう
になり、センサーに異常値があった場合、降雨を誘因とした斜面崩壊によるものかどうかの判断８６）を
しやすくなった。 
これまで取得したデータを分析し、長期間メンテナンスなしで容易に設置・運用可能な斜面崩壊に対
する検知センサーとして、基礎的データを蓄積することができた。通信系も含めて、斜面崩壊検知セン
サー（子機）およびデータロガー（親機）の動作を確認できた。 
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３．４ 小型孔内傾斜計の開発 
 
３．４．１ 開発の概要 
 
斜面崩壊検知センサーは、斜面の表層傾斜や土壌水分のデータについて監視・収集できるが、斜面の
地中深くの変位は検出の対象になっていなかった。そこで、斜面崩壊検知センサーを深度方向に連結し
た小型孔内傾斜計を開発した。 
斜面崩壊検知センサーユニットを、深度方向にパイプ内に連続的に並べ、パイプを斜面に打ち込むこ
とにより、斜面の動態観測をできる小型孔内傾斜計を開発した。また、地磁気センサーを内蔵すること
により方位を検知できるようにした。消費電流の確認、実験地盤での動作試験、および、神戸市六甲砂
防フィールドの実際の自然斜面で動作することを確認した。 
小型孔内傾斜計の開発により、コーン貫入試験のように打ち込むことによって迅速に設置（60分程度
で）でき、地中深い地盤の挙動を監視し、地中傾斜変位の異常を検出することが可能になる。センサー
ユニットの駆動は乾電池のため、電力が来ていない場所でも長時間観測でき、斜面崩壊監視に活用でき
る。災害復旧現場における２次災害防止、工事の安全確保などにおいても適用することが可能である。 
 
３．４．２ 小型孔内傾斜計の仕様 
 
 小型孔内傾斜計は、傾斜検知部と方位検知部からなり、無線伝送部を持たず斜面崩壊検知センサーに
接続してデータを無線伝送する。温度計は地中深部を計測するため斜面崩壊検知センサーより精度のよ
いものを用いた。なお、地中に貫入したときに傾斜角や方位角が鉛直・水平から曲がるため、初期の傾
斜角と方位角から補正して設定する必要がある。現時点（平成 27 年 1 月）での仕様を以下に示す。 
 
 
構成    ：傾斜検知部、方位角検知部、温度検知部 
 2 軸傾斜計 
  ・型番   ：SCA100T-D01（Murata Electronics） 
  ・検知角度（MEMS 傾斜計） ：±30 度（水平に対して） 
  ・精度（MEMS 傾斜計） ：0.0025 度（アナログ出力） 
  ・変位計測精度（1ユニット） ：±0.04ｍｍ（1ユニット長＝1000ｍｍの場合） 
 補正用方位角検知部 
  ・地磁気センサー  ：ディジタル・コンパスモジュール HMC6352（Honneywell 社） 
  ・分解能   ：0.1 度 
  ・精度   ：1.0 度 
  ・傾斜補正   ：次頁（注１）参照 
 温度計 
  ・最大動作温度  ：＋125℃ 
  ・最小動作温度  ：－55℃ 
  ・精度   ：±0.5℃ 
 その他 
  ・接続できる最大ユニット数 ：16ユニット 
  ・消費電流   ：8.75ｍＡSec（１ユニット）、140ｍＡSec（16 ユニット） 
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注１）方位角度による傾斜補正の仕方 
  
 
 
３．４．３ 小型孔内傾斜計の試作 
 
１）試作機の構成 
 
直径 25ｍｍ のパイプの内部にセンサーユニットを仕込み、連続したパイプ全体を斜面地盤に貫入で
きるようにした。小型孔内傾斜計の概念図、および、外観を図３－２７に、傾斜測定の位置関係、およ
び、全景を図３－２８に示す。計測器を打ち込むことにより簡便に設置できるため、災害発生直後から
斜面に設置して動態観測を始められる。 
迅速な設置を目的としており、センサーが組み込まれたパイプを打ち込むだけで、短時間に設置を完
了することができる。センサーユニットにＭＥＭＳ傾斜検知部を組み込んでおり、複数のユニットを深
さに応じて連結すればよい仕組みになっている。斜面地盤内の鉛直方向に等間隔で配置することで、斜
面深部の２次災害の前兆となるような微少な変位挙動を検知することができる。センサーユニットには
地磁気センサーを組み込んであり、地磁気に対するユニットの向きを正確に測定し、傾斜計のデータを
補正できるようにした。各ユニットの計測データは、最上位に位置する無線付きユニットに回収され、
429ＭＨｚの特定小電力無線（通信可能距離が最大 600ｍ）でデータロガーへ送信する。距離が長い場合
には、途中に中継機器を増やすことにより目的地まで通信できる。 
データサーバーでは、インターネット上のＷｅｂページでデータを閲覧できるようにする。予め定め
た管理基準に従って斜面変状に関わる異常なデータや予兆を検知すると、関係者へ警報を送信できる仕
組みとなっている。 
 
＜座標軸の回転＞ 
Ｂ図のように座標系 x-o-y にある点 p(x,y)
がθ回転した座標 s-o-t で p(s,t)に変換され
る場合、 
 s ＝  cosθ sinθ  x 
 t   －sinθ cosθ  y 
で表される。 
 
Ｂ図：座標軸の回転 
＜座標の回転＞ 
Ａ図のように 2次元平面上の p(x,y)が直線
op の長さを一定に角度βだけ回転し p’(s,t)
になった場合、 
 s ＝ cosβ －sinβ  x 
 t   sinβ  cosβ  y 
で表される。 
 
Ａ図：座標の回転 
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図３－２７ 小型孔内傾斜計の概念図 
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図３－２８ 小型孔内傾斜計の動作（左）と概観写真（右） 
 
２）地磁気計によるセンサーの向きの検知 
 
地盤内の傾斜変位を計測する場合、傾斜計の向きを確認する必要があり、地磁気を基準に正しい向き
を向いているか確認できるようにする必要がある。ロッド内部にセンサーユニットを組み込む過程で、
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ロッド接続部のネジ止めがずれる場合があることや、貫入したときにロッド自体が回転する懸念もある
ことから、貫入後に各ユニットがランダムな方向を向いて設置される可能性もあった。そこで、センサ
ーユニットに地磁気計を組み込んで、設置後に各ユニットの方位を検知し、傾斜センサー計測データを
補正して知りたい方向成分に変換することとした。 
地磁気センサーが、地中や金属ロッドの中で正しい方位を測れることを確認するため、センサーをＰ
ＶＣ、アルミ、スチール、ステンレスのパイプに組み込んで、ローム層の平地で地下１ｍに埋めて、地
磁気のＮ極方向に対して360度回転し、地磁気センサーの出力値と比較した。図３－２９に結果を示す。
センサーを使用する前に、センサーの個体差を測定するキャリブレーションが必要であるが、その後は、
地中で、ＰＶＣ、アルミ、スチール、ステンレスの中であっても、誤差 3度以内で正しい方角を検知で
きた。強磁性体のスチールのパイプの中では、パイプの持つ磁気の影響を強く受け、正しい方位検知が
できないことがわかった。また、付近に鋼製の埋設管や矢板などがあったり、地盤が砂鉄を多く含んで
いたりする場合、正しく測れない可能性がある。図３－２９の結果から、貫入時に必要な強度と、防錆
などの耐久性を考慮して、ステンレスのロッドを用いる８８）こととした。 
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図３－２９ 地磁気センサーの地中性能試験 
 
図３－２７に地磁気センサーの位置を示す。地磁気センサーの向きを北から反時計回りにαとしたと
き、傾斜角センサーは、Ｘ方向にα－π/２、Ｙ 方向にα＋πとなる。それぞれの方向の傾斜角センサ
ーの出力をＸ、Ｙとし、斜面の方向を北から反時計回りにβとすると、斜面の最大傾斜方向の傾斜角ζ
は、次式で計算できる。 
sin( ) cos( )X Y  
 なお、地磁気は地球内部で発生し常に変動８９）している。過去 360 万年でＮ極とＳ極が 11回逆転し、
過去 40 年間では 1.3％程度永年変化した。日本の地磁気は磁束密度で約 46,000ｎＴ（ナノテスラ）で
あり、東京付近で日変化は通常数 10ｎＴ程度（地磁気の強さの 0.02％程度）、太陽フレアによる磁気
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嵐が発生した場合で数 100ｎＴ（同 0.2％程度）変化する。ダム湛水の水圧変化による変化で 2～8ｎＴ
（同 0.04～0.17‰）、地震活動が活発になったとき変動は断層モデルの予測値で 10～100ｎＴ程度（同
0.02～0.2％）、火山活動が活発になった場合は山体温度が上昇し磁気は弱まる、とされる。 
人工物による影響としては、普通自動車が 100ｍ程度の距離に近づくと 1ｎＴ程度（同 0.02‰）の影
響、50ｍまで近づくと 8ｎＴ程度（同 0.17‰）の影響がある。建物では鉄の使用量によって違いがある
が、自動車と異なって建設後も影響が持続する。電車では駆動のための電流が地中に一部漏洩するため
35ｋｍ程度先まで地磁気観測への影響が及ぶとされる。よって、現場では近い場所に鋼製の物質が埋ま
っていないか、地表近くに車両などを置かないようにする必要がある。 
 なお、磁針方位は、東京付近で西偏（偏角）6度、伏角 49 度となっており留意する必要がある。 
 
３）消費電力 
 
被災現場ではほとんど電源がとれないのは一般的であり、監視システムはいかに消費電量を抑えるか
が大きな課題である。開発した孔内傾斜計の消費電流測定を行った。図３－３０に結果を示す。一回デ
ータを収集するのに必要な消費電流は、ユニット１段あたり 8.75ｍＡsec.であった。今回のシステムで
は最大 16段を接続でき、ユニットの数に比例して最大消費電流は 140ｍＡsec.となる。市販のアルカリ
乾電池、または、小型の太陽電池で長時間の対応が可能であるとわかった８８）。 
 
 
図３－３０ センサーユニットの消費試験 
 
４）傾斜試験 
 
小型孔内傾斜計を、図３－３１に示す模型地盤に埋めて、全体を傾斜させる試験を行った。傾斜計は、
意図的にα＝40 度ほど回転した向きに設置した。小型孔内傾斜計ユニットのＸ軸、Ｙ軸の出力は、それ
ぞれ異なる値を示すが、上式の補正計算により、実際に近い傾斜角が得られている。 
図３－３２に示す検定試験８８）のように、傾斜角が大きいと誤差が大きくなるが、実際の斜面防災で
観測される 100ｍｍ／ｍ以下の範囲では、十分な精度が得られた。 
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図３－３１ センサーユニットの確認試験     図３－３２ センサーユニットの確認結果 
 
 
３．４．４ 神戸市六甲砂防斜面における確認試験 
 
１）機器の設置 
小型孔内傾斜計を神戸市六甲の斜面に設置して実証実験を行った。小型孔内傾斜計をＴＣ１に設置し、
データロガー（親機）をＴＣ１から東南東に約 200ｍのところに設置し、動作を確認した。 
 
TC１,（K3:層厚2.5m）N34°44 36.1 ,E135°14 45.9 
TC２,（K6:層厚2.8m）N34°44 35.4 ,E135°14 44.2 
TC３,（K19:層厚4.1m）N34°44 38.7 ,E135°14 40.2 
TC４,（K20:層厚4.3m）N34°44 39.2 ,E135°14 37.4 
データ収集ロガー（インターネット中継）
データ収集
ロガー
TC1
 
図３－３３ 六甲斜面の小型孔内傾斜計の位置と周辺地形 
 
小型孔内傾斜計の設置、運用の手順、耐久性、計測データの安定性などを確認するため、平成 22（2010）
年 4月 21日から平成 23（2011）年 6月 25日までの約１年２ヶ月間（430日間）にわたり、六甲山地
東部の南斜面（Ｓ９斜面）に小型孔内傾斜計を設置した。周辺地形と設置位置を図３－３３に示した。
111 
この地域は、六甲花崗岩（黒雲母花崗岩）の地質で、表層に数 10ｃｍ～3ｍ程度の風化土層がある。こ
の中で、高さ 4ｍ程度の段差になっている部分の崖上に小型孔内傾斜計を設置した。 
写真３－１１に設置状況を示す。ロッドは 1段の長さが 50ｃｍで、互いにネジで接続する構造にな
っている。内部のセンサーユニット同士の電気的接続には４芯の防水コネクタを用い、その上に防水テ
ープを巻いて保護した。写真３－１１（ｂ）と写真３－１２に示すように、コーン貫入試験の要領でロ
ッドの最上部に錘受けを取り付け、重錘を打ち付けて地盤に貫入させた。一つのロッドを最上部まで貫
入したら、次のロッドを継ぎ足して、硬い地層に当たるまで繰り返した。最初の試作品ではロッド同士
の接続部をステンレス製（写真３－１２(c)）としたため、接続部が曲がりにくかった点を付記する。 
この現場は、風化の度合いが高く容易に陥入できた。１本 50ｃｍのユニットを７段、計 3.5ｍの深さ
まで貫入し、固い地層に突き当たったため貫入を終了した。初めての作業で試行錯誤しながらであった
が、１段について 30 分程度で貫入することができ、正味設置作業で 3.5 時間、準備も含めて 5時間程
度で設置を終了した。設置作業時は、地上のモニタリングシステム子機の代わりに、写真３－１３に示
すようにＰＣにつないで、データを監視しながら進めた。 
 
  
（ａ）地上のセンサー子機             （ｂ）設置の様子 
写真３－１１ 六甲斜面の小型孔内傾斜計の設置状況 
 
  
（ａ）全景       （ｂ）載荷端ロッドの先端部 
（次頁につづく） 
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ｃ）パイプの接続         （ｄ）コネクタの接続と防水 
写真３－１２ 六甲斜面の小型孔内傾斜計の設置状況 
 
 
写真３－１３ 小型孔内傾斜計のデータの読み取り画面例 
 
２）計測結果 
 
表３－１０に各ユニットの深さと傾斜角度の初期値を示す。この後、1年 2ヶ月間計測した結果、各
段において、図３－３４に示すような変位を観測した。それらの累積値をまとめた結果、図３－３５に
示すような変位を確認した。 
温度については図３－３６に示すような季節的な変動を確認した。この結果、小型孔内傾斜計が実斜
面で実際に機能することを確認できた。 
 
表３－１０ 小型孔内傾斜計ユニット各段の初期状態 
傾斜 斜面方向
角度（度）
傾斜 斜面直交
角度（度）
傾斜 斜面方向
変位（mm）
傾斜 斜面直交
変位（mm）
地面から
深さ(mm)
0.330442005 0.444645196 1.783789099 -0.157478742 0
-0.091797073 -0.019846273 -1.099861389 -4.037740077 500
-0.039414246 -0.116844265 -0.298780801 -3.864548672 1000
-0.026487741 -0.057057899 0.045173384 -2.844890106 1500
0.051706655 -0.174613232 0.27632253 -2.346966002 2000
-0.020042426 -0.109848142 -0.174903159 -0.823178092 2500
0 0.015518881 0 0.135427789 3000
0 0 0 0 3500  
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-1
-0.8
-0.6
-0.4
-0.2
0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
2010/03/13 2010/05/02 2010/06/21 2010/08/10 2010/09/29 2010/11/18 2011/01/07 2011/02/26 2011/04/17 2011/06/06 2011/07/26
傾斜斜面方向
（°）
（2台目）
傾斜斜面直交
（°）
（2台目
 
（ｂ）地表面から 2段目 
 
-1
-0.8
-0.6
-0.4
-0.2
0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
2010/03/13 2010/05/02 2010/06/21 2010/08/10 2010/09/29 2010/11/18 2011/01/07 2011/02/26 2011/04/17 2011/06/06 2011/07/26
傾斜 斜面方向
（°）
（3台目）
傾斜 斜面直交
（°）
（3台目
 
（ｃ）地表面から 3段目 
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（ｅ）地表面から 5段目 
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（ｆ）地表面から 6段目 
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（ｇ）地表面から 7段目 
図３－３４ 各ユニットの２軸方向傾斜角度における一年間計測結果 
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図３－３５ 地表変位深度分布図 
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図３－３６ 各ユニットの温度変化 
 
３．４．５ まとめ 
 
斜面崩壊検知センサーを深度方向に連結した小型孔内傾斜計を試作し動作を確認した。設置は、コー
ン貫入と同様に地中に打ち込むだけのため、1ユニットあたり 30分程度で迅速に完了できた。最大消費
電流は 140ｍＡＳｅｃで、市販のアルカリ乾電池や小型の太陽電池で長時間の稼働が可能であり、セン
サーを最大 16ユニット接続できる。また、地磁気センサーを内蔵し方位を誤差 3度以内で正しく計れ、
方位補正できた。小型孔内傾斜計について、実地のフィールドで動作確認を行った結果、電源がない被
災地でも乾電池だけで長時間対応でき、災害復旧現場における 2次災害防止や迅速な復旧工事に活用で
きる見通しを得ることができた。 
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４．実証実験 
 
４．１ 概要 
 
 ３章において仕様を設定し試作・動作確認を行ったデータロガー、斜面崩壊センサー、小型孔内傾斜
計について、日本および中国の実際の現場において実証実験を行った。表４－１に、これまで行った長
期動作確認試験、および、実証実験を時系列で示し、それらについて記載した章を示した。 
全ての実証実験においてデータロガー（親機）～斜面崩壊検知センサー（子機）間のデータ転送は無
線通信で行った。中国では中国国内の通信法制上の制約から、データロガーで蓄積したデータはＳＤカ
ードに保存し、定期的にＳＤカードから回収した。また、小型孔内傾斜計は、中国・都江堰市の２つの
現場で実験を行った。 
 
表４－１ 実証実験の概要 
データ
ロガー
斜面崩壊検
知センサー
小型孔
内傾斜
計
センサー
ノード
1 3.3.4 日本
兵庫県神戸市
六甲山
千丈谷、芋川谷
長期動作確認試験
（斜面崩壊検知
センサー）
平成20（2008）年
4月～22年10月 2年半 2
8
（千丈谷5）
（芋川谷3）
－ － 現在も継続
2 4.4 中国
重慶市万州地区
三峡ダム湖岸
晒网 地すべり地
実証実験
（ダム湛水時）
平成20（2008）年
10月～22年10月 2年間以上 1 3 － －
3 4.5 日本 福岡県冷水峠国道脇崩壊斜面
実証実験
（2次災害防止）
平成21（2009）年
8月～11月
約3ヶ月間
以上 1 3 － －
4 3.4.3 日本 兵庫県神戸市六甲山東部斜面
長期動作確認試験
（小型孔内傾斜計）
平成22（2010）年
4月～23年6月
1年2ヶ月
（430日間） －
1
（通信用）
1
（0.5ｍｘ
7段）
－
5 4.7 日本
山形県酒田市
高規格道路工事
切土掘削法面
実証実験
（工事安全管理）
平成22（2010）年
8月～12月 4ヶ月以上 1 3 － －
6 4.3 中国
四川省都江堰市
塔子坪地区
地すべり斜面
実証実験
（小型孔内傾斜計）
平成22（2010）年
10月～11月
約1ヶ月
（26日間） － －
１
（1ｍ
x12段）
－
7 4.2 中国
四川省都江堰市
虹口・塔子坪地区
地すべり斜面
実証実験
（人工降雨実験）
平成23（2011）年
6月29日～30日 2日間 １ ４
2
（0.5ｍ
x2段）
－
伸縮計2、体
積含水率計
2など
8 4.6 日本 福岡県田川郡添田町国道脇崩壊斜面
実証実験
（2次災害防止）
平成23（2011）年
7月～11月 4ヶ月以上 1 3 － －
伸縮計3、孔
内傾斜計4な
ど
9 5.4.2 日本 埼玉県秩父市道路掘削工事法面
実証実験
（工事安全管理）
平成26（2014）年
2月～5月 3ヶ月以上 1 5 － －
10 3.2.5 日本 高知県黒鳥谷川砂防工事斜面
長期動作確認試験
（センサーノード）
平成26（2014）年
11月～31月
約3ヶ月
（100日間） 1
4
（※） －
4
（※）
（※）子機と
孫機の兼用
機1を含む
：日本で実施
：中国で実施
：実証実験
備考
他の機器№ 章 国 設置場所 設置目的 年月 期間
早期警報システム
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４．２ 中国・都江堰市における斜面崩壊実験による検証 
 
４．２．１ 実験の概要 
 
平成 23（2011）年 6月 29 日～30 日の 2日間にわたり、中国・四川省都江堰市の虹口・塔子坪地区の
地すべり斜面下部で、人工降雨による斜面の崩壊実験を行い、小型孔内傾斜計、斜面崩壊検知センサー
を含む各種のセンサーを設置してその挙動を計測し比較した。写真４－１に現地の様子を示す。ここで
は、主に斜面の変位、傾斜に関する測定結果について検討し、小型孔内傾斜計などの性能を比較評価し
た。 
 
 
（ａ）実験現場の全景 
  
（ｂ）人工降雨の様子            （ｃ）人工斜面下部の状況 
写真４－１ 小型孔内傾斜計の概念図 
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４．２．２ 実験箇所と機器設置 
 
実験箇所は、周囲より局所的に、幅 3ｍ、高さ 1.5ｍ程度高く盛り上がった尾根部分であり、斜面の
傾斜角は約 18°である。土性は図４－１に示すように細粒分を含む砂礫土であり、一部に、崩壊の過程
で、写真４－１（ｃ）に見られるような最大 50ｃｍ程度の巨礫が複数出てきた。図４－２の貫入試験結
果（Ｎs値）が示すように、風化安山岩斜面の崩落土が緩く堆積した場所である。 
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図４－１ 実験場所の粒度試験結果 
 
   
図４－２ 実験箇所の地盤特性（Ｎｓ値） 
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図４－３に示すように、幅 1.5ｍ、長さ４ｍの範囲に、人工降雨装置を設置した。また、降雨範囲の
下端部を、深さ 1.4ｍ（ただし１日目は 1.0ｍ）、傾斜角約 40度で掘削して、斜面の不安定化を図った。
小型孔内傾斜計は、斜面の下端から 50ｃｍ（Ｋ50）、150ｃｍ（Ｋ150）の位置に設置した。 
 
（ａ）横断面 
 
（ｂ）平面図 
図４－３ 斜面と人工降雨範囲および計測器の配置状況 
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小型孔内傾斜計は、図４－４に示すように 0.5ｍ×2 段の構成とし、さらに最下端に 20ｃｍのダミー
ロッドを接続して、これを不動点と仮定して、深さ 0.5ｍ、および、地表面近くの水平変位を測定する
構成にした。ロッド間の接続方法は、試作段階の方法をさらに改善して、互いのロッドの内側に薄肉ア
ルミ管を挿入してリベットで固定することで、薄肉アルミ管を介して上下をつなげる仕組みとした。薄
肉アルミ管は、ある程度の曲げ力を加えると図４－５の写真のように変形しやすいので、ここがヒンジ
となり、ロッドは剛体として回転する。また、薄肉アルミ管がロッドの内側に装着するため、ハンマー
で地盤内にロッドを打ち込むことが可能である。ただし、地中に礫がある場合など、数回打ち直す場合
があるので、直径が等しい簡易動的コーンをはじめに打ち込んだ後に、同じ穴に小型孔内傾斜計を挿入
した。 
また、図４－３（ｂ）に示すように、斜面下端から 0.5ｍ の位置の両脇に 2箇所（Ｔ50－１および２）、
2ｍ、3ｍの位置に各１箇所（それぞれ、Ｔ200、Ｔ300）、傾斜計（斜面崩壊検知センサー）を設置した。
図４－６のように斜面崩壊検知センサーの鋼杭は、斜面に深さ 0.75ｍまで挿入した。Ｔ50－２とＴ200
については、地表から 0.2ｍの位置に伸縮計（それぞれＥ50、Ｅ200、図４－３（ａ））を接続し、斜面
崩壊検知センサーで測った傾斜角と、伸縮計で測った変位量とを比較することにした。 
その他、斜面下端から 0.5ｍ、1.5ｍ地点の深さ 0.25ｍ、0.5ｍ、0.75ｍ、1ｍ に体積含水率計を埋設
した。斜面下端から 0.5ｍの地点の深さ 0.5ｍ、0.75ｍ、１ｍ にサクション測定用のセラミックカップ
をつけた間隙水圧計を埋設した。人工降雨範囲の中央部には、雨量計を設置して全体の降雨量を知る目
安とした。計器類の全体的配置を図４－３（ａ）（ｂ）に示す。 
 
 
図４－４ 小型孔内傾斜計の設置状況 
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図４－５ 小型孔内傾斜計のロッドの接続 
 
  
写真４－２ 小型孔内傾斜計の設置の様子 
 
 
図４－６ 傾斜計（斜面崩壊検知センサー）の設置状況 
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４．２．３ 人工降雨試験結果 
 
１）人工降雨と崩壊の状況 
 
平成 23（2011）年 6月 29 日 11 時半頃～16 時過ぎ、および、翌日 30日 9 時頃～17時過ぎまで（いず
れも中国時間）の２日間にわたって、人工的に降雨を降らせた。この状況を図４－７に示す。２日目に
は、自然の雨も断続的に降ったため、降雨量はそれも含んだものとなっている。 
１日目は、斜面下端の掘削深さを１ｍとして、時間雨量に換算して 100～120ｍｍ/h、総雨量で 510ｍ
ｍの雨を降らせたが、斜面は変位しなかった。そこで、２日目は、掘削深さを 1.4ｍまで掘り下げ、1
時間累積雨量で約 200ｍｍから最大 292ｍｍ、総雨量で 649ｍｍ（2日間累積では 1159ｍｍ）の雨を断続
的に与えた。すると、盛土下端から掘削部分が崩落し、上方へ向かって進行的な崩壊が進んだ。斜面下
端の掘削範囲がＶ字状で空間が狭く、崩落した土砂で埋まると崩落面を支えてしまうので、適宜、取り
除いた。その除去作業のタイミングも図４－７に併記した。 
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（ｂ）２日目の拡大図（矢印は崩落土砂を除去した時刻） 
図４－７ 斜面崩壊実験の降雨量の記録 
１日目 
２日目 
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図４－８に実験終了時の最終の崩壊範囲、写真４－３（ａ）～（ｉ）に時間経過順に崩壊の様子を示
す。透水性の高い土質のため、降雨は速やかに浸透し排水されたので、崩落を起こすには大きな降雨強
度を与える必要があった。２日目は、自然の雨も降って、人工降雨範囲以外の部分も吸水したことも、
崩落を起こす要因になった可能性がある。崩落が始まると、斜面下端の崩落面は多量の水を含み、ふか
ふかした状態になり、一部に水が浸み出していた。降雨は地中に浸透し、表層流は少なかったので、下
端からの崩落は流水による浸食ではなく、吸水による土の強度低下と重力の作用によるものである。 
 
図４－８ 実験終了時の崩壊範囲 
 
 
 
    
（ａ）６月 30日９時７分（32.12 時）         （ｂ）６月 30日９時 10 分（32.17 時） 
（２日目降雨開始） 
写真４－３ 斜面崩壊の経過 
（時刻は中国時間、カッコ内は累積時間） 
（次頁につづく） 
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（ｃ）６月 30日 11 時１分（35.02 時）       （ｄ）６月 30日 13 時 53 分（37.88 時） 
                          （崩落土砂の除去） 
        
（ｅ）６月 30日 16 時 17 分（40.28 時）          （ｆ）６月 30日 16 時 19 分（40.32 時） 
（K50 はすでに倒壊、T50-1 と T50-2 も傾斜）    （T50-1、T50-2 地点に滑落崖が来る） 
   
（ｇ）６月 30日 16時 42 分 （40.70 時）         （ｈ）６月 30日 16 時 54 分（40.90 時） 
   （T50-1 が大きく傾く）       （T50-2 が滑落、滑落崖は K150 の手前まで来る） 
 
（ｉ）６月 30日 17 時 19 分（41.32 時 
（実験終了） 
写真４－３ 斜面崩壊の経過 
（時刻は中国時間、カッコ内は累積時間） 
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２）小型孔内傾斜計の変位 
 
図４－９～図４－１１に、小型孔内傾斜計で測定された斜面の変位の経過を示す。図４－９は降雨を
与えた 2日間のデータ全体を示したもの、図４－１０は斜面に変動のあった２日目について拡大し降雨
強度のデータを併記したもの、図４－１１は変動初期の小さな動きまで見えるようにしたものである。 
ｄＸの動きを見比べると、傾斜の向きはほぼ斜面下方を向いている。２日目（６月 30 日）の降雨開
始は午前９時過ぎ（図では時刻 33hour 以降)だったが、図４－１１によれば、下端から 50ｃｍの小型孔
内傾斜計Ｋ50は、これよりも早く動き出している。これは、２日目の降雨開始前に斜面下端部を１.４
ｍの深さまで堀削する作業を行っており、その影響で斜面がわずかに緩んだことに対応していると考え
られる。下端から 150ｃｍの小型孔内傾斜計Ｋ150 には堀削時の影響は見られないが、降雨開始以後か
らわずかな変位９０）を示している。 
その後、降雨強度の推移に応じてそれぞれ変位が進行した。図４－４のように、小型孔内傾斜計は、
深さ 50ｃｍごとに２つのユニットで傾斜を測っているが、斜面下端から 50cm のＫ50は、上段のユニッ
トの方が、下段のユニットより大きく傾斜しており、斜面の表層部がより多く変位する変形パターンに
なっている。これに比べると、斜面下端から 150cm のＫ150 は、上下のユニットがほぼ同じ値を示しな
がら傾いており、深さ１ｍまで一様なせん断変形が進んだと解釈できる。 
実験終了時には、下端から 150ｃｍの小型孔内傾斜計Ｋ150 の手前まで崩落が進んだ。図４－１０に
みられるように、時刻 40～41hour（６月 30日 17 時頃）には崩落がＫ150 近くまで進み、傾斜が急速に
進んだものとみられる。 
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図４－９ 小型孔内傾斜計の計測データ 
注）K50：斜面下端から 50cm、      K150：下端から 150cm、 
Upper：上段の深さ 50cm のユニット、 Lower：下段の 50cm のユニット 
dX：斜面下方向への傾斜が正、    dY：斜面下方に向かって右手側への傾斜が正 
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（ａ）小型孔内傾斜計の変位 
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（ｂ）降雨記録 
 
 
 
 
 
 
図４－１０ 小型孔内傾斜計の計測データ 
（２日目のみ、縦軸も拡大、降雨記録も併記） 
 
注）K50：斜面下端から 50cm 
K150：下端から 150cm 
Upper：上段の深さ 50cm のユニット 
Lower：下段の 50cm のユニット 
dX：斜面下方向への傾斜が正 
dY：斜面下方に向かって右手側への傾斜が正 
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図４－１１ 小型孔内傾斜計の計測データ（２日目の降雨初期の拡大図） 
 
３）斜面崩壊検知センサーの変位 
 
図４－１２～図４－１３に、斜面崩壊検知センサ （ー傾斜計）で測定された斜面の変位の経過を示す。
図４－２－１２は降雨を与えた２日間のデータ全体を示したもの、図４－１３は斜面に変動のあった２
日目のみを示したものである。図中のＴ50－１とＴ50－２は、斜面下端から 50cm のセンサーで、それ
ぞれ斜面の右側、左側にある。Ｔ200 は下端から 200ｃｍ、Ｔ300 は下端から 300ｃｍの傾斜計で、それ
ぞれ斜面の中央付近に位置している。図中のｄＸは斜面下方向への傾斜を正としたもの、ｄＹ は斜面
下方へ向かって右手側への傾斜を正としたものである。 
各センサーは、図４－６ように、深さ 0.75ｍまで打ち込んだ鋼杭に取り付けているので、測られる傾
斜角は、この深さの平均的なせん断ひずみに対応すると考えられる。上述の小型孔内傾斜計と同じく、
傾斜変位は斜面下方向（ｄＸ）が卓越している。 
斜面下端から 50ｃｍのＴ50－１とＴ50－２には、２日目（6月 30 日）の降雨開始前の堀削作業（時
刻で 32.5～33 時の間）の影響も見られる。Ｔ50－２は、ｄＹ軸の斜面下方へ向かって右手側（＋側）
への傾斜の方が卓越しているが、これはＴ50－２の位置が斜面の左手側に位置していることが原因だろ
う。 
斜面下端から 200ｃｍ、300ｃｍのＴ200、Ｔ300 は、Ｔ50－１および２に比べて傾斜変位は非常に小
さいが、Ｔ200 は、２日目の降雨中に斜面下方へ 0.2 度程度傾斜している。 
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図４－１２ 傾斜計の計測データ（全体） 
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図４－１３ 傾斜計の計測データ（２日目） 
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４）地表面変位（斜面崩壊検知センサー、小型孔内傾斜計）による伸縮計との比較 
 
①傾斜量の地表面変位換算 
図４－１４は伸縮計のデータである。図４－３（ａ）および図４－６のように、伸縮計Ｅ50とＥ200
のインバー線を、それぞれ傾斜計Ｔ50－２とＴ200 の鋼杭の、地表から 0.2ｍ上のところへ連結してい
る。従って、鋼杭の下端を不動点と仮定すれば、地表面の変位ｄＳと、伸縮計の変位ｄＥは、それぞれ
傾斜計の傾斜角ｄＸに対して、以下の関係になる。小型孔内傾斜計の変位は、図４－２－４に示したよ
うに、ロッドの上段、下段の傾斜角をそれぞれｄX1、ｄX2 とし、地表面変位ｄKx として表す。 
 
dS = 0.75ｍ・sin(dX) 
dE = (0.75ｍ + 0.2ｍ)・sin(dX) = dS・(0.75ｍ + 0.2ｍ)/0.75ｍ = 1.27・dS 
dKx ＝ 0.5ｍ・sin(dX1) ＋ 0.5ｍ・sin(dX2) 
 
②斜面崩壊検知センサーと伸縮計の比較 
伸縮計の計測データを図４－１４に示し、上式を使って傾斜計の傾斜角から換算した地表面変位ｄＳ
は、図４－１５のようになる。変位の微小部分を拡大すると、６月 30 日の降雨開始直後（図４－１４、
および、図４－１５の 34hours 以降）で、傾斜計の方が２mm程度負の方向（斜面上方）に変位している
のに対して、伸縮計のデータは 0.1ｍｍしか減っていない。小さな変位なので、傾斜計と伸縮計のどち
らかに計測精度上の問題があったのか、傾斜計の鋼杭の下端だけが変位したのかは分からないが、小さ
い変位レベルで両者に差が現れることを示している。今回、斜面崩壊検知センサー（傾斜計）の地表面
変位を深さ 0.75ｍに貫入した鋼棒の傾斜角から換算したところ、伸縮計による変位の測定とほぼ整合す
る測定結果を得たが、微少な変位に関しては誤差の要因があると言える。 
伸縮計のインバー線の変位ｄＥと斜面崩壊検知センサー（傾斜計）の変位ｄＸを比較すると図４－１
６のようになる。変位の大きな傾斜計Ｔ50-2 と伸縮計Ｅ50は、両者の変位量が１：１になる線に添っ
てほぼ動いていることがわかる。傾斜計Ｔ200 と伸縮計Ｅ200 の比較では変位幅が小さく両軸を拡大し
たためノイズ成分が相対的に大きくなっているが、両者の変位量はほぼ１：１の線に沿って変位してい
ると推定される。 
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図４－１４ 伸縮計の計測データ 
（下図は上図の縦軸を拡大したもの） 
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図４－１５ 傾斜計による地表面変位（換算値） 
（下図は上図の縦軸を拡大したもの） 
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（ｂ）Ｅ50とＴ50-2 の関係（ (a)の縦軸を拡大したもの ） 
 
（ｃ）Ｅ200 とＴ200 の関係 
図４－１６ 傾斜計と伸縮計のデータの比較（中図は E50 の拡大図） 
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③小型孔内傾斜計・斜面崩壊検知センサー・伸縮計のデータ比較 
 
斜面崩壊検知センサー、小型孔内傾斜計、および、伸縮計のデータを、地表面の斜面下方向の変位量
に換算して図４－１７にまとめる。 
斜面下方から 50ｃｍに設置した小型孔内傾斜計Ｋ50、斜面崩壊検知センサー（傾斜計）Ｔ50－１およ
びＴ50－２、伸縮計Ｅ50は、水平方向の設置位置が異なるため、同時には変位していないが、早い時期
から大きく変位し、崩落した様子がとらえられている。また、それより上方にあるセンサーは、より遅
く、より少ない量の変位を示している。写真４－３を時間で追うとわかるように、斜面崩壊は退行的に
進行しており、それに伴って斜面下方から観測機器が倒壊し、それらが傾斜角の急激な変位となって、
K50-upper、T50-2、T50-1、K150-upper の順番に現れたものである。T200 と T300 については滑落崖よ
りもかなり上位に位置しておりほとんど変化していない。 
今回用いた変位、傾斜を測定するセンサーのデータは、互いに整合して、斜面全体の挙動をとらえて
いると言える。また、斜面下端から 150ｃｍの小型孔内傾斜計Ｋ150 は、早い時期から継続的な変位を
とらえていて、下端部での崩落などのイベントの影響が、斜面中央部まで及んだことを示している。 
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図４－１７ 各センサーによる地表面変位の比較 
（下図は上図の縦軸を拡大したもの） 
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５）傾斜角変位について 
 
① 傾斜角変位速度の変化 
 
図４－１８に斜面崩壊検知センサーと小型孔内傾斜計の傾斜角の変位を示す。センサーと傾斜変位速
度は、K50-upper：0.15deg/h、T50-1：0.4deg/h、T50-2：0.11deg/h、k150-upper：0.02deg/h、T200：
0.016deg/h であり、T300 には変化がなかった。T50-2 では 0.11deg/hour の後に 2.3deg/hour に増加し
て 10 分程度で崩落した。このように、傾斜角変位速度は滑落崖が退行的に進行し、それが計器に近づ
くにつれて徐々に増加し、傾斜角の速度変位が 0.15～0.4°/hour を約 1～5時間継続した後、急激に崩
壊に至っている。変位速度は漸次的に増加しており、概ね 0.1°/hour を超える傾斜角速度になった場
合には大きな変状直前と考えられ注意を要することがわかる。 
 
 
図４－１８ 斜面崩壊検知センサーと小型孔内傾斜計の傾斜角変位９１） 
 
② 傾斜データのノイズについて 
 
 斜面崩壊検知センサーT50-1 の実測値、10分間移動平均、および、それらの差（ノイズ）を図４－１
９(a)に示した。傾斜量の実測データには、34 時付近で 1度近い飛びデータがあるほか、35.5～36.5 時、
38 時以後でも 0.1～2度前後のバラツキをもっている。同図(b)に降雨イベントと崩落土砂の除去の状況
図を再掲した。 
33 時以前、および、34 時頃のノイズについては土砂掘削の影響が出ていると考えられる。この実験
で分離型傾斜モジュールの形で地中に埋めておらず、１ｍの杭に斜面崩壊検知センサーを取り付けＭＥ
ＭＳ傾斜検知部を内蔵してあることと、センサーが崩落面近傍の不安定な土塊部分に位置して、土砂掘
削の振動を受けやすかったためと思われる。 
36 時前後、および、38～40 時過ぎまでのノイズについては、降雨による影響が一因として考えられ
る。降雨機は放出口をもつ円筒が前後に回転するスプリンクラー式のものであって、１時間積算雨量で
240～300ｍｍ程度の多量の降雨であったため、杭先の物理的な振動の影響や電波への影響などが要因と
して考えられる。 
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 ノイズを取り除く方法としては、ＭＥＭＳチップ内で平均化処理を現在の 3 点（2 秒間隔）から増や
してワンポイントの異常値を取り除くことと、傾斜検知部を地中に埋設することが考えられ、現時点で
は傾斜検知部を分離型モジュールにして埋設する方向で改良を加えている。 
 
 
(a)斜面崩壊検知センサー（Ｔ５０－１）の実測値、10 分間移動平均 
 
(b)降雨イベントと崩落土砂掘削 
図４－１９ 降雨・掘削と傾斜データの関係 
 
 
６）体積含水率、間隙水圧計の変化 
 
 降雨量・累積降雨量、および、W50 の体積含水率、U50 の間隙水圧、T50-1 および T50-2 の傾斜角変位
を、図４－２０にまとめる。降雨に伴って体積含水率、間隙水圧とも増減している様子がわかる。深さ
方向に大きな差異はないが、深さ１ｍの値の方が浅いものに比べて浸透の影響で降雨に対する応答性が
鈍くなっている。 図４－２１にあるように、ほぼ同位置に設置した間隙水圧計 U50 と体積含水率計 W50
の計測値は同一深さ方向で相関がある。 
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(a) 体積含水率の変化（Ｗ50） 
 
 
(b)間隙水圧の変化（Ｕ50） 
 
 
（c）降雨量と累積降雨量 
 
 
（d）斜面崩壊検知センサーの変化（Ｔ50-1、Ｔ50-2） 
図４－２０ 体積含水率・間隙水圧・傾斜角の変化 
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図４－２１ 間隙水圧と体積含水率の関係 
 
４．２．４ まとめ 
 
 中国・都江堰市の地すべり斜面を利用した延べ2日間にわたる人工降雨実験の結果を以下にまとめる。 
 第 1日目累積 509ｍｍ、第 2日目 649ｍｍ、2日間累積 1158ｍｍの人工降雨を降らせ、斜面末端部を
掘削した結果、地盤の応力低下により斜面末端部から上方に崩壊が進み、順次、傾斜変位を小型孔内傾
斜計と斜面崩壊検知センサーで観測できた。 
 小型孔内傾斜計は、斜面下方に設置した K50 の上方のユニットが下方のユニットより大きく変位し、
斜面表層部から崩壊する様子を観察した。斜面上方に設置した K150 は上下ユニットともほぼ同じ値で
傾斜し深さ 1ｍまで一様なせん断が進んだと解釈できた。 
 斜面崩壊検知センサーについては、T50-1 が 2日目降雨開始直後から微小な傾斜を検知し、T50-2 が
ややそれより遅れて変位を検知し、その後 5～6時間かけて変位速度が上昇して斜面崩壊に至った。傾
斜角変位速度は滑落崖が近づくにつれて増大し、概ね 0.1deg/h を超えると斜面が危険な状態であると
推定された。小型孔内傾斜計と斜面崩壊検知センサーの傾斜量を地表面変位に換算し、伸縮計の変位と
比較したところ、ほぼ１：１の対応を示した。これは崩壊するまでには至らなかった斜面崩壊検知セン
サーT200 と伸縮計 E200 でも同様であった。 
 傾斜データは、土砂掘削による振動や降雨時の雨滴による振動もしくは電波障害などのノイズが重な
りノイズ対策が必要であることがわかった。 
 全体的に、人工降雨による崩壊を斜面崩壊検知センサー、および、小型孔内傾斜計が、それぞれ面的、
深度的に捉えられることを確認し、実測データのノイズに対して対策が必要であることがわかった。 
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４．３ 中国・都江堰市における地すべりへの適用 
 
４．３．１ 現地および設置の状況 
 
今回開発した小型孔内傾斜計の試作機を、平成 22（2010）年 10 月～11月にかけて、図４－２２に示
す中国四川省都江堰市の塔子坪地区の地すべり斜面に設置し観測を試みた。図４－２３に地すべり斜面
の断面図を示す。この斜面は、平成 20（2008）年に四川省で発生したブン川地震で崩壊した後、大雨が
降るたびに少しずつ変位するようになった。表層は深さ 30ｍ程度まで風化した安山岩で、傾斜が約 30
度、斜面の高さが約 250ｍである。図４－２２にあるように、斜面の下には集落が広がっており、災害
の危険を抱えているため、継続的な監視が求められていた。９２） 
 
標高差約250m
勾配30°くらい
小型孔内傾斜計を
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図４－２２ 四川省都江堰市塔子坪の地すべり斜面 
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図４－２３ 塔子坪地区地すべりサイト断面図 (Sections No. 3) 
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現地管理者が地盤調査を行ったボーリング孔跡を利用して、小型孔内傾斜計を（地面に打ち込むので
はなく）この孔の中に挿入して埋め戻すことにした。そのため、通常の打ち込む方法では３～５ｍ程度
の深さにしか設置できないのに対して、この現場ではボーリング孔の空洞部分の深さ 12ｍ（ロッド１ｍ
×12段）まで設置することができた。各ロッドの接続は、写真４－４のように、試作品ではステンレス
製のため曲がりにくかった点を改善し、高圧ホースの短片を用いて、地盤の変位に追従してこの部分が
折れ曲がるようにした。12 段分のロッドの重量は 30ｋｇを超えるが、高圧ホースの引張強度は、この
荷重を十分支えられる。設置後、ボーリング孔とロッドの間の隙間を砂で埋めて、地盤の変位がロッド
に伝わる状態にした。 
 
  
（ａ）接続部 
 
  
（ｂ）設置状況 
写真４－４ ロッド同士の接続 
 
 各センサーユニットをつなぐケーブルは、写真４－５のように、設置作業時に現地で順次接続し、防
水テープで密封した。これらの一連の作業で、12段の小型孔内傾斜計を設置するのに、１時間半程度か
かった。1 段当たりの設置時間に直すと 7.5 分であった。それ以外に準備作業、撤去作業などの時間が
1～2時間程度かかった。今後、接続部などを専用部品に置き換えることができればさらに設置時間を短
縮化することは可能とみられる。防水については写真４－３－２にあるステンレス管に開けた丸孔から
前もってシリコーンを管内に充填し、一定時間放置することでシリコーンがセンサー全体を保護するよ
うにして防水した。最後に写真４－６に示すような無線機能を備えた子機ユニットを杭に取り付けて設
置を完了した。 
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写真４－５ センサーユニットのケーブルの接続 
  
写真４－６ 小型孔内傾斜計の設置状況 
 
４．３．２ 試験結果 
 
計測は、30 分に１回の頻度で行った。表４－２は、各センサーユニットの地磁気センサーで計測した
方位角である。ここで、センサーユニットの番号は、上位のロッド（長さ１ｍ）から順にＮｏ.１～Ｎ
ｏ.12 となっている。この方位角を元に、傾斜計のＸ、Ｙ方向の傾斜角データを補正し、斜面方向の傾
斜角を求めると、図４－２４のようになる。データには１日周期の変動や、不規則なノイズが含まれて
いる。 
1 日周期の変動は Unit6（深度 5～6ｍ）では最大 0.45～0.6 度程度となり、不規則なノイズの大きさ
は、傾斜角の分解能（0.005 度程度）の２～３倍になった。ただし、ノイズに関わらず傾斜の全体的傾
向を追うことはできるレベルでありセンサーの性能は十分引き出せていると考え、それに基づいて結果
の整理を行った。通常、地中温度は表層でない限り、気温の日変化の影響を受けないと考えられるため、
日変動のノイズについては、地表面からロッドを伝わって熱的な影響があったものと考えられる。不規
則なノイズについては、ロッド内温度の日変動による影響を含んで、結露などの影響が考えられる。 
また、12 段あるユニットのうち、１、２、３、８、10 段目は、正常なデータがとれなかった。これ
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は、機器の防水の問題と思われる。防水については、ロッド開口部（写真４－３－２参照）からシリコ
ーンを注入して、シリコーンによってＭＥＭＳ傾斜検知部を包み込むことで防水しようとしたが、シリ
コーン自体の防水性が十分でなかったことが考えられる。このように、いくつかの課題があるが、長期
的な傾斜変位のトレンドは読み取ることができた。 
傾斜角について、最下位のユニット No.12（深さ 12ｍ）を基準として順次積分することで、地盤内の
斜面方向の水平変位を、日数の経過とともに表示すると、図４－２５のようになる。正常なデータをと
れなかったユニットは、傾斜角を０としたので、変位を過小評価している可能性があるが、計測開始か
ら 25日で８ｍｍ程度の変位が観測された。 
 
表４－２ 各センサーユニットの方位角 
Unit 1 2 3 4 5 6 
Angle 133 121 123 303 324 324 
Unit 7 8 9 10 11 12 
Angle 325 347 346 341 345 352 
          (北から反時計回りの角度)（単位：度) 
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図４－２４ 斜面方向の傾斜角 
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図４－２５ 斜面方向の地盤内水平変位 
 
 
４．３．３ まとめ 
 
今回開発した小型孔内傾斜計は、簡易動的コーン貫入試験と同じ要領で打ち込むだけで迅速に設置で
き（１ユニット当たり設置に 7.5 分）、地中深くにおける地盤の挙動を監視し、異常を検出できること
を確認した。 
最初の試作品ではユニット連結部がステンレスだったのを、曲がりやすいように高圧ホースを用いて
改良した結果、地すべり斜面内部の長期的な変動の傾向を観測できた。ただし、正常に動作しないユニ
ットもあり、防水などの耐久性、傾斜角データの日変動などのノイズに課題が見つかった。 
今回、深度のわかっている既設ボーリング孔を用いて設置し手順を確立した。すべり面の深さなどが
わからない状態で設置する場合など、連続的に設置する状況を想定し現場で簡単に継ぎ足しできるユニ
ットの開発も課題であることがわかった。 
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４．４ 中国・三峡ダム湛水区域における地すべりへの適用 
 
４．４．１ 概要 
 
中国・重慶市万州地区における三峡ダム湛水試験に伴うダム湖岸地域の地すべり現象を定量的に捉え、
早期予報に利用することを目的として、日中共同研究（２年間）が実施されており、その中で斜面動態
観測を行った。本研究では，これまで開発してきたＭＥＭＳ技術を活用して土壌水分と傾斜角を簡便か
つ低コストで測定し，省電力かつリアルタイムで監視できるシステム８４）を現地で適用できるように改
良し、計測センサーを貯水池湛水斜面に設置し、平成 20（2008）年 10 月から２年間以上の長期モニタ
リングの実証実験を行った。 
改良した監視システムは、中国国内での無線通信を可能にし、ＧＰＲＳ-ＳＭＳ方式により中国科学
院・成都山地災害及環境研究所内に設置した中央ホストサーバーへの自動転送機能を組込んだ。試作シ
ステムを海外でも利用可能で普及できる監視システムに発展させるため実地試験９３）を行った。 
 
４．４．２ 地すべりの状況と観測システムの構成 
 
１）地すべりの状況 
三峡ダムは平成 21（2009）年に最終の湛水が行われ、湛水によりダム湖水位はそれまでの 145ｍから
正常水位 175ｍまで 30ｍほど水位が増加する計画となっていた。 
重慶直轄市万州区の三峡ダム湖岸に位置する晒网坝（Sai Wan Ba、図４－２６）地すべりは、三峡ダ
ム建設に伴ってすでに大きく変状した地すべりであり、現地住民もすでに全て他の地域に移転が完了し
ている状況にあり、中国で長期監視研究区域に指定されている地域である。ここを実験サイトとして選
定し、ダム湛水や降雨による地すべりへの影響を把握するため、斜面崩壊検知センサーを設置した。移
転した住民の協力を得て空き家を利用して観測機材を設置した。 
晒网坝地すべり長期監視研究区域は，図４－２７に示すように、長江に向かって古代地すべり（Old 
landslide）、新地すべり（New Landslide）、新生地すべり（Recent Landslide）の大きく３つに区分
されている。地すべり体の規模は表４－３に示す通りである。また、地すべり地の地質断面図を図４－
２８に示す。 
 
 
図４－２６ 晒网地地すべり研究区域 
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２）斜面崩壊検知センサーの設置位置 
 
晒网坝地すべり長期監視研究区域の新生地すべりブロックは図４－２７に示すように３つ確認され
ており、古代地すべりよりも平均勾配が大きく、平成 20（2008）年夏の降雨時にも地すべり現象が発生
した。地すべりの規模を表４－３に示す。図４－２８の断面図にみられるように、地域全体は受け盤の
様相を呈している。ダム湖の湛水により湖水面以下の有効応力が低下したことが崩壊の一因とみられる
が、それについては本研究範囲に含まれていない。 
現地にはすでに多くの観測機器が設置されており、それらとの関係を考慮して、新地すべり（New 
Landslide）と新生地すべり（Recent Landslide）を対象に、斜面崩壊検知センサー３個（Sensor unit 
1～3）を各斜面に設置した。設置位置を図４－２７～図４－２９に付記した。 
 
 
図４－２７ 地すべり監視センサーの設置位置９４） 
 
 
表４－３ 研究区域地すべり体の規模 
 
 
（データロガー） 
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図４－２８ 地すべり地域の地質断面図 
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図４－２９ 地すべり全景と監視センサーの設置位置 
 
３）観測システムの構成 
 
オレンセら１１）の研究結果によると、表層破壊の直前には、法先から斜面の変動と飽和度の上昇が始
まり、飽和度が 80％～90％に達した時に崩壊が始まることを報告している。そこで本研究では、地盤の
変状を電気的に簡便に調べるため、斜面崩壊検知センサーで地表面傾斜角を計測し、現地土壌水分につ
いては体積含水率を計測し、無線ネットワークを構築してモニタリングした。 
図４－３０（a）にあるように、斜面崩壊検知センサーから発信された計測データは、地すべり研究
エリア内は日本国内と同じ特定小電力無線（429.250～429.7375MHz）で 600ｍに離れた農家（空き家）
の屋上に設置したデータロガー（親機、基地局）に送信される。その農家が最近まで使用されており電
力が確保できた。そこで SD カードにデータ蓄積しバックアップするとともに、中国移動通信社のＧＰ
ＲＳ-ＳＭＳサービスを通じて、管理サーバに転送する仕組みにした。なお、サンプリング時間は、３
計測地点ともに 10 分間隔に設定した。センサーユニット（子機）は盗難などの懸念から手の届かない
使われていない電柱の高所（同図（b））に据え付けた９５）。 
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（ａ）データロガーユニット（親機）        （ｂ）センサーユニット（子機） 
図４－３０  設置の状況 
 
４．４．３ 地すべり崩壊時におけるモニタリング結果 
 
現地モニタリングは平成 20（2008）年 10月から２年間以上実施した。平成 21（2009）年６月降雨時
に計測点２の周囲で地すべり崩壊現象が発生し、その時の計測値を捉えることができた。ユニット２で
計測された傾斜角と経過時間の関係を図４－３１に、土の体積含水率・降雨量と経過時間の関係を図４
－３２に示す。ここでＸ軸傾斜角（度）は地すべり斜面直交、Ｙ軸傾斜角（度）は斜面方向の値である。 
５月 13 日から５月 16 日頃までの降雨で体積含水率が上昇し、斜面方向のＹ軸傾斜角は 4.5°～4.9°
程度で推移した。その後、5月 23 日～28日に降雨があり、その後、傾斜角変位速度がおよそ 0.01°/hour
で 5.0 から 6.3 度程度まで漸増した。さらに、６月７日～８日の連続降雨により斜面方向傾斜角は、傾
斜角変位速度 0.12°/hour で 6.3 度から 9.0 度程度まで一気に増大し、その後も漸増した。事後の現地
調査により、６月７日～８日の連続降雨時に、観測地点近傍の多くの箇所で地すべり崩壊が発生したこ
とを確認した。特にユニット２の上方地点で顕著な地すべり崩壊が発生し、写真４－７に示すように、
崩壊土塊の移動距離は約 10ｍに達した。 
傾斜角変位速度 0.12deg/h で傾斜が急増した時点（6 月 7 日）で崩壊が始まったとすると、その直接
的誘因は 6月 7日からの降雨と考えられる。崩壊 6日前の 6月 1日に傾斜変位速度に微小な変化点があ
り傾斜速度が加速した原因としては、5 月 23～28 日の断続的降雨により体積含水比が 5月 23 日以前の
値に戻っていないことから、累積雨量による影響が一因と考えられる。なお、ダム湖湛水の影響につい
ては諸事情により割愛した。 
連続降雨により 6月 7日の朝４時から傾斜角度が増え始め、同日１２時に崩壊が開始するまでの時間
は８時間となっている。この時間は，崩壊の前兆現象から崩壊に至る時間だと解釈できる９４）。実際の
地すべり土塊の挙動を考慮し、モニタリングにより得られた降雨と体積含水率（土壌水分）との関係か
ら、傾斜変位速度が徐々に増大する変状は地すべり崩壊が発生する前兆現象を捉えることができる。こ
れは、４－２－３章５）で述べたように、傾斜角速度変位が 0.1°/hour を超えると、斜面が極めて危
険な状態にあると判断してよいだろう。一方で、単に傾斜変位速度の変化だけなく、その現場の降雨量
や現地の体積含水率の変化を合わせて判断する必要がある。 
本研究に用いた監視システムでモニタリングすることにより，地すべり崩壊予知や防災対策に今後活
用できる可能性があることを確認した。 
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図４－３１ 地すべり体の傾斜角度変化と経過時間の関係９０） 
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図４－３２ 降雨量・地すべり体の体積含水率と経過時間の関係９０） 
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写真４－７ 計測点２の上方地点における地すべりの状況 
（平成 21（2009）年 6月 7日の新たな土塊移動） 
 
４．４．４ まとめ 
 
 中国三峡ダムの既往地すべり斜面に斜面崩壊検知センサーを設置し長期観測した結果、降雨およびそ
れに伴う体積含水率増加に応じて、傾斜変位速度が漸次増大し、0.1deg/h を超えて近傍に崩壊が発生し
たことを確認した。また、大規模な地すべり地においても斜面崩壊検知センサーが平行移動することな
く崩壊に直結する微小な傾斜変位を観測できることを確認した。 
子機と親機間の通信は現場エリア内であるため、日本国内同様の特定省電力無線を用い、親機と四川
省成都にある研究所間は中国・移動体通信網を経由した。中国当局である研究機関と現地が 500ｋｍ離
れた遠隔地であったが、問題なく動作することを確認した。 
海外では盗難、当該国の電波法、電力事情など、国内とは状況が大きく異なる場合があり、海外で使
用する場合にはそれらに対応していく必要がある。 
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４．５ 国道脇の斜面崩壊における二次災害防止への適用 
 
４．５．１ 斜面崩壊現場と斜面崩壊検知センサー設置の状況 
 
平成 21（2009）年７月末の集中豪雨時に、福岡県冷水峠の国道 200 号脇の斜面が崩壊して全面通行止
めとなった。８月～９月中旬まで応急復旧工事（頭部排土工＋仮設防護柵工）が行われ、それ以降、片
側通行で本復旧工事（法面工＋法枠工＋アンカー工）が実施された。これらの全工事期間にわたり、３
箇所の斜面崩壊検知センサーユニットを設置し、斜面動態を監視し、復旧工事および交通の安全を確保
した。 
図４－３３に示す崩壊斜面は崩壊直後のものであり、復旧作業にあたって片側開通に必要な安全率
1.05 を確保するように斜面が段切りされた。小段の上に斜面崩壊センサーを３台設置した。センサーの
設置位置を図４－３４に示す。 
図４－３５に現地の模式図、図４－３６に地質断面図を示す。地質は写真４－８に示すように強風化
花崗岩（白亜紀朝倉花崗閃緑岩、20ｍ以上の深層風化、Ｎ＜５）であり、Ｎ値５以下の層が 20ｍ以上あ
る厚いマサ土層を形成している。 
 
 
図４－３３ 一次災害直後の地形、復旧作業・調査などの状況 
1 次災害後、復旧作
業と道路片側通行
開通に必要な安全
率 1.05 を確保し、
赤字メッシュ部分
を掘削・段切り 
斜面崩壊検知センサー
を小段上に 3カ所設置 
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図４－３４ 斜面崩壊検知センサー設置場所（２次崩壊箇所）の状況 
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図４－３５ 福岡冷水峠の道路法面の１次・２次崩壊の模式図 
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図４－３６ 崩壊箇所の地質断面図 
 
  
       
写真４－８ 崩壊箇所の地質状況 
風化した花崗岩で、地質学的には
閃緑岩に近い成分である。 
まさ土層は厚くＮ＜5 の層が 20ｍ
以上ある。 
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４．５．２ 観測結果 
 
観測期間中の 10 月上旬に日雨量 103mm の豪雨により２次災害（浸食崩壊）が発生した。当時は１次
災害の本復旧工事の準備段階であり、頭部排土工法面には表面浸食防止を目的にシートを被覆していた
が、下部のアンカー計画斜面はシート被覆が未着手だった。このため、法面、および、その周辺斜面に
降った雨水が、法面の形状やシートの縒れ等を原因として、センサーを設置していた法面中央部に集中
し、アンカー計画斜面上部の小段を浸食していき、センサーが倒壊したものである。工事期間中も道路
片側通行を円滑安全に行う必要があり、道路管理者がガードマンを現地に配置してあった。センサーの
傾斜検知情報に基づいてガードマンが目視確認し、通行止めの措置がとられた。図４－３７に９月半ば
から約１ヶ月の各計器の動きを示す。 
 
 
図４－３７ 斜面崩壊センサーの異常情報 
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10 月２日の浸食崩壊において斜面崩壊検知センサーには図４－３８に示す計測データが得られた。斜
面直交方向への転倒が確認されているので、浸食崩壊はセンサーの横脇から始まり、センサーは横倒し
の状態で転倒したと考えられる。センサーの転倒確認時刻は、7：58 であった。6：38～58 から斜面直
交方向の傾斜が 7：48 まで－0.16°/hour で増加し、その後一気に転倒した。ガードマンの報告では、
浸食崩壊を確認したのは 8：00 頃であり、7～8時までの約１時間の動きは崩壊前の前兆現象と見てとれ
る。このように、多くの斜面崩壊は突然生じるのではなく、その前に少しずつ斜面の変位が観測される。
その後、浸食された土砂は斜面を流動して仮設防護柵の背面に堆積し、矢板の隙間から溢れて道路に流
出した。6：58 以前は 0.05 度以内のノイズを生じているが、これは気象条件などによる電圧変動９６）と
思われる 。以上の観測から、概ね 0.1°/hour を超える傾斜角速度変化が観測される場合は危険な兆候
といえるだろう。  
また、崩壊斜面を部分毎に分けて監視することが可能９７であり）、土壌水分量だけでなく個別斜面の
地下水の状況９８）や、さらに観測機器にＷｅｂカメラなどを加えるなどによって、傾斜計の動き方など
の斜面の状態と実映像などを組み合わせて、崩壊の予兆およびその状況をリアルタイムに遠隔地にて把
握することが可能と考えられる。 
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図４－３８ 道路法面の２次災害時の斜面崩壊検知センサーの計測データ９０） 
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４．５．３ まとめ 
 
 実際の斜面災害現場において 2次災害防止のために斜面崩壊検知センサーを設置し観測した。 
降雨により遮水シートの隙間から雨水が集中し斜面が浸食され、斜面崩壊検知センサーが倒壊の約 1
時間前から異常を検知した結果、ガードマンによる現場確認の上で通行止め措置がとられた。降雨の状
況によってはさらに大きな災害に発展した懸念ある中で、その予兆をとらえることもでき、危険を未然
防止できる可能性があることを確認できた。 
斜面崩壊検知センサーの斜面方向(Ｘ軸)、水平方向（Ｙ軸）、および、体積含水率は問題なく計測・
無線通信され、リアルタイムで遠隔地の状況を把握することができた。 
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４．６ 国道脇の斜面崩壊における二次災害防止への適用 
 
４．６．１ 現地の状況 
 
１）崩壊斜面の状況 
 
平成 23（2011）年７月の連続降雨により、福岡県田川郡添田町内の国道 500 号脇の斜面が崩壊した。
崩壊の様子を図４－６－１に示す。崩壊範囲は、延長が約 45ｍ、高さが約 29ｍであった。崩壊箇所は、
両側を沢で挟まれた尾根部に位置し、当該地域には中生代後期白亜紀の花崗岩類が分布している。地盤
調査により、花崗岩の風化が深部まで進行していたことが判明し、崩壊斜面の上部には、幾つかの開口
亀裂や滑落崖に相当する段差が認められた。 
当該国道は地域の重要な生活道路であり、斜面崩壊以降の仮設防護柵および押さえ盛土による復旧工
事の間における二次災害防止を目的として、伸縮計、孔内傾斜計、雨量計、監視用Ｗｅｂカメラ、およ
び、斜面崩壊検知センサーを設置して、遠隔地からリアルタイム自動監視を行った。 
 
 
図４－３９ 発災直後の見取り図および地表踏査結果 
 
２）被災時の降雨状況 
 
図４－４０、図４－４１に示すように、平成 23（2011）年５月 10 日からの累積降水量が崩壊する前
日（7 月 6 日）時点では約 1,250ｍｍに達していた。５月 10 日に 142.5ｍｍの日降水量を確認し、それ
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以降は断続的ではあるが、加速度的に降水量は増加した。しかし、被災日（平成 23 年７月７日）の日
降水量については 20ｍｍであり、必ずしも多い状況にはなかったが、斜面崩壊した。 
 
 
（ａ）日降水量図 
 
（ｂ）累積降水量図 
図４－４０ 平成２３年４月１日から８月３１日の降水量 
 
 
図４－４１ ７月６日から７月７日の時間降水量 
 
７月６日～7日 
７月６日 ７月７日
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４．６．２ 調査・観測機器の設置状況 
 
被災斜面で用いた警報システムには、伸縮計および雨量計の管理基準値を 3段階で設定し、各段階に
おける管理基準値を超過した場合は、警戒警報を発信する仕組みとした。 
地質調査については、オールコアで孔内傾斜計観測孔として４孔（No.１～No.４）、ノンコアで地下
水位観測孔として２孔（No.２－１・No.３－１）を掘削した。 
観測については、図４－４２に示すように、①地盤伸縮計観測３基（No.S-1～S-3、自動）、②抜き
板観測１７箇所(Ｎ－１～Ｎ－17)、③斜面崩壊検知センサー観測３基(No.１～No.３、自動)、④孔内傾
斜計観測４孔(No.１～No.４)、⑤地下水位観測２孔(No.２－１・No.３－１)、⑥雨量計観測１箇所、⑦
Ｗｅｂカメラ１箇所（自動）を設置し観測した。 
バッテリーはソーラーパネルで充電するので、商用電源のない箇所でも運用が可能であり、ネットワ
ークカメラは８時間の充電で２時間の閲覧が可能となっている９９）。 
 
 
図４－４２ 現場平面図および計測機器類の配置図 
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４．６．３ 観測結果 
 
１）各観測機器の経時変化 
次頁に示す図４－４３に、各観測計器のモニタリングから得られた測定値の経時変化を対比できるよ
うに示した。ここで、斜面崩壊検知センサーのＸ軸は斜面下部方向に向かって正である。 
 
 
 
 
 
図４－４３ 斜面崩壊検知センサー・伸縮計・累積雨量・土壌体積含水率、時間雨量の経時変化 
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降雨がある都度、土中の体積含水率が増加し、降雨が止むとそれが減衰し、体積含水率は概ね 18％～
34％程度の間を上下していることがわかる。8月～12月までの累積雨量は約 600mmであった。こうし
た降雨イベントに応じて伸縮計 S-1、S-2、斜面崩壊検知センサーK-1、K-2、K-3 が変位を観測した。
観測機間中、伸縮計は S-1、S-2それぞれ 70mm、40mm変位し、一方、傾斜角では K-1と K-2はほと
んど動かず、斜面中央部に位置する K-3が 2度程度動いた。 
 
２）斜面崩壊検知センサーの観測結果 
 
図４－４４はＫ－１のＸ軸、Ｙ軸の傾斜角の動きである。Ｘ軸は斜面下方向に向かって正、Ｙ軸は斜
面の上からみて左方向に向かって正になる。降雨イベントに応じてＸ軸、Ｙ軸方向の 2次元で動いてい
る。崩壊は基本的に斜面下方向であるＸ軸正方向の漸増あるいは急増となっているが、ところどころ負
の方向へ向っている箇所があり、特異的なノイズか、地盤の動きかどうかはＸ軸だけでなくＹ軸方向の
動きと合わせてとらえてみることが考えられる。傾斜角は大きく変位した後にしばらく安定状態が続き、
再び降雨などによって急変位する。Ｋ－３の場合、急変位したところから次に急変位する直前までを一
つのグループとすると３つの部分（同図Ａ、Ｂ、Ｃ）に分かれ、変位は階段状に進んでいる。 
Ｘ軸・Ｙ軸の傾斜角をプロットしたものを図４－４５に示す。プロットの密度の少ないところが大き
く変位した部分であり、図４－４４に対応する３つの領域に分けられる。大変位するときは－30度方向
に動き、その 180 度反対方向にリバウンド的にグループ毎に 1回変位があり、大変位と大変位との間は
＋15度方向へ少しずつ変位が進んでいる。斜面傾斜方向の変位を最も注意しなければならないが、Ｘ軸
変位が止まったからといってもＹ軸方向の変位にも留意する必要がある。 
 
 
図４－４４ Ｘ軸とＹ軸の傾斜変位（センサーＫ－３） 
 
  
図４－４５ 水平座標および傾斜角による２次元の動き（Ｋ－３） 
斜面下方向 下方向が正 
Ａ
Ｂ 
Ｃ 
Ａ
Ｂ 
Ｃ 
斜面の上から見て左下方向が正 
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 図４－４６に斜面崩壊検知センサーの傾斜角変位の速度変化を示す。傾斜角は、図４－４３でわかる
ように時間雨量 15ｍｍ程度の降雨、あるいは、体積含水率 35％程度になると動き始め、そのときの傾
斜角変位速度は 0.006～0.079°/hour、継続時間で半日～3 日間ほどの変動が観測され、それぞれ変動
後は安定状態に移行した。 
 斜面上部に設置した伸縮計（Ｓ－１）と、末端部の斜面崩壊検知センサ （ーＫ－３）および伸縮計（Ｓ
－２）との動きを比べると、下図に示すように 8 月 21～25 日頃、9 月 4～5 日、11 月 19 日の 3 回滑動
した中で末端部の方が上部に設置したものより、それぞれ 27 時間、13 時間、10 時間早く変位を観測し
た。理由としては、Ｋ－３を設置した場所は移動土塊の凸部に位置しており、変位を検知しやすい場所
であることと、傾斜計（No.3、図４－４８（c）参照）でみられるように、すべり線が深部と浅部に 2
つあり浅部のすべりの末端部に位置して変形を受けやすい位置であったことが考えられる。今回、深部
のすべりの末端部には設置していないが、孔内傾斜計（No.4、図４－４８（d）参照）の動きをみると、
地表面に近いところは斜面傾斜とは逆方向に傾いており、斜面末端部への設置事例を増やし崩壊メカニ
ズムとの関係を調べていく必要がある。 
崩壊斜面の亀裂をはさんで上側に設置した斜面崩壊検知センサー（Ｋ－１）、および、亀裂の下側に
設置した同センサー（Ｋ－２）には観測機間中ほとんど動きが見られなかった。Ｋ－２に関しては、す
べり面に沿って平行移動したため変位を検知できなかった可能性が考えられる。 
 
 
図４－４６ 斜面崩壊検知センサーの傾斜角変化９０） 
 
３）伸縮計の観測結果 
 
図４―４７に平成 23（2011）年７月 17日～８月 31日までの伸縮計の観測結果を示す。まとまった降
雨後に変位が発生する傾向がうかがえる。No.Ｓ－２の滑動開始の約２８時間後に No.Ｓ－１が滑動開始
した。No.Ｓ－３の変位量は、No.Ｓ－１よりも小さい。変位は断続的であり、No.Ｓ－１ではまとまっ
た降雨の約 10日後まで、NO.Ｓ－２では約５日後まで継続した。 
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図４－４６ 伸縮計観測結果の概略 
 
４）孔内傾斜計の観測結果 
 
孔内傾斜計の観測結果を図４－４８に示す。 
① 変位形態は、地すべり変位特有の「せん断変位」ではなく、浅部ほど変位量が大きい「弓型変位(ク
リープ変位)」を示した。 
② 変位量は地すべり土塊の冠頭部(No.２)では大きく、末端部(No.４)に行くにつれ小さくなる。 
③ No.２、No.３のＸ方向とＹ方向の変位から、浅い部分と深い部分にそれぞれ２箇所ずつのすべり面
が認められる。 
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図４－４８  孔内傾斜計観測結果図（累積変動図） 
（次頁につづく） 
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図４－４８  孔内傾斜計観測結果図（累積変動図） 
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４．６．４ 地すべりの滑動メカニズム 
 
被災斜面には、上部段差に断層破砕帯が通過すると想定され、その想定断層破砕帯に沿って３箇所の
湧水も観察された。現在滑動中の地すべりは、孔内傾斜計の観測結果（図４－４８）から深層すべりと
浅層すべりの２ブロックがあると考えられる。図４－４９に孔内傾斜計変位に基づく地すべり滑動メカ
ニズム想定断面図を示す。 
 
 
図４－４９ 地質断面図（縮尺：任意） 
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４．６．５ 斜面崩壊検知センサーと他の観測機器との比較 
 
１）斜面崩壊検知センサーと伸縮計との比較 
 
図４－５０に斜面崩壊検知センサーと伸縮計の位置と地質横断面を示す。図４－４３（ａ）斜面崩壊
検知センサー、および、（ｂ）伸縮計の観測データから、崩壊箇所の下端部に設置した斜面崩壊検知セ
ンサーＫ－３と、崩壊箇所上端部の滑落崖を挟んで設置した伸縮計Ｓ－１の挙動が顕著であり、雨量に
敏感に反応する結果が得られた。また、両者は非常に類似した変形挙動を示すこともわかった。 
 
 
図４－５０  伸縮計、傾斜計センサーの設置位置 
 
図４－５１は、斜面崩壊検知センサーＫ－３から得られた傾斜角を縦軸に、伸縮計Ｓ－１から得られ
た変位量（伸び量）を横軸にとり、同じ時刻における両者の関係をプロットしたものである。同図に示
すように、伸縮計の値の動きが安定した時刻には、傾斜角と伸縮計の変位量は線形関係にあることが認
められる。しかし、同図において、11 月 18 日の雨の降り始めから１６時間（連続降雨量が 98mm）の
間に、Ｋ－３から得られた傾斜角は急激に増加するのに対して、伸縮計の変位増加はほとんど認められ
ず、傾斜角変位が落ち着いた後に伸縮計が伸びる様子がみられる。伸縮計の変位量は傾斜角の増加が安
定した１６時間後から漸次増加し始め、伸縮計の変形挙動に明瞭な時間遅延が認められた。 
当該斜面の斜面崩壊に伴う変形挙動は、先ず末端部より変形が始まり、頭部へひずみが進むようなメ
カニズムになっていると推定され、斜面崩壊検知センサーＫ－３と伸縮計Ｓ－２の関係をまとめた図４
－５１からも同様の動きを読み取れる１００）。すなわち、斜面の変形が末端部より順次上部へ伝達され
るような崩壊メカニズムの場合、斜面崩壊検知センサーを崩壊部の末端に設置することにより、上端部
（亀裂部）にある伸縮計よりも早く崩壊の予兆を察知でき有効であると考えられる９６）。本サイトのよ
うに厚い風化土層があり退行的な崩壊の場合では、斜面中央部や凸部、末端部への設置によってより早
期に変状を把握できるものと思われる。 
図４－５２に、ほぼ同位置に設置した斜面崩壊検知センサーＫ－３と伸縮計Ｓ－２の比較を示す。こ
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こでも傾斜計の方が伸縮計よりも早く変位する傾向がみられる。ここで、傾斜角については、斜面崩壊
検知センサーを設置した地点直下の傾斜変化を直接読み取っているが、伸縮計の場合はインバー線を引
っ張った 2点間の相対的変位を読み取っている。このため、伸縮計の測定値の方が、傾斜変位よりも鈍
く反応する可能性があり、それが時間的な遅れになって現れている可能性がある。 
一方、凹部について、今回の斜面のように最初に崩壊後に若干の凹部がみられ、そこでの孔内傾斜計
No.4（図４－４８（d））の動きからは一概に地表面付近の傾斜変位がどのようにとらえられるか明確
ではない。今後、設置事例を増やして検討して行く必要があるだろうが、崩壊が並進的な動きであって
も崩壊土塊が全体的に滑動する場合、滑落崖付近の頭部に比べて末端部に圧縮域が発生し傾斜変位をと
らえる可能性は高いと考えられる。伸縮計では亀裂などのあきらかな変状が設置に必要であり、斜面崩
壊検知センサーの設置は凸部、中央部ほか危険性のある箇所に簡便に設置できる点で、どこがすべるか
わからないような斜面でも有効に計測できると考えられる。 
 
           
図４－５１ 斜面崩壊検知センサー（K-3）の傾斜角と伸縮計（S-1）の地表面変位の関係 
 
  
図４－５２ 斜面崩壊検知センサー（K-3）傾斜角と伸縮計（S-2）地表面変位の関係 
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２） 斜面崩壊検知センサーと孔内傾斜計との比較 
 
図４－５３に示すように、孔内傾斜計の地表面換算変位（ｍｍ）と斜面崩壊検知センサー（傾斜計）
の変位（度）は概ね同様の動きを示した。両者の変位は図４－５４にみられるように、ほぼ直線関係（勾
配＝0.0601）になり、斜面崩壊検知センサーの変位計測に基づいて警戒警報を発信するシステムが有効
であると認められる。 
 
 
(a) 孔内傾斜計（No.3） 
 
   
(b) 斜面崩壊検知センサー（K-3） 
図４－５３ 斜面崩壊検知センサーと孔内傾斜計の推移 
 
 
図４―５４ 斜面崩壊検知センサーの傾斜角と孔内傾斜計の地表面変位との比較 
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４．６．６ まとめ 
 
 被災した国道脇の斜面崩壊の復旧現場において試験を行った結果、観測期間中の主に降雨によって反
応した斜面崩壊検知センサー（傾斜角変位）、および、土壌水分計（体積含水率）の情報を無線通信を
介してリアルタイムに遠隔地に伝送することにより、斜面動態を遠隔で検知し、それに基づいて安全な
通行確保と復旧工事に寄与することができることを確認した。 
 斜面崩壊検知センサーの傾斜角と孔内傾斜計の地表面変位との間には相関性が認められた。また、崩
壊メカニズムがわかっている状態では斜面崩壊検知センサーを斜面凸部やすべり面末端部へ設置する
ことにより、伸縮計よりも 10～20 時間余り早く変位を検知することを確認した。 
 本サイトの傾斜角変位速度は最大でも 0.079deg/h であった。これは崩壊の危険性の目安となる
0.1deg/h 以下であり、最終的に斜面は安定する方向に向かった。 
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４．７ 切土工事における安全確保への適用 
 
４．７．１ 現地状況 
 
平成22（2010）年8月から行われた山形県酒田市内の高規格道路建設に伴う高さ約20ｍの切土掘削工
事において、法面の安全を監視した。図４－５５の法面平面図の中で、斜面崩壊検知センサーは法面最
頂部に３個（Ｋ－１～Ｋ－３）設置した。地質は、新第三紀の砂岩層で、斜面に斜交する流れ盤であっ
た。写真４－９に機器設置前の現地写真を示す。 
斜面崩壊検知センサーＫ－１を設置した斜面において、図４－５６に示すように、標準勾配で掘削開
始後２ヶ月で計画高まで掘削完了した頃から検知センサーの傾斜角度が徐々に増加した。これにシステ
ム監視者が気づき、現場サイドにて緊急点検を行った結果、法肩にわずかであるがクラックを発見し、
同図にあるように押え盛土を施工した。 
クラック発見から施工が開始するまでの間に、現場のクラックの開口と小段の凹凸が進行し、それに
伴って傾斜角も増加したが、施工が進むにつれて変状は停止し、崩壊には至らなかった。その後、ボー
リング調査ですべり面等の断面形状を確認し、最終的な対策工としてはアンカー付き法枠工の逆巻き施
工を行い、安全に工事を終了できた。 
 
 
図４－５５ 設置位置 
 
   
写真４－９ 機器設置前の現地写真 
変状を検知 
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図４－５６ 切土工事の断面図および平面図（Ｋ－１地点） 
 
４．７．２ 傾斜角変位の異常と対策 
 
図４－５７に示す時系列グラフでは斜面直交方向への傾斜増加が確認できるが、当該地の地質は層理
面が斜面に70～80°で斜交する流れ盤構造（法面の最大傾斜方向における層理面のみかけの傾斜が10°
程度の流れ盤）となっており岩盤すべりと見られた。掘削開始後、10月10日には0.1°程度まで傾斜の
累積が進行したが，これは掘削に伴う地山の緩みを捉えたと判断していた。しかし，10月17日に計画断
面まで切土掘削完了後も斜面直交方向の傾斜変位は停止せず、10月18日 には傾斜速度が0.0014deg/hへ
増加し、緊急点検を行った結果、法肩に変状（クラック）を発見した。10月18日～19日にかけて傾斜角
変位速度が、0.0014deg/h、さらに0.006deg/hへと加速・進行していく中で、押え盛土を施工、10月20
日に施工終了し変状の進行がストップした。その後、恒久対策としてアンカー付法枠工を施工した。 
このように傾斜変位が、大凡の目安として、0.01°/day（0.00042deg/h）を超えると点検が必要と考
えられ、0.1deg/hに近づくといつ崩壊してもおかしくはない危険な状態と考えられる。今回、法面変状
の予兆を発見し緊急対策を講じたため、工事の安全が確保され、全体工事費の増加や工程遅延を最小限
に済ませることができたものと考えられる。 
図４－５８に8月1日～10月20日までの気象庁の山形県酒田の降雨記録を付ける。9月11日～23日にか
けて累積307.5ｍｍの降雨があり、10月4日から10月17日にかけて断続的に累積133.5ｍｍの降雨があっ
た。降雨期以外に工事が行われていたとすれば、降雨による表層地盤のゆるみと工事掘削による末端部
での応力解放の両方の要因が重なって地盤内のひずみが増大したものと考えられる。 
 
（Ｋ－１） 
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図４－５７ 施工期間中の傾斜角度変動９０） 
 
 
図４－５８ 平成 22 年 10 月の山形県酒田の降雨（気象庁データ） 
 
４．７．３ 施工中の斜面監視の有用性 
 
この切土工事の監視事例において、斜面崩壊検知センサーと観測システムの設置位置により崩壊斜面
を部分毎に監視することが可能であり、復旧工事や法面の掘削工事などにおいて、一次および二次災害
防止のための工事中の施工管理と安全確保、スムーズな復旧の支援に有効９６）であることがわかった。 
また、種々の地質に応じた工事事例の整理や、崩壊の予兆となり得る傾斜角変位についてのデータ蓄
積が進めば、地山の地盤状況が不明確な場合や、地盤が不良な場合における二次災害防止や工事の安全
確保において十分適用性が認められる９５）ものと考えられる。 
図４－５９は、元データから1時間移動平均、および、24時間移動平均をとりスムージングを行った
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ものである。実際の施工管理や安全管理では、移動平均などにより自動的なノイズ処理を行い、傾斜計
の変位を読み取りやすくする必要がある。 
本サイトでは法面下部から計画面まで切土工事を行っていくため、最初から最上部法肩にセンサーを
設置した。切土など掘削法面の監視では、工事の進捗に応じて、観測機器を適切な位置に頻繁に付け替
える必要が生じるだろう。安価で簡便に設置できるという特長とともに、インターネットを介するだけ
ではなく、現場作業者へ直接動態や変状を通知し、警報を鳴らすような仕組みも必要と考えられる。工
事現場では計器のメンテナンスをしやすいので、より短いサンプリングタイムで工事期間中だけ監視す
る仕組みや、夜間でも小さな崩壊を検知できるように法尻側に設置するような計器も考えられる。現時
点で現場での機器設置やシステム管理をある程度熟練した技術者が行っているが、土壌水分計をはずす
など機能を単純化するとともに、異常発生時の対応マニュアルを整理し、まったくの初心者でも扱える
ようにすることも考える必要があるかもしれない。 
 
 
図４－５９ 傾斜角変位の移動平均による整理 
 
４．７．４ まとめ 
 
 高規格道路の切土工事斜面の傾斜変位を監視し、工事が計画断面まで掘削完了後に傾斜変位の異常を
検知した。現場へ連絡し、抑え盛土工を行った結果、変状を止めることができ工事の安全を確保したこ
とを確認した。 
 切土掘削の進行とともに傾斜角変位速度が徐々に増大していき、0.0014deg/h を超えて法肩にクラッ
クを発見し、その後も速度が加速し、0.006deg/h まで増加したが、抑え盛り土の施工で変状を止めるこ
とができた。傾斜変位速度の目安として 0.01deg/d を超えるとクラックの危険があり、0.1deg/h を超え
ると崩壊の危険があると類推される。 
斜面崩壊検知センサーは、ある程度長期に設置し監視することを想定しているが、施工期間中の安全
管理に用いるためには、安価・設置の容易さ・リアルタイム・遠隔監視などのほかにさらに現場で使い
勝手がよくなるような改善を行っていく必要があるとみられる。 
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４．８ 設置実績 
 
日本における斜面崩壊検知センサーの設置場所を図４－６０に図示する。また、日本および中国にお
ける設置場所、監視対象、設置数などのリストを表４－４に示す。平成27年1月現在までに本論文に掲
載した場所を含めて、64ヶ所（国内61ヶ所、中国2ヶ所、台湾1ヶ所）にデータロガー72機、斜面崩壊検
知センサー696機、小型孔内傾斜2機、センサーノード4機を設置し観測を行った。 
寒冷地としては、札幌市（最低気温-7℃程度）、および、釧路市（同-10℃程度）にて冬期期間に動
作試験を行い、適応性を確認した。また、山形県小国村では積雪2ｍの中で観測を行ったほか、宮城県
荒砥沢ダムサイトでは冬期を含め長期観測を行った。 
 
 
図４－６０ 斜面崩壊検知センサーの設置実績（国内および海外） 
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表４－４ 早期警報システムの設置場所など（国内および海外） 
ﾃﾞｰﾀﾛｶﾞｰ
観測ｼｽﾃﾑ
傾斜ｾﾝｻｰ
小型孔内
傾斜計
ｾﾝｻｰﾉｰﾄﾞ
1 H20 京都府 福知山市 道路脇河道斜面監視 道路（国道） 1 2 0 0
伸縮計1、ｶﾒﾗ1、雨量計1、孔
内傾斜計、温度計
2 H20 宮城県 栗原市 深層崩壊斜面監視 荒砥沢ダム貯水地 1 10 0 0
3 H20-H22 中国 重慶市万州区 地すべり監視 地すべり対策 1 4 0 0
4 H20～現在 兵庫県 神戸市六甲山 斜面監視 砂防対策 1 122 0 0
5 H21 福岡県 福岡市 地すべり監視 下水処理場 1 3 0 0
6 H21-H22 福岡県 飯塚市(冷水峠) 切土法面監視 道路（国道） 2 8 0 0
7 H21-H25 兵庫県 神戸市六甲山 表層崩壊監視 砂防対策 2 122 0 0 水位計1、流量計1
8 H22 栃木県 日光市 貯水池斜面監視 ダム 1 2 0 0 水位計1
9 H22 高知県 土佐郡大川村 斜面監視（表層崩壊） 砂防対策 1 21 0 0
10 H22-H23 兵庫県 神戸市六甲山 斜面監視 砂防施設 0 0 1 0 傾斜ｾﾝｻｰを介し中継
11 H22-H23 鳥取県 日南町 斜面転石監視 鉄道 2 10 0 0
12 H22-H23 静岡県 小山町 掘削斜面監視 ダム堤体 2 11 0 0
13 H22-H23 山形県 酒田市 切土法面監視 道路 2 6 0 0
14 H22-H25 中国 成都市都江堰市 地すべり監視(研究を含む) 地すべり対策 1 40 1 0
15 H23 兵庫県 朝来市 道路脇斜面監視 道路 1 9 0 0 伸縮計2
16 H23 福島県 いわき市 盛土法面監視 発電所 1 6 0 0 　
17 H23 福岡県 京都郡みやこ町 切土法面監視 ダム取付道路 1 3 0 0 雨量計1
18 H23 山梨県 富士川斜面 斜面崩壊監視 砂防斜面 0 38 0 0 　
19 H23 山形県 小国村 地すべり監視 地すべり対策 1 5 0 0 積雪2ｍ、伸縮計1
20 H23 群馬県 利根川（砂防） 斜面監視 砂防対策 1 3 0 0 　
21 H23 沖縄県 沖縄市 斜面監視 道路（国道） 1 5 0 0 　
22 H23 岡山県 倉敷市 根切掘削監視 架道橋 1 11 0 0 　
23 H23 埼玉県 熊谷市 堤防掘削監視 河川堤防 0 4 0 0 　
24 H23 福島県 いわき市 小学校校庭被災法面監視 自然斜面 1 5 0 0
25 H23 北海道 釧路市 寒冷地での適用試験 － 1 1 0 0 冬期（最低気温-10℃程度）
26 H23 北海道 札幌市 寒冷地での適用試験 － 1 1 0 0 冬期（最低気温-7℃程度）
27 H23 鹿児島県 奄美市 自然斜面 集落、道路 3 9 0 0
28 H23 宮城県 仙台市 切土法面 住宅 1 3 0 0
29 H23-H24 山口県 岩国市 斜面監視 家屋 1 3 0 0 カメラ
30 H23-H24 兵庫県 三木市 造成地切土斜面監視 最終処分場 3 9 0 0
31 H23-H24 福岡県 田川郡添田町 道路脇法面（二次災害） 道路（国道） 5 12 0 0
本研究／伸縮計12、カメラ4、
雨量計5
32 H23-H24 山形県 月山 集水井工事監視 地すべり対策 3 11 0 0 伸縮計1、雨竜計3、温湿度計1
33 H23-H25 静岡県 富士宮市 導水路脇斜面監視 発電所導水路 1 38 0 0 沈下計7
34 H24 兵庫県 神戸市 近接共同溝への影響監視 大学病院 1 8 0 0 振動計1
35 H24 福島県 喜多方市 貯水池斜面監視 発電用ダム 1 11 0 0 水位計1
36 H24 奈良県 吉野郡川上村 斜面監視 農地 － 2 0 0 回転灯、スピーカ
37 H24 奈良県 金峯山寺 石垣監視 寺（世界遺産） 1 5 0 0
38 H24 山形県 月山 斜面監視 道路 1 4 0 0 雨量計1
39 H24 三重県 伊賀市 － － － 3 0 0
40 H24-H25 奈良県 北葛城郡河合町 鉄道脇法面監視 鉄道（私鉄） 2 8 0 0
41 H24-H25 鳥取県 日野郡日南町 鉄道脇斜面監視 鉄道 0 10 0 0
42 H25 鳥取県 米子市 橋脚河川水位監視 鉄道橋 1 2 0 0
43 H25 鳥取県 鳥取市 近接施工監視 専門学校 0 2 0 0
44 H25 大阪府 高槻市
鉄道橋梁工事に伴う変位監
視
鉄道(東海道線) 1 4 0 0
45 H25 静岡県 御殿場市 切土掘削斜面監視 ダム 1 3 0 0
46 H25 新潟県 村上市 掘削斜面監視 河川 1 2 0 0
47 H25 秋田県 仙北市 法面監視 発電所 1 3 0 0
48 H25 山形県 西川町 集水井工事監視 地すべり対策 1 2 0 0
雨量計1、土石流ｾﾝｻｰ1、酸素
濃度計1
49 H25 岩手県 住田町 掘削斜面監視 砂防対策 1 2 0 0
50 H25 岡山県 高梁市 道路災害箇所監視 道路（県道） 1 2 0 0 伸縮計3
51 H25 高知県 安芸市黒鳥谷川 砂防ダム工事斜面 砂防工事の安全 1 4 0 4
うち傾斜ｾﾝｻｰとｾﾝｻｰﾉｰﾄﾞの兼
用器1
52 H25-H26 兵庫県 朝来市
ダム湛水に伴う地すべり監
視
ダム貯水池 1 8 0 0
伸縮計4、歪計2、ｶﾒﾗ1、雨量
計1、水位計3、埋設型傾斜計
53 H25-H26 東京都 大島町 土石流発生斜面監視 被災斜面 1 20 0 0 伸縮計1、カメラ1、雨量計1
55 H26 岡山県 高梁市 地すべり監視 地すべり斜面 1 2 0 0 伸縮計4
56 H26 静岡県 三島市 導水路脇斜面監視 導水路 1 3 0 0 沈下計1
57 H26 三重県 鳥羽市答志島 斜面掘削監視 － 1 3 0 0
58 H26 山形県 西村山郡西川町 斜面監視 － 1 1 0 0 雨量計1、ガス検知機1
59 H26 京都府 福知山市大江町 道路脇法面監視 道路（国道） 1 5 0 0
60 H26 兵庫県 丹波市市島町 転石監視 転石 1 2 0 0 伸縮計1、雨量計1、カメラ1
61 H26 和歌山県 海南市日方 斜面監視（二次災害防止） 崩壊斜面 1 6 0 0 雨量計1
62 H26 鳥取県 日野郡日野町 近接施工管理 鉄道 0 1 0 0
63 H26 台湾 高雄市 法面監視 産業廃棄物処分場 1 5 0 0
54 H26-27 埼玉県 秩父市 掘削斜面の監視 道路 1 7 0 0 雨量計1
64 H26-27 徳島県 板野郡板野町 掘削斜面監視 道路（高速道路） 1 19 0 0
合計 72 696 2 4
本研究で記載
備考、その他の設置機器№ 設置年度 設置場所 監視対象 目的構造物など
早期警報システム
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５．斜面災害リスクのリアルタイム評価手法の検討 
 
５．１ 概要 
 
 斜面災害検知センサーを崩壊の危険性のある斜面に設置し、早期警戒警報に活用していくためには、
センサーが適切に動作するだけでなく、斜面が有する自然条件、得られたデータの処理方法、計測され
たデータをどういう基準に基づいて危険性を判断するかなどを明らかにする必要がある。斜面の変状を
リアルタイムで収集し、評価し、警報を発するためには、わかりやすい管理基準が必要である。傾斜計
の管理基準について、５．２で述べる。 
本研究では土中水分の飽和度に代わる計測値として体積含水率を計測し、降雨量との対応を調べた。
一方、土砂災害警戒情報では５ｋｍメッシュの既知降雨量と予測値を土壌雨量指数に換算して警報を発
信している。このため、土砂災害警戒情報との整合性について、５．３で検討する。 
実証実験を通して、斜面の微小な変状を捉えるためにはどこに設置するかが重要であることがわかっ
た。傾斜変位を起こす場所は崩壊メカニズムとも関係しており、崩壊メカニズムは素因である地形・地
質によるものである。このため、斜面変状の異常値を検出するには、適切な設置位置に適切な手法で斜
面崩壊検知センサーを設置することが前提となる。この点について５．４で整理する。 
的確、かつ、精度良く異常値検出を行うためには、計測値の分解能を向上することが前提である。Ｍ
ＥＭＳ素子自身の分解能（0.0025deg）へできる限り近づけられるとよい。ノイズの原因には種々考え
られるが、特に大きな要因となっていたＭＥＭＳ素子の温度特性によるノイズ低減について、および、
それ以外のノイズ低減について、５．５で記す。 
５．６では、リアルタイムでの評価について、加速度を用いた評価という観点、および、現状は 10
分間間隔に固定されているサンプリング間隔について考察する。５．７では、これまで種々の自然斜面・
法面・構造物に設置した実績に基づいて「異常値検出」に係わる留意点を整理する。そして、今後、総
合的な災害リスクマネジメントに向けて本研究を活用していくための方策を考察するとともに、世界的
に災害が増加していることから、海外の現場における適用性について、５．８で考察する。 
 
５．２ 傾斜角変位速度による異常値検出 
 
５．２．１ 傾斜角変位速度と崩壊（安定）までの残余時間 
 
 斎藤ら５）６）７）を参考に、ひずみ速度とクリープ崩壊時間（崩壊までの残余時間）との関係を整理し
た。ひずみ速度に相当する変位量としては傾斜角変位速度を用いる。クリープ崩壊時間（残余時間）は
図５－１に示すようにある傾斜角変位速度（接線）が示す時刻から崩壊あるいは安定（それまで急激だ
った変位が小さくなる状態）までの時間９０）とする。 
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図５－１ 傾斜角変位速度と残余時間の定義９０） 
 
中国都江堰市の降雨実験、三峡ダム晒网坝地すべり、福岡県冷水峠、田川郡添田町、山形県酒田市の
各試験について、崩壊あるいは安定に至るまでの傾斜角変位速度と残余時間を読み取った結果を表５－
１に整理し、図５－２に図示する９０）。 
図５－２から、傾斜角変位が安定せずに変位速度が 0.01deg/hを超えるケースでは、0.1deg/hに満た
ないものを除くと、全てのケースで崩壊あるいは崩壊に近い大変形をすることがわかった。中国三峡ダ
ム・晒网坝地すべりサイトでは 0.1deg/hを超えて安定したが、隣接する場所では大きな崩壊が発生した。
こうしたことから、傾斜角変位速度が 0.01deg/hのオーダーに近づいたときには崩壊に対する注意を喚
起する必要が生じ、さらに 0.1deg/hを超える場合には崩壊の可能性が極めて大きくなるものと考えられ
る。崩壊した 3つ事例におけるセンサー（K-50、K150、T50-1、T50-2、冷水峠 unit2、晒网坝 unit2）
が傾斜角変位速度 0.1deg/h を超えてから、崩壊するまでの時間はそれぞれ約 7h、3h、4h、2h、1h、
12hであった。図５－２に従えば、0.1deg/h以上の傾斜角変位速度を観測した場合には、崩壊までの残
余時間は概ね 10数時間以内、早ければ 1時間程度と推測される。 
斜面崩壊検知センサーは 10 分毎に傾斜量の観測を行い、1 時間で 6 点の観測データを得ることがで
きる。よって、傾斜角変位速度は、ノイズの影響などにもよるが、最短で 10 分間の計測により算出可
能である。1 時間以内での崩壊予兆をとらえるためには、より短い間隔で計測できるようにすることも
改良の一つの方向となる。現段階では、斜面に明らかな変状（例えば亀裂など）を確認してからではな
く、危険性のある斜面について平時から前もって観測していくことで、計測データから斜面変状の傾向
を把握し、崩壊に結びつく斜面変状の予兆をより早く検知して、傾斜角変位速度に管理値を設け、的確
に警報を発することが可能とみられる。 
より早い時間に個別の斜面の崩壊危険性について正確な情報を提供できれば、深夜や集中豪雨の中で
避難を余儀なくされることはなく、時間的に余裕がある中で判断でき、適切な避難行動に移れるものと
思われる。 
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    表５－１ 斜面表面における傾斜角変位速度と崩壊（安定）までの残余時間の関係９０） 
サイト 
（参考図番） 
センサー
番号 
傾斜角変位速度 
（deg./h） 
崩壊／安定
までの残余
時間（h） 
変位後の状態(崩壊／
安定) 
中国・都江堰降雨実験 
（図４－１８） 
K50 
0.15 6.75 
崩壊 
3.81 1.75 
0.096 1.5 
45 0.5 
T50-1 
0.02 6.66 
崩壊 0.4 2.66 
195 0.16 
T50-2 
2.32 0.31 
崩壊 0.11 1.26 
0.02 5.3 
K150 
0.016 7.177 
ほとんど崩壊 
0.094 3.177 
0.46 1.847 
0.79 0.68 
21 0.28 
T200 0.016 8 以上 崩壊せず試験終了 
T300 0 － 変化なし 
福岡県冷水峠 
（図４－３８） 
Unit2 0.16 1 浸食崩壊 
中国三峡ダム・晒网坝 
（図４－３１） 
Unit2 
0.01 372 
近傍で土砂移動あり 
0.12 12 
福岡県田川郡添田町 
（図４－４６） 
K-3 
0.006 95 
安定 0.013 130 
0.079 6 
山形県酒田市 
（図４－５７） 
K-1 
0.00017 456 
安定 
（抑え盛土施工） 
0.0014 96 
0.006 24 
 
 表５－１、図５－２のデータには、都江堰市降雨実験で崩壊した地点と崩壊しなかった地点、冷水峠
の浸食による倒壊、三峡ダム晒网 での近傍で大規模な土砂移動があった例、田川郡添田町斜面で一旦
変位して安定した例、酒田市斜面で変位して抑え盛土で止めた例など、多種の例が含まれている。それ
にも関わらず全体としては両対数グラフの一定の幅の中で傾斜角変位速度と残余時間が動いているこ
とがわかる。 
 都江堰市・降雨実験で崩壊した箇所にあったセンサーのほとんどが 0.01deg/h よりも大きな変位速度
で、残余時間 10 時間以内から変位し始め、0.1deg/h を超過した後に崩壊に至った。0.1deg/h を超えた
時点では残余時間は 1～4時間程度であった。降雨実験で倒壊せず変位速度を観測できた T200 について
は残余時間は 8 時間以上とみられる。冷水峠の例では最初から 0.1deg/h を超える変位速度を観測して
わずか1時間で倒壊した。また、近傍で土塊移動を観測した三峡ダムサイトでは0.01deg/hから0.1deg/h
のラインを横切って急激に変状した。最終的に安定した田川郡添田町の例では 0.01deg/h を超えたもの
の 0.1deg/h を超えるまでには増加しなかった。クラックが発生し対策工により変状が止まった酒田市
の例では 0.01deg/h の線を越えるまでに至らなかった。 
以上の例で数は限られるものの、降雨状況や地形・地質の状況、実験斜面・自然斜面・切土斜面を含
み、崩壊の仕方も退行性から浸食崩壊まであり、センサー設置位置も一様でない条件の中で、傾斜変位
（全周を 360deg とした相対的ひずみに相当）についても既往文献（斎藤ら５）６）７））の崩壊予測方法の
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整理に準じた手法で説明できることが示されたことは重要と考えられる。ここで、斜面変状を監視する
場合の管理値として、傾斜角変位速度に着目する場合、1deg/h 程度になると崩壊危険性が喫緊の状態に
あり、逆に 0.01deg/h 程度ではまだ安定している状態にあるため、中間の 0.1deg/h 程度を監視のため
の実績に基づいた目安値ととらえるべきと考える。 
都江堰市における降雨実験では、斜面下方に設置したセンサーT50-1、T50-2、K50、K150 がそれぞれ
傾斜角変位速度を検知して異なる経路で倒壊、もしくは、倒壊寸前に至った。このことは、設置した地
点の地盤の変状を表しているものと考えられる。このため斜面に均等に数多く設置することができれば、
斜面のどの部分の変状が大きいかを知る手がかりになる可能性があると思われる。 
 
 
図５－２ 傾斜角変位速度と崩壊（安定）までの残余時間との関係９０） 
 
５．２．２ 傾斜計の監視基準（案）の設定 
 
 内村ら１１０）は斜面崩壊事例研究から、 
① 数日～数 10日にわたって起こる地すべり的変動について、0.01～0.1deg/day の継続的な傾斜速度が
観測されれば何らかの変状が疑われる、 
② 0.1～１deg/day では応急対応が求められる危険性がある、 
③ 少なくとも 0.1deg/h 以上の傾斜変位が観測される場合は、厳重な監視が必要である、 
と報告した。 
これに基づいて、傾斜角変位の管理基準案を表５－２にまとめる。警戒レベルを設け、図５－２に重
ね合わせた領域で図５－３に示す。 
ＭＥＭＳ傾斜計チップ自体の精度（２軸）は±0.0025deg であるが、センサーユニットにしての分解
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能はノイズの調査結果（表５－９参照）に示すように、生データ（3σ）で±0.023deg、1 時間移動平均
データ（3σ）で±0.0048deg であった。全センサーユニットで温度キャリブレーションを行えば気温に
よる変動分を取り除けるものとみられる。レベル３の管理基準である 0.1deg/h に対して、生データ、1
時間移動平均データを用いた場合で、それぞれ基準値に対する分解能は、23％、4.8％である。 
管理基準は傾斜量の絶対値をとらえるものではなく、データの時間的な差分により相対的変位をみる
ため、データが常に分解能以内に入っていれば全体的な傾向をとらえることが可能である。データ数点
を平均化することによってランダムノイズを取り除き、より確実に変位をとらえることができる。現在、
ＭＥＭＳ素子内で 2秒毎の 3点の測定データを平均化（図５－１４参照）して生データとしている。こ
のプログラミング変更によりＭＥＭＳ素子内処理で 1時間移動平均（素子内 3点×ロガー内 6点＝18 点
のデータの平均）に相当する平均化処理をできれば、生データの段階でランダムノイズを大幅に取り除
くことができるものと思われる。 
 
表５－２ 斜面崩壊検知センサーの管理基準案１０８） 
警戒レベル 警戒の内容 管理基準案 斜面の状況 
１ 点検・要注意、観測強化 
数日間 0.01 ～ 0.1deg/day 
(0.00042deg/h)  (0.0042deg/h) 
変状の疑いがある 
２ 対策検討、警戒・応急対策・通行止の検討 
0.1deg/day ～ 0.1deg/h 
(0.0042deg/h) 
応急対応が必要 
３ 厳重警戒・通行止 0.1deg/h 以上 厳重な監視が必要 
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Unit2（冷水峠）
T50-1（都江堰降雨実験）
レベル３
0.1deg/h以上
レベル２
0.1deg/d～0.1deg/h
レベル１
（数日間）
0.01～0.1deg/d
 
図５－３ 傾斜計管理基準案と傾斜角変位量実測値を合わせた図 
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５．２．３ 伸縮計の監視基準との比較 
 
１）斜面崩壊検知センサーと伸縮計との比較 
斜面崩壊検知センサーと伸縮計の比較結果について再整理する。中国・都江堰市での人工降雨試験、
田川郡添田町の実証実験により表５－３に示すような事項がわかり、斜面崩壊検知センサーの地表面換
算変位と伸縮計の変位はよい対応を示した。 
 
表５－３ 斜面崩壊検知センサーと伸縮計との比較 
№ 斜面崩壊検知センサーと伸縮計との比較結果 備考 
1 
滑落面を挟む／挟まないに係わらず、伸縮計の地表面変位と斜面
崩壊検知センサーの地表面換算変位はほぼ１対１で推移する。 
図 4-16、図 4-51、図 4-52 
2 
末端部に斜面崩壊検知センサー、頂頭部に伸縮計を設置すると、
末端部の斜面崩壊検知センサーでは 10 時間程度早く動き、伸縮計
が追随する。 
図 4-46 
3 
頂頭部では、斜面崩壊検知センサーが動かず、伸縮計が動く場合
があり、斜面崩壊検知センサーが平行移動した可能性がある。 
図 4-43 
 
伸縮計と斜面崩壊検知センサーの表面換算変位はほぼ１対１で変化し、末端部に斜面崩壊検知センサ
ーを設置した場合に伸縮計よりも先に動いた。斜面の変状が斜面末端部から上へ向かって伝搬する場合、
上部の滑落崖に設置する伸縮計よりも、末端部に設置した斜面崩壊検知センサーの方が早く検知するた
めとみられる。よって、斜面変状のメカニズムが明らかでない場合でも末端部から上部にかけて複数個
設置すれば崩壊の予兆をより早く検知することができるものと考えられる。 
伸縮計は開口亀裂を挟んで設置する必要があるため、開口亀裂が見つからない斜面において変状を観
測するには斜面崩壊検知センサーを設置する方が斜面状況に応じて設置位置の選択の自由度が高いと
考えられる。伸縮計が 1地点を不動点と想定した 2地点の相対的な変位を観測するのに対して、斜面崩
壊検知センサーは設置した位置直下の地盤性状に応じた傾斜量を直接検知１０１）１０２）するものである。
このため、湧水やはらみなどの前兆現象と関係する斜面末端部の初期的な微小変位を予兆として検知で
きるもの８５）９６）１０３）と考えられる。 
一方、滑落崖近くに斜面崩壊検知センサーを設置する場合、傾斜せずに平行移動すると傾斜量変位は
ゼロになる。滑落崖付近の変状は伸縮計による方がこれまでの実績も多く確実と考えられる。 
 
２）伸縮計の監視基準との比較 
伸縮計の管理基準は、(公財)高速道路調査会１０７）から現地計測に基づいて表５－９のような数値が
提示されている。斜面崩壊発生を予測するために行われた田村らの研究１０８）によれば、崩壊土層の厚
さの分布は浅層崩壊の場合、0.8ｍ～2.2ｍ程度とされ、平成 25 年度台風第 26号による伊豆大島の表層
崩壊の場合は概ね１～２ｍ１０９）とされている。また、表１－２（小山内ら２６））において、昭和 47 年
～平成 19年の降雨による崩壊の平均値として、崩壊深さ 1.1ｍ（標準偏差 1.49ｍ）とされている。 
都江堰市での実験の小型孔内傾斜計（図４－２５）、田川郡添田町の事例の孔内傾斜計（図４－４８）
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に示されるように、変状初期に基盤を不動点としてすべり面深さを半径とするように傾斜が発生する。
よって、センサーユニットの杭をある程度深く打ち込むことによって、すべり面深さを半径とした地表
面変位に換算することが可能と考えられる。 
ここで、浅層崩壊の崩壊土層深さ＝1ｍの場合、伸縮計の基準値を傾斜角変位に換算すると、表５－
４のようになる。斜面崩壊検知センサーの基準値をレベル 3 で 0.1deg/h としており、この数字から逆
算される崩壊土層深さは 2.2ｍ程度となり前述の文献値で示された崩壊土層深さの範囲内に含まれるこ
とがわかる。崩壊土層深さ 2.2ｍの場合を斜面崩壊検知センサーの基準値案（表５－２）と比べると、
警戒のレベルおよび数値において、ほぼ同程度の状況とオーダーで示される。よって、斜面崩壊検知セ
ンサーの基準数字は表層崩壊の場合、伸縮計と同等レベルであると考えられる。 
 
 表５－４ 伸縮計基準値の傾斜角変位へ換算 
対応 
伸縮計の管理基準 
(高速道路調査会) 
傾斜角変位への換算値 斜面崩壊検知センサーの基
準値案 崩壊土層深さ 1ｍ 同左 2.2ｍ 
点検・要注意 
または観測強化 
10 日で 
5mm 以上 
240 時間の平均で 
0.0012deg/h 以上 
同左 
0.00054deg/h 以上 
数日間 0.01～0.1deg/day 
(0.00042～0.0042deg/h) 
対策の検討 
5日で 
5～50mm 以上 
60 時間の平均で 
0.0024～0.024deg/h 
同左 
0.0011～0.011deg/h 0.1deg/d から～0.1deg/h 
(0.0042～0.1deg/h) 警戒・応急対策・ 
通行止検討 
1日で 
10～100mm 以上 
24 時間の平均で 
0.024～0.24deg/h 
同左 
0.011～0.11deg/h 
厳重警戒・通行止 
1日で 
100mm 以上 
24 時間の平均で 
0.24deg/h 以上 
同左 
0.11deg/h 以上 
0.1deg/h 以上 
 
５．２．４ まとめ 
 
傾斜角変位速度と崩壊（安定）までの残余時間との関係から斜面崩壊検知センサーにおける管理基準
値を設定した。管理基準は 3 段階に分け、警戒レベル３は傾斜角変位速度が 0.1deg/h 以上に増大する
場合で、厳重警戒・通行止の処置をとるものとした。 
管理基準は、降雨の状況（都江堰市人工降雨実験では１時間雨量 240ｍｍ）、地形・地質の状況（三
峡ダムサイトの地すべり、田川郡添田町の急傾斜地崩壊、酒田市の切土斜面）、崩壊の状況(冷水峠の
浸食崩壊)などの種々の状況を踏まえたものである。このため、レベル１・レベル 2、および、特にレベ
ル３の 0.1deg/h というしきい値の設定は、限られた事例の数であるものの相応の蓋然性も有すると考
える。 
伸縮計の地表面変位が斜面崩壊検知センサーの地表面換算変位と１：１に対応することから、伸縮計
の既往の管理基準値と比較したところ、崩壊土層深さ 2ｍの表層崩壊と同等の数字となり、傾斜角変位
速度 0.1deg/h を超えれば厳重警戒とすることで問題ないことを確認した。降雨については、それぞれ
の実証実験において、降雨量や体積含水率を計測し、降雨により傾斜変位が増加することを確認した。
降雨を誘因とする斜面変状に対する基準案として問題ないと考える。 
管理基準値と崩壊メカニズムとの関係については、都江堰市における人工降雨実験や地質調査を行っ
た田川郡添田町の例を除き、必ずしも明確とはいえない。今後、実際の現場での適用例を増やし、浅層
崩壊について検証を行うとともに、浅層崩壊以外の崩壊メカニズムに関しても適応性を検討する必要が
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ある。 
なお、管理基準は段階的に厳しくする警戒レベルを設定しており、種々の現場に適応しても実務上で
問題ないものと判断される。 
 
５．３ 体積含水率（降雨量）による異常値検出 
 
５．３．１ 体積含水率と傾斜角変位との対応 
 
降雨による斜面の飽和度と崩壊との関係が Orense ら１１）により報告され、飽和度 90％程度になると、
せん断ひずみが急増し崩壊に至る。本研究では、飽和度に代わり体積含水率を計測し、降雨と斜面傾斜
変位との関係を追っている。 
表５－５に各実験サイトにおける降雨と傾斜変位との関係を整理した。無降雨時に斜面崩壊検知セン
サーの傾斜数字が変化する場合、センサー自体の何らかの不具合の影響、あるいは、小動物や枝などが
センサーに接触したための誤作動などが考えられる。体積含水率を計測することにより、降雨以外の異
常値を除外することができる。雨天時には、体積含水率が上昇すれば実際に現地で降雨があったことを
確認できるし、体積含水率の増減により降雨が続いているのか止んだのか、ある程度の判断が遠隔地に
おいて可能となる。それらにより、観測システムとして安定した作動状態を確認できると考えられる。 
 
 表５－５ 降雨量と体積含水比の関係 
№ サイト 
体積含水率 体積含水率と 
傾斜変位との対応 
参照図 
無降雨時 降雨時 
1 
都江堰 
人工降雨実験 
最小約 25％ 
（深さ 1ｍ） 
最大約 37％ 
（同左） 
概ね対応 
図 4-20 
図 4-18 
2 
三峡ダム 
晒网 地    最小約 51％ 最大約 59％ 概ね対応。 
図 4-31 
図 4-32 
3 
福岡県 
冷水峠 
最小約 21％ 最大約 28％ 
対応 
（浸食崩壊により傾斜急増） 
図 4-38 
4 
福岡県 
田川郡添田町 
最小約 19％ 最大約 35％ 概ね対応 図 4-43 
 
 図５－４に、都江堰市・人工降雨実験の深さ 50cmの小型孔内傾斜計（K50）の傾斜変位と、同じ位
置の体積含水比の推移を示す。体積含水率が増加すると傾斜変位が増大９９）していくことがわかる。 
降雨により体積含水率が過去の履歴最大値を超えたときに、せん断ひずみが再度進行すると考えられ
る。一方、後発の降雨が小規模で、過去最大の体積含水率を超えない場合にはひずみは進行しない。こ
の結果、図５－４のように包洛線の形で、体積含水率－ひずみ曲線が描かれる。伸縮計や傾斜計の変位
量だけでも斜面変状や崩壊を推測することができるが、より確実な判断を行うためには、変位量だけで
はなく、降雨に追随する体積含水率をともに観測していくことが必要と考えられる。 
斜面災害警戒情報では、地域毎に降雨量（既往および予測）のみから、その地域の災害リスクを予測
しており、そのため、斜面毎のリスクを予測するものではないという注書きを入れている。斜面毎のリ
スクを検討する上で、降雨量と変位の両者を観測することが重要であり、その上で斜面災害警戒情報な
どの活用が必要と考える。 
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図５－４ センサー（K-50）の傾斜変位と体積含水比の推移１０４）１０５） 
 
５．３．２ 土壌雨量指数との関係 
 
自治体が避難勧告を発令したり、住民が自主避難する上で、気象庁や都道府県が発信する土砂災害警
戒情報が大きな判断材料となっている。土砂災害警戒情報は 5ｋｍメッシュの降雨量の実測値、および、
予測値から求められる土壌雨量指数（長期降雨指標）と 60 分間積算雨量（短期降雨指標）によって作
図される。土砂災害警戒情報では、降雨量によって描かれるスネークラインが、長期・短期雨量指数の
過去最大履歴の包洛線（ＣＬ）を超えると、土砂災害の危険性が極めて高くなる。斜面毎に考えると、
前節に示されたように、体積含水率が履歴最大値を超えるような降雨があると、せん断ひずみが再度進
行し、斜面が変状し崩壊に至ると考えることができる。 
図５－５に、都江堰市の人工降雨実験における土壌雨量指数の推移を示した。土壌雨量指数は、3 段
のタンクモデルにより計算され、個々のタンクが浸透・流出・貯留を伴い、ある半減期に基づいて貯留
高が増減し、その合計値により与えられる。図５－６（ａ）に人工降雨実験の土壌雨量指数と 60 分間
累積雨量によるスネークラインを示した。スネークラインにより、累積降雨量の増加に応じて徐々に右
方へシフトしながら、末端部から斜面崩壊が進み、K50、T50-2、T50-1、K150 の順番にセンサーが崩落
していく様子がわかる。土壌雨量指数の累積的な増加に加えて、60 分間積算雨量が最大となったときに
崩壊が進んでいく様子がわかる。土砂災害警戒情報では、土壌雨量指数と 60 分間積算雨量が警戒基準
（ＣＬ）を超過すると予測されるとき警報や避難勧告が発せられる。 
人工降雨実験では、崩壊しやすいように斜面末端部を掘削除去したため、引張応力の働く領域が後退
しながら崩壊が進行したと考えられる。地盤内の応力ひずみ状態が刻々と変わり、斜面崩壊検知センサ
ーや小型孔内傾斜計の計測値に現れており、個々の斜面について、ＣＬは降雨量の量的な幅を持った危
険ゾーンとして表される。すなわち、個々の斜面を対象とする場合は、その斜面に降った雨量に基いて、
傾斜変位、体積含水率、度重量指数などの降雨指標のデータを蓄積し、降雨に対する崩壊リスクを推定
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できる可能性がある。長期雨量指数については、現地に設置した雨量計から算出する場合と、周辺の雨
量情報を利用する場合が考えられる。 
体積含水率は、降雨開始後に上昇して降雨終了後にゆるやかに減少し（図４－２０）、土壌雨量指数
のタンクモデルの上位タンク（図５－５、Ｓ１タンク）に近いプロファイルを呈する。よって、短期雨
量指標の代わりに体積含水率を用いスネークラインを描くと、図５－６（ｂ）のようになる。体積含水
率は比較的変化のはっきりしていた深さ 75ｃｍの計測値を用いた。 
降雨後の体積含水率が充分戻らない状態で、再び降雨があると累積的に体積含水率が増加し、傾斜角
変位が増大する。ひずみ量（傾斜角変位）が徐々に小さくなっても斜面が安定化しているとは限らない
ので９９）１０４）、傾斜角変位と体積含水率の両方を計測すること９７） が重要である。土砂災害警戒情報
ではメッシュ状にＣＬ値などが公表されている。それらも参考に、斜面毎の傾斜変位と体積含水率を継
続的に計測することができれば、斜面崩壊に至らない状態でも、降雨量と体積含水率の変化による地盤
内傾斜変位の状況を抑え、より大きな変状に備えることが可能と考えられる。 
 
 
図５－５ 土壌雨量指数の推移 
 
   
（ａ）土壌雨量指数と 60分間累積雨量）        （ｂ）土壌雨量指数と体積含水率 
図５－６ 人工降雨実験（都江堰市）におけるスネークライン 
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５．３．３ 降雨関連データによる異常値検出 
 
図５－７に土壌雨量指数と傾斜角の変化との対応を示す。土壌雨量指数の増加に伴い斜面崩壊検知セ
ンサーと小型孔内傾斜計の傾斜角が増大していく様子がわかる。斜面崩壊検知センサー・小型孔内傾斜
計によって斜面変状に係わる異常値を検出する場合、以下の点が必要となる。 
・対象斜面における降雨について雨量計や体積含水率計で計測する。 
・体積含水率と傾斜角の履歴を記録する。（体積含水率の増加は傾斜角変位よりも遅れて現れる） 
・土砂災害警戒情報の雨量（土壌雨量指数）予測を参考にする。 
・降雨量・体積含水率、および、土壌雨量指数との関係で対象斜面の傾斜角変位を整理する。 
 
 
図５－７ 土壌雨量指数に対する傾斜角の変化 
 
５．３．４ まとめ 
 
斜面崩壊検知センサーに外付けされる体積含水率計により、降雨に伴う斜面の体積含水率変化を計測
することで、傾斜変位が降雨起因によるものかどうかがわかり、斜面崩壊検知センサーの管理基準を適
切に運用することができる。降雨により体積含水率が上昇して、傾斜変位を起こした場合、管理基準値
に基づいて斜面の状態をレベル判定することが可能である。一方、体積含水率に変化のない傾斜変位や
地震など明らかに起因がわかる場合以外は、センサーの誤作動などが考えられ、計測データから除外で
きる可能性がある。 
降雨によって体積含水率が過去履歴の最大値を超えると、斜面内部のひずみが進行し傾斜角変位が増
大する。このため、傾斜角変位と体積含水率の関係から斜面の変状が進行性のものかどうかわかる可能
性がある。また、体積含水率を実効雨量の短期降雨指標に代替して、土壌雨量指数との関係でスネーク
ラインを描くことにより、土砂災害警戒情報の予測雨量から、個々の斜面における危険性推定を推定す
ることも可能とみられる。 
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５．４ 設置位置および手法による異常値検出 
 
５．４．１ 実証実験における設置手法 
 
１）実証実験に基づく設置位置 
 設置位置を選定するにあたり、対象地の地形地質に関する基本的な情報を把握して、崩壊のメカニズ
ムをできる範囲内で推定しておくことが重要である。地表踏査（図４－３９参照）を行うことはもちろ
んであるが、可能なら物理探査やボーリング調査を行うことを念頭におく必要がある。なお、地形地質
に関する情報とは、亀裂やゆるみの程度、地形の凹部・凸部のような不安定な地形、流れ盤か受け盤か、
すべり地形か集水地形か、風化層が厚いか、崩積土層か、等々の斜面の安定に関するものである。また、
工事現場の場合は、法面勾配、小段の位置や施工ステップに留意して、設置する場所とその工程を考慮
する必要がある。 
表５－６に実証実験を通した斜面崩壊検知センサーの設置位置についてまとめた。田川郡添田町での
斜面観測結果（図４－４６）に示したように、斜面頂頭部にある亀裂や滑落崖を挟んで設置した伸縮計
（Ｓ－１）に比べて、斜面末端部に設置した斜面崩壊検知センサー（Ｋ－３）、および、伸縮計（Ｓ－
２）では、斜面変状を 10時間以上早く検知することができた。よって、斜面末端部へセンサーを設置
することが変状をより早く検知する上で効果的である。伸縮計を設置する場合、亀裂や滑落崖など目視
できるような明らかな斜面変状を前提としており、斜面崩壊検知センサーの特長として亀裂の有無に関
係なく、斜面を平面的、および、（小型孔内傾斜計により）深度方向に、均等に配置して計測できる点
があげられる。 
 
表５－６ 斜面崩壊検知センサー設置位置 
計器 設置位置 設置の目的・趣旨 実証実験 
斜面崩壊検知 
センサー 
斜面中央部 斜面において代表性のある地点として。 
田川郡添田町 
晒网坝 
斜面末端部 
斜面変状をより早く検知する。 
人家などへの被害防止。 
田川郡添田町 
斜面凸部 比較的変状しやすい箇所である。 田川郡添田町 
斜面中央の両端部 
両サイドでゆるみ域が拡大しないか確認
する。 
冷水峠 
酒田市 
斜面頂頭部 
（滑落崖の下） 
伸縮計との比較。 田川郡添田町 
斜面頂頭部 
（滑落崖の上） 
不動性を確認する。 田川郡添田町 
小段の上 
（工事の場合） 
小段の安定性の確認。 
工事進捗に応じて移動できる。 
冷水峠 
酒田市 
小型孔内傾斜計 斜面中央部 
すべり面より上の深度毎の変位情報を得
る。 
都江堰市 
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斜面全体的な変状を知るため、また、より早い時間で変状を把握するため、斜面中央部と斜面末端部
への設置が必要である。斜面中央部では、小型孔内傾斜計を併用し、深さ方向の変位を観測できるとな
およい。それ以外に、対象地の地形・地質に関する情報（例えば、流れ盤か受け盤か、地すべり地形・
集水地形か、風化土層かなど）や崩壊メカニズム、地質調査結果（例えば、ボーリング情報や探査結果
など）や踏査結果（例えば、亀裂やゆるみ域の有無、地形の凸部や凹部の有無など）、工事現場なら小
段などに留意し、設置する必要がある。 
亀裂などがない場合や過去に滑動履歴がない場合、可能であれば地質調査を行って、滑動メカニズム
を想定し設置位置を決めることが望ましい。 
 
２）グリッド状の配置 
 崩壊メカニズムや崩壊（地すべり）ブロックなどが明確でない場合など、斜面崩壊検知センサーの設
置間隔をどのようにするかは崩壊の予兆を検知する上で重要なポイントとなる。通常、現地周辺にある
斜面崩壊跡地などの崩壊規模を参考に設置間隔を決める。ある程度、グリッド状に配置することにより、
変位検知の見逃しを少なくし、滑動領域の絞り込みを容易にすることができる。 
周辺の平均的な崩壊規模が 20ｍであれば、それ以下（例えば 15ｍ）の間隔でグリッド状に配置すれ
ば変位を検知できる可能性が高まる。昭和 47年～平成 19 年までの降雨による崩壊の平均的崩壊幅（小
山内ら２６）、表１－２参照）は、14.7ｍ、高さ 12.7ｍである。周辺に手がかりがない場合は参考にでき
る。これまでの設置実績から、崩壊ブロック内に 3～4台、ブロック外に 2～3台程度設置すれば、不動
土塊との差異から崩壊範囲をある程度推定でき、対象斜面の危険エリア内だけでなくその外側にも設置
することが必要となる。 
通常、斜面の最大傾斜方向をＸ軸、それと直交方向をＹ軸として設置する。グリッド形状に配置する
場合、グリッドの方向に合わせてＸ軸・Ｙ軸を設定することも可能と考えられる。 
 
３）設置における留意点 
実際には、様々の理由（予算的制約、緊急対応、施工上の支障、通信状況、地形や植生など）によっ
て設置台数や配置などが影響を受け、一律に決められない場合が多い。現地の状況や種々の制約条件に
応じて、設置する必要が生じる。 
酒田市の例では、最初から最後まで頂頭部の小段に設置したが、現時点で再考すると、施工の進捗に
従い斜面崩壊検知センサーを法肩から小段へ下ろしていく方法がより確実に変位を補足できると考え
られる。冷水峠の例は、設置した位置が偶発的に浸食されたものであり、遠隔地において状況判断する
ためには、崩壊ブロックに複数台設置することが重要と考えられる。田川郡添田町の例では、設置台数
が限定されたため、滑動ブロック中央部（凸部）に設置することとなった。このように崩壊ブロックが
予め判明している場合、頂頭部へ設置するよりも末端部へ設置する方がより早く変位を捉えられる。頂
頭部に設置して土塊が平行移動すると検知できないため、亀裂がある場合の頂頭部では伸縮計を用いる
ことが必須である。 
データロガーは、予想される崩壊ブロックの範囲外に設置しなければならない。また、監視対象斜面
と同一斜面に設置すると、植生が繁茂したり斜面の凹凸によっては電波障害が発生し無線が届かなくな
る場合がある。斜面崩壊検知センサーとの間はできるだけ見通しよく距離が短い方が望ましい。対面す
る斜面に設置するのが理想的である。しかし、実際にはそのような設置条件にならないケースが多く、
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同一斜面で無線テストを行い設置場所を決める場合が多くなるのが実情である。 
設置にあたり、無線モジュールと外付けの斜面崩壊検知センサーや体積含水率計とをつなぐコードは、
ＰＦ管（蛇腹管）で保護して獣害防止することが不可避事項である。 
 
５．４．２ 工事法面における設置位置 
 
 埼玉県秩父市の道路法面掘削工事１０６）の例を写真５－１、図５－８に示す。暫定法面形成のための
粗掘削が行われ、平成 26年 2月 4 日に１段目小段上に斜面崩壊検知センサーＫ－１、Ｋ－２が設置さ
れ、２段目小段まで掘削が進んだ 5月 14 日にＫ－３、Ｋ－４が設置された。その後、Ｋ－３下部法面
を掘削したところ、同月 20 日に幅 30ｍ程度の規模の崩壊が発生した。 
法面勾配はおおよそ１：1.8（30deg）、地質は砂岩泥岩互層であり、崩壊は層理面に沿って発生した
平面すべりとされた。写真５－１に見られるように、層理面上には削痕があり表面に光沢がみられ、泥
岩の風化により粘土層が生成してすべり面を形成したと考えられる。 
崩壊はＫ－３の位置に達するものではなかった。Ｋ－３の計測値が安定していたので、崩壊に伴う法
面の不安定化とゆるみがＫ－３を設置した小段まで及ぶものではないと判断され、早急な復旧作業開始
のための判断材料を提供することができた。工事法面の監視では、掘削工事の邪魔にならないこととセ
ンサーを保守し易いことから、小段上に通常設置する。小段は法面の構造的な安定確保にも関係してお
り、小段における変状がないことを計測データに基づいて明らかにすることで、その後の素早い復旧作
業、および、設計変更につなげることができる。斜面に変状がないことを観測することは斜面崩壊検知
センサーの重要な機能であることがわかった。 
斜面崩壊検知センサー間の距離は約 20ｍ～約 50ｍ程度である。これ以下の小規模の崩壊を捕捉する
には、掘削の進捗に応じて設置場所を移動すること、日毎の工事終了後に法面末端部に設置することな
どが必要となる。工事法面の監視において、簡便に設置でき移動できる計測機器とすることが重要であ
る。 
 
  
写真５－１ 法面崩壊の様子１０６） 
斜面崩壊検知センサー 
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図５－８ 現場の平面図および断面図１０６） 
 
５．４．３ 家屋被災範囲に応じた設置位置 
 
土砂災害防止法施行令（第 2条）では、斜面崩壊が発生した場合に身体に危害が生じるおそれのある
区域を土砂災害警戒区域（警戒区域）とし、さらに建築物を損壊するおそれのある区域を土砂災害特別
警戒区域（特別警戒区域）とし開発規制している。警戒区域は斜面形状により定められており、急傾斜
地（傾斜角 30度以上、高さ 5ｍ以上）の場合、斜面上端から 10ｍ以内、下端から斜面高さの 2倍（最
大 50ｍ）以内で、この範囲が影響範囲とみなされる。特別警戒区域は、建物強度と流出する土砂の衝撃
力や堆積による土圧との関係から決められ、影響範囲の中でも崩壊した場合に生死に直結するような危
険区域と考えられる。これらは予防という観点から土砂の及ぶ範囲を明確にして減災しようとするもの
である。 
よって、斜面変状の異常値を検出する場合において、崩壊メカニズムの想定とは別の視点で、崩壊土
砂による影響範囲の想定から観測機器を設置する手法について検討する。斜面崩壊検知センサーを設置
する斜面としては、亀裂などあきらかな変状がある斜面、変状はないが崩壊のおそれのある斜面、工事
など開発行為がある斜面や法面などに大別される。通常、斜面の下端側あるいは上端側には、家屋や道
路などの何らかの資産や施設、工事現場の場合は作業者や車両などが存在する。それらの斜面・法面に
対して、崩壊規模や影響範囲を想定し、影響範囲内にある施設などを念頭において、斜面モニタリング
することが前提条件となる。 
斜面崩壊の被災範囲の算定方法については、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進
に関する法律施行令第 2条第 2号の規定に基づき国土交通省大臣が定める方法等を定める告示」（平成
13 年 3 月 28 日国土交通省告示第 332 号）により定められている。それによれば、地形把握、崩壊土砂
の移動高さと堆積幅の想定、土質定数設定などを行い、土砂の移動による力（衝撃力）と堆積による力
（土圧）を算出し、建築物の耐力との比較を行って、建築物の耐力を超過する範囲を家屋被災範囲とす
る。 
表５－７に、影響する地域の地盤に勾配がなく、崩壊土量が崩壊幅×到達距離の矩形状に均等に到達
する場合の到達距離として概算値を示す。この到達距離の範囲内に建物などがある場合、その構造（木
崩壊箇所 
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造・軽量鉄骨構造、重量鉄骨構造、RC・SRC 造）の違いによって衝撃力や土圧に対する耐力が異なるた
め、建物の構造を把握し、前述の告示（平成 13年 3月 28 日国土交通省告示第 332 号）に従って、土砂
の衝撃力と土圧、および、建物耐力とを比較し、警戒区域と同レベルの危険性があるかどうかを把握し
ておく必要がある。 
家屋被災範囲が設定されない場合は、５－４－１（実証実験における設置手法）、あるいは、５．４．
２（工事法面における設置位置）に従って、斜面崩壊検知センサーの設置を行えばよいと考えられる。
一方、家屋被災範囲が設定される場合、つまり、土砂到達範囲内に人命に関わる家屋被害が発生するよ
うな場合は、 
①建築物に最も近接する斜面末端部に少なくとも 1個のセンサーを設置する。 
②建築物を斜面に投影したときの両端の末端部に設置する。投影には斜面の向きや建築物がある地形の
状況（勾配など）を勘案する。 
③建築物と斜面との距離を到達距離にみたてて、その斜面高さまでの間に設置する。必要ならさらに上
部に設置する。②で建築物を投影したときの両端部上方の位置も同様に設置する。 
グリッド状に充分密に設置できる場合、①②③の限りではない。また、家屋被災範囲の算定式は、傾斜
角 30度以上で高さ 5ｍ以上の急傾斜地を対象とするものである。 
 表５－８に、家屋被災範囲を算定するために必要なＦｓｍ（土砂移動による力（衝撃力））、Ｆｓａ（土
砂堆積による力（土圧））、および、Ｐ１（土砂移動の衝撃力に対する建築物の耐力）に係る定数や参
考値を掲載する。なお、国土交通省・国土技術政策総合研究所は、土質定数については必ずしも土質試
験結果によらなくても実際の被災と算定例が一致すると報告２７）した。また、損害保険料率算出機構６７）
は影響範囲を斜面高さの 1.8 倍かつ最大 35ｍ、崩壊高さを 60ｍ以下として実態に合わせて計算した。
「待受け擁壁の設計計算事例」では、地質調査などで推定が困難な場合の崩壊土量について表５－７を
参照している。 
家屋被災範囲の状況に応じて、異常値検出するための設置位置、設置密度に留意する必要があるだろ
う。 
 
表５－７ 斜面高・崩壊土量などと到達距離の関係（１１４）に加筆） 
斜面高（ｍ） 
崩壊土量Ｖ 
（ｍ３） 
崩壊幅Ｗ 
（ｍ）(注 2) 
土砂の移動高 
（ｍ）(注 3) 
到達距離 
（ｍ） 
5≦Ｈs＜10 40 14 0.6～1.0 5.7～9.5 
10≦Ｈs＜15 80 17 0.6～1.0 9.4～15.7 
15≦Ｈs＜20 100 19 0.6～1.0 10.5～17.5 
20≦Ｈs＜25 150 21 0.6～1.0 14.3～23.1 
25≦Ｈs＜30 210 24 0.6～1.0 17.5～29.2 
35≦Ｈs＜40 240 25 0.6～1.0 19.2～32.0 
45≦Ｈs＜50 370 29 0.6～1.0 25.5～42.5 
50≦Ｈs 500 32 0.6～1.0 31.3～50.0 
注 1) 全国の斜面災害データ（4671 件）に基づき、斜面高さ毎に区分した崩壊土量が累積度数 90％となる値。 
注 2) 崩壊幅Ｗは崩壊土量Ｖから近似式； Ｗ＝3.94Ｖ0.336 に代入して算出。 
注 3) 小山内ら２７）は原則として、移動高＝１ｍ とした。一方、「土砂災害防止に関する基礎調査の手引き」 
（(一財)砂防フロンティア整備推進機構、2001）によれば、崩壊深さの１／２とされ、小山内ら２６）の統計資料 
から崩壊深さ＝平均値 1.2ｍ とすると、移動高＝0.6ｍ になる。よって、移動高＝0.6～1.0ｍを用いた。 
注 4) 一般的な到達距離は斜面高の 2倍で最大 50ｍとされる。 
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表５－８ 被災範囲算定のための主な定数２７）６７） 
項目 定数 記号 参考値 備考、引用文献№ 
土石によ
る衝撃力
（Ｆｓｍ） 
土石の移動高 ｈｓｍ 1ｍ 27） 
  〃 〃 
0.6ｍ、1ｍ 
（崩壊深さの１／２） 
67） 
崩壊深さ － 1.2ｍ、2ｍ 67） 
土石等の移動時の密度 ρｍ 1.8ｔ/ｍ
３ 67）、注 1) 
末端に隣接する急傾斜地居合
いの土地の傾斜度 
θｄ (原則として) ０  27） 
土石などの移動時の比重 σ 2.6 67）、注 1) 
土石等の移動時の容積濃度 ｃ 0.5 67）、注 1) 
土石等の流体抵抗係数 ｆｂ 0.025 67）、注 1) 
土石等の移動時の内部摩擦角 ψ 15～40° 67）、注 1) 
堆積によ
る土圧 
（Ｆｓａ） 
土石等の単位堆積重量 γ 14～20kＮ/ｍ３ 67）、注 1) 
建物の壁面摩擦角 δ ψ×２／３（度） 67）、注 1) 
建築物の
耐力 
移動の力（衝撃力）に対するＳ
造建築物の外壁耐力 
Ｐ1 
移動高 0.6ｍ～1ｍの
とき 100kＮ/ｍ3 
Ｓ造（重量鉄骨）の
外壁が損壊、67） 
移動の力（衝撃力）に対する木
造建築物の軸組耐力 
Ｐ1 
移動高 0.6ｍのとき 
11.77k/ｍ3 
木造の軸組破壊（全
壊）、67） 
  〃 Ｐ1 
移動高 1ｍのとき 
7.68k/ｍ3 
〃 
注 1) 原典は、一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構：土砂災害防止に関する基礎調査の手引き（2001） 
による。 
 
５．４．４ 設置手法 
 
 斜面に設置する手順について検討する。機器設置手順を図５－９に示した。 
これまでの実績に基づいて、観測が開始される状況とその斜面について類別すると、①緊急に実施さ
れる観測（雨期の変状や被災斜面などで資料が充分にない場合）、②計画立案から入る観測（現地調査
などの資料に基づいて計画的に観測に入れる場合）、③切盛土工事法面の観測に類別できる。それぞれ
の状況に応じて、斜面の異常値検出を行う必要がある。 
 ①の場合、踏査や既往資料に基づいて斜面の状況を把握し、システムの概略検討を行って速やかに観
測を開始する必要がある。この場合、斜面崩壊検知センサーが軽量・安価・設置が容易であるという利
点を活かし、必ずしも熟練者や専門家でなくても、速やかに多数の機器を斜面へ設置することが可能に
なると考えられる。表５－６に示すように少なくとも、斜面崩壊検知センサーを斜面方向に 3個（末端
部、中間部、頭部）、斜面幅が広ければ水平方向に 2個（斜面の左右端）を設置する。斜面末端部は応
力が集中し地下水が集まり、より早く変位を検知できることから設置する必要がある。また、斜面崩壊
検知センサー以外で、頂頭部に伸縮計、深いすべりでは深度方向に小型孔内傾斜計（あるいは孔内傾斜
計）を配置する。遠隔地が多いためカメラを設置して映像で確認できるようにしておくとわかりやすい。
緊急の場合、特に斜面変状が現れやすい重要位置に設置するように専門家の意見を踏まえる必要がある。
機器設置のイメージを図５－１０に示す。 
②の場合、既往資料に基づいて地質調査を行い観測システムを検討する。すでに設置されている観測機
器がある場合は、機器の仕様にもよるがアナログデータの場合はＡ／Ｄ変換し、無線通信機能を利用し
て本システムにデータを取り込み、斜面崩壊検知センサーのデータと同様にサーバー上でリアルタイム
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処理・監視することが可能である。斜面延長が長い場合には周囲の谷地形などの状況を参考に設置位置
を決める必要がある。 
③の場合、地質調査データに基づき施工工程を勘案して設置する。法面では通常小段への設置となる。
工事の進捗に応じて、小段から小段へ機器を移動する。法面上部だけでなく、夜間は小段末端部へ設置
することで、より変状をとらえやすくなる。 
家屋被災範囲が設定される場合には、されない場合に加えて、対象家屋を念頭により密に斜面へ観測
機器を設置する必要がある。家屋被災範囲の算定法は土砂災害防止法の特別警戒区域指定に準じるため、
勾配 30°以上で高さ 5ｍ以上の急傾斜斜面を対象とするが、その条件に該当しない場合であっても斜面
近傍に家屋がある場合は留意して設置する必要があると考えられる。崩壊土量と到達距離から影響範囲
内の斜面近傍に家屋がある場合、その家屋近くの斜面末端部に設置し、より確実に検知する必要がある。 
 
　 ① ＜緊急的観測＞
　　　崩壊メカニズムが不明で、
充分な資料もなく緊急を要する場合
危険斜面や崩壊斜面の概況 対象斜面 既往災害、周辺の地形地質・ボーリングデータ、地下水
自然環境 雨量、植生など
その他
電力・通信、交通の状況、施工計画、
ハザードマップなど
踏査、路頭、亀裂など
ボーリング調査、物理探査など
崩壊想定
崩壊の種別、メカニズム（規模・深さ
など）の想定
警報内容 警報発信（関係者、基準、内容）
観測システムの概略検討 斜面崩壊検知センサー、小型孔内傾斜計、データロガー、センサーノード
地形判読し、斜面方向・水平方向に均
等に配置する
それ以外の観測機器：
伸縮計、雨量計、孔内傾斜計、土石流
センサー、温湿度計、沈下計、水位
計、傾斜計、ガス検知機、カメラなど
太陽光パネル、回転灯、スピーカーな
ど
配置計画
平面配置、深度方向計測
既設の観測機器もA/D変換し接続
管理基準 対象施設などによる
観　　　測
　　② ＜資料などに基づく観測＞
(1)小段上へ設置、工事進捗に応
じ移動
(2)作業所などが近傍にある場合
や、崩壊土量から想定される影
響範囲内に家屋がある場合は、
家屋被災範囲が設定される場合
を参考に斜面末端部などにす
る。
家屋被災範囲がない場合 家屋被災範囲が設定される場合
③ ＜工事中の観測＞
　　　　施工段階に応じて
　　　　　　監視する場合
資料概査
崩壊土量・到達距離から家屋被災範囲の算定
（傾斜角30度以上で高さ5ｍ以上の急傾斜地を対象）
資料概査
亀裂や滑落崖、変状の有無
(1)斜面中央部、凸部、末端部、両脇部、ゆるみ
域、滑動領域内外など、主要箇所への設置
(2)頂頭部ほか必要な箇所への設置（伸縮計など
との比較・併用）
(3)可能ならばグリッド状に必要箇所を含めて多
数を設置
家屋被災範囲がない場合に加えて下記の位置に設置する。
(1)家屋に最も近接する斜面末端部に設置
(2)家屋を斜面に投影したときの両端の末端部、その上部に設置
（斜面の向きや地形勾配などを勘案）
(3)家屋と斜面との距離に相当する斜面高さに設置。必要ならさ
らに上部に設置
なお、(1)(2)(3)を包含するようにグリッド状に充分密に設置し
てもよい。
　　　　　管理基準・システムの見直し
　　　　　　　機器保守・更新など
　・施工工程を勘案
　・作業所・車両の位置や
　　周辺の家屋位置に配慮
機　器　設　置
　資料があり、追加調査などの時間的余裕があり、
　崩壊メカニズムが想定されている場合
機器数量
調査
詳細調査
（追加調査）
観測システ
ム検討
 
図５－９ 機器設置の手順 
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図５－１０ 斜面崩壊検知センサー設置のイメージ 
 
５．４．５ まとめ 
 
 斜面傾斜変位の異常値検出をするためには、実証実験における設置位置を参考（表５－６）に、変状
が早く現れる斜面末端部から、斜面を代表する中央部にかけて設置し、踏査や既往調査に応じ、あるい
は、周辺の崩壊跡などの状況に応じて設置する必要がある。計画的に観測を行う場合、グリッド状に斜
面崩壊検知センサーを配置し、崩壊ブロックの内側および外側に配置することで、崩壊ブロックを特定
することが可能となる。 
崩壊土量や土砂到達距離に基づいて家屋被災範囲を算定し、家屋被災範囲が存在する場合は、当該建
築物へ土砂到達することのないように設置位置と設置密度を配置する必要がある。少なくとも建築物に
近接する斜面末端部などに斜面崩壊検知センサーを設置して変位がないことを確認する必要がある。 
工事法面では工事進捗に応じて変状を検知しやすい小段上に斜面崩壊検知センサーを移動する。また、
斜面の一部分が崩壊するような場合でも、設置した位置で変位を観測しない場合はその位置にはひずみ
が及んでいないことを示すものと判断され、安全で素早い復旧作業に向けて斜面に関する情報を提供で
きるものと考える。 
 
５．５ ノイズ低減（分解能の改善）による異常値検出 
 
５．５．１ ＭＥＭＳセンサーの温度補正 
 
実証実験を通し、斜面崩壊検知センサーのデータが温度特性を持っていることがわかった。そこで、
恒温室に斜面崩壊検知センサーをセットし、温度特性を測定した。図５－１１にその温度特性を示す。
測定の結果、温度特性はＭＥＭＳ素子毎に異なっており、図５－１１（ｂ）の例では室温に対し、Ｙ軸
傾斜角度で 0.05deg／℃の温度特性を確認した。この場合、温度補正を行わないと、Ｙ軸の誤差は５倍
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以上に膨んで測定データのノイズとして顕われてくることになる。 
このため、センサー毎に温度特性を把握して補正する必要が生じて、現地試験結果を温度補正したも
のを図５－１２に示す。補正前はＸ軸、Ｙ軸とも 0.3deg／日程度の温度シフトがあったが、補正後はほ
ぼフラットになることが見てとれる。よって、斜面崩壊検知センサー、および、小型孔内傾斜計ともに、
ＭＥＭＳ素子を搭載するユニットの一つひとつについて実装を行った時点で温度特性をキャリブレー
ションする必要があることがわかった。 
 
   
(a)Ｘ軸                     (b)Ｙ軸 
図５－１１ センサーの温度特性 
 
 
図５－１２ 現地試験結果の温度補正 
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５．５．２ シールドによるノイズ低減 
 
 前節で温度特性を調べた斜面崩壊検知センサーを写真５－２のようにアルミホイールでシールドし
て、電磁気的なノイズの有無について調べた。 
その結果、図５－１３のようにＸ軸傾斜角、Ｙ軸傾斜角ともアルミホールを巻いてシールドした方が
若干ノイズは低減されることがわかった。ＭＥＭＳの温度特性を考慮して、室温 20.0～20.9℃の範囲内
で傾斜角計測値のバラツキを調べると、アルミホイールなしの場合（Ｎ＝485）、標準偏差がＸ軸、Ｙ
軸それぞれで 0.0104、0.0117 あったものが、アルミホイールを巻くと（Ｎ＝44）、それぞれ 0.00609
（巻く前の 59％）、0.00528（45％）に低下した。よって、ケースにシールドを施して（今回アースを
とっていないがアースをとればさらに）電磁的な影響によるノイズ成分を低減させることができるもの
と思われる。 
 
           
(a)アルミホイールを巻く前         (b)アルミホイールを巻いた後 
写真５－２ シールド試験 
 
  
（ａ）アルミホイールなし             （ｂ）アルミホイールあり 
（期間：平成 26年 9月 5日～12月 15 日）      （期間：平成 27年 1月 9日～1月 15 日） 
図５－１３ シールドの有無による傾斜角測定値のばらつき 
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５．５．３ 時間移動平均処理によるノイズ低減 
 
 田川郡添田町斜面のデータ整理では、ノイズの影響をできるだけ除去する目的で、計測データを 1時
間移動平均してランダムノイズを除去した。 
 傾斜角データに対する処理の流れを図５－１４に示す。斜面崩壊検知センサーは、通常、ＭＥＭＳ素
子内の命令処理の段階で、2秒間隔で計測した 3点（計 6秒間）の傾斜角データについて平均値をとり、
その平均値をその時間の傾斜データ（生データ）としてデータロガーに送信している。その生データを
10 分間隔で繰り返し計測し、センターサーバーで蓄積する。田川郡添田町でのデータ整理では、サーバ
ー内の処理で連続する 6個の生データ（1時間分）をさらに平均化処理して当該時刻のデータとした。
よって、当該時間に対して 30分のタイムラグが発生することになるが、ノイズの除去を優先した。 
表５－９に、田川郡添田町の観測データの生データと 1時間移動平均データとの違いを示す。生デー
タは 10 分毎の傾斜角データそのものであり、1時間移動平均データは当該時刻から過去に遡って連続し
た 6点のデータを平均したものである。6点のデータの平均をとることによりランダムノイズを１／６
に小さくすることができる。表５－９に示すように、1時間移動平均処理を行うことによって、ノイズ
成分は標準偏差で 0.0077deg から 0.0016deg（元の 21％）に低減された。 
 
 
図５－１４ 測定データ処理の流れ（田川郡添田町の事例） 
 
     表５－９ 観測データと 1時間移動平均データの違い 
ノイズ成分 生データ 1 時間移動平均データ 
平均値 0.000076 deg. 0.000076 deg. 
Max. 0.05 deg. 0.025 deg. 
Min. -0.13 deg. -0.022 deg. 
標準偏差 0.0077 deg. 0.0016 deg. 
 
1 時間移動平均データを用いて、10 分前から 24時間前のデータとの差分によって作成した 1時間当
たりの傾斜角変化を図５－１５に示す。生データはノイズ成分で隠れてしまうが、10 分前、1時間前、
3時間前との差分、および、2時間前～6時間前との差分（同図の楕円で囲んだ部分）では、異常値を比
較的よくとられていることがわかった。加えて、長時間での差分をとる方が、感度が低くなる傾向が読
195 
み取れる。 
工事現場において、傾斜角変位速度 0.1deg/h によって警報を発する場合、（ノイズの影響を抑える
ことは前提として）10 分前との差分から換算するよりも 6時間前との差分から換算する方が、ビークが
低く感度が鈍くなる傾向がある。よって、工事現場毎に警報を発する頻度について、何時間前との差分
をとって 1時間当たりに換算するかによって感度的な調整をすることが可能である。 
 
 
図５－１５ 監視観測結果の変動速度図 
 
５．５．４ まとめ 
 
的確な異常値検出を行うためには、傾斜角変位計測の分解能を向上する必要がある。そのためにはノ
イズをできるだけ低減する必要がある。ノイズの大きな要因として、ＭＥＭＳ素子の温度特性があげら
れ、素子を搭載した斜面崩壊検知センサーの温度特性をキャリブレーションすることで気温の日変動の
影響を受けにくい傾斜変位測定が可能になる。 
電磁気的なノイズを低減するためケース自体をシールドしたところ、測定データのばらつきを約 5割
程度低減できる見通しを得た。 
田川郡添田町の実証実験のデータ整理において（気温による日変動ノイズの改善前であったため）、
１時間移動平均（6 点の平均）をとってランダムノイズを取り除く処理を行った。1 時間移動平均デー
タは生データと比べてノイズを 2割まで低減できた。ただし、時間移動平均を行うとその分タイムラグ
が発生する。よって、ＭＥＭＳセンサー内の命令処理により現在行っている平均化処理（2 秒毎の 3 点
のデータの平均化）を、2秒毎の数 10点の平均化処理に改善するなどが検討課題となる。 
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５．６ リアルタイム・サンプリングに関する考察 
 
５．６．１ 傾斜角変位の加速度 
 
 酒田市の実証実験データ（図４－５９）を基に、斜面崩壊検知センサーの日変化によるノイズをとり
のぞくため５日間移動平均を行った後、当該日の 1日前と 1日後の傾斜角の差分から傾斜角変位速度を
求め、図５－１６に図示した。さらにその傾斜角変位速度の 1日前と 1日後の差分から加速度変化を求
め、図５－１７に示した。 
傾斜角変位速度は、法肩にクラックを発見して抑え盛土を施工し始めた 10月 18 日頃を境にそれまで
増加していたのが減少する方向に変わっていることがわかる。傾斜角速度はそれまで 2ヶ月間の最高値
（0.0003deg/h）を超え、4日間程度のうちにその 5倍超まで増加して、対策工施工によって減少に転じ
た。 
これを傾斜角変位加速度でみると、10月 13 日頃にゼロだった値が、それまでの 2ヶ月間の最高値（8
×10－６deg/h２）を超え、2日程度のうちにその 2倍超まで増加した。 
傾斜角変位の管理基準値として、傾斜角速度が 0.1deg/h 以上になった場合に厳重な監視が必要とお
いた。加速度でとらえると速度変化点をとらえるため、変化検知に対して感度がより高くなると考えら
れる。よって、管理基準値として有用であるとみられるが、感度がよいだけにノイズを含め微細な速度
変化もとらえ易いと考えられ、留意する必要がある。時間移動平均によりノイズ除去するとタイムラグ
が発生するので、気温日変化によるノイズなどを充分に取り除き、加速度変化の立ち上がりを明確にと
らえられるようにしていく中で検討していく課題とみられる。 
 
 
図５－１６ 傾斜角変位と傾斜角変位速度 
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図５－１７ 傾斜角変位と傾斜角変位加速度 
 
５．６．２ サンプリング間隔 
 
１）崩壊時刻の予測とその対応（警報、対策工）の観点から 
福囿８）は時刻に対して表面移動速度の逆数をプロットすることにより正確な崩壊時刻の予測を行っ
た。崩壊時点において、表面移動速度→∞ になり、表面移動速度の逆数→ゼロ に収束することを利用
したものである。図５－１８に示すように、酒田市の例で傾斜角変位速度の逆数をプロットすると、気
温変化などのノイズなどの影響を受けて波打つものの、全体的には崩壊に近づくにつれて傾斜角変位速
度の逆数はゼロに近づいていく。ここで、崩壊時刻に近づくにつれて移動平均をする時間を短くしてい
き、日変動ノイズを適当なレベル以下に保つよう処理した。 
10 月 16 日～17日は 12時間移動平均して 12時間前のデータとの差分、18日は 6時間移動平均して 6
時間前のデータとの差分、19日 0:00～7:50までは1時間平均して1時間前のデータとの差分、19日 8:00
以後は 1 時間移動平均して 10 分前のデータとの差分をとって速度を求めたものである。傾斜角変位速
度の逆数は、徐々にゼロに近づき、同図では、19 日～20 日頃にかけてほぼゼロに収束しているように
みえる。図５－１９は、10 月 19 日 0 時～18時をさらに拡大したものであり、18～19 日にかけて抑え盛
土を施工し、崩壊を回避した。 
気温の日変動によるノイズの影響を含んでおり正確な崩壊時刻の推定には適さないが、早期警報シス
テムとして崩壊の予兆をとらえ早く警報を出すこと、および、対策を講じる上では 10 分間隔のサンプ
リングで特に問題はないとみられる。平成 26 年広島豪雨土砂災害報告において、土田１１５）は実効雨量
の計算を現行 1時間ごとではなく 10 分毎に行っていれば、深夜３時ではなく 2時 20分頃に危険の判断
をできた可能性を指摘しており、その点からも 10 分間隔のサンプリングが粗過ぎることはないと考え
られる。実際、現時点までの設置実績において 10分間間隔のサンプリングで問題が生じた例はない。 
198 
サンプリング間隔を短くすれば電池寿命が短くなるため、メンテナンスの手間と予測の精度、実際の
避難の状況などのバランスに配慮しつつ、サンプリング間隔の短縮化について検討していくことが考え
られる。酒田の例では変状を発見して抑え盛土の対策工を施工した。このような場合、対策工を施工し
始めた時点を時刻ゼロとして、1 分毎、5 分毎、10 分毎と徐々に間隔を増やしていき、傾斜変位に対策
効果が現れるかどうかを確認することが考えられる。斜面崩壊の計測は時間経過による傾斜量の差分を
みておりイニシャル値はないが、工事や対策工施工では、着工時間がゼロ時でありイニシャル値ともい
える。そういう意味でもサンプリング間隔については検討余地のある課題とみられる。 
 
２）研究的観点などから 
10 分間隔のサンプリングでは、リアルタイムという名目に対して最大 10 分のタイムラグが発生して
いる状況になる。例えば、体積含水率の増加や降雨を検知したら、1 分毎のサンプリング間隔に変更す
るように命令を出すなど、ソフト的に変更する方法、あるいは、ハード的に変更する方法はありえると
考えられる。 
 
 
図５－１８ 傾斜角変位と１／傾斜角変位速度の関係 
 
双方向通信システムを利用して、管理者側からデータロガーを介し、斜面崩壊検知センサーへ変更命
令を出すことは可能であり、検討課題である。特に、工事現場の場合では、電力も融通できメンテナン
スもしやすいため、サンプリング間隔をスイッチ切り替えにしておく設定も可能とみられる。 
また、予想外の異常事態が発生する場合などにおいて、より短いサンプリング間隔を選べるようにし
ておけば、万一異常事態直後に対策を期待できなくても、将来の原因解明や研究の中に検討を委ねると
いう機会を保持できる。 
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また、斜面崩壊はクリープ段階から面的な土塊の移動という時間的幅をもつ現象であるから、サンプ
リング間隔を短くするということではなく、斜面の性状に合わせて観測精度を高めていく方法が他にも
あると考えられる。例えば、サンプリング間隔が 10 分のままだとしてもセンサー設置台数を増加して
グリッド状に密に配置し、面的により細かく変状をとらえられるようにして、システム全体として崩壊
リスクに対して時間的リアクションを素早くとれるようにするなど、手法的な検討も重要と考えられる。 
 
 
図５－１９ 傾斜角変位と１／傾斜角変位速度の関係 
 
５．６．３ まとめ 
 
 リアルタイム・サンプリングにより異常値を検出するため、傾斜角変位の速度変化を基準として観測
しているが、加速度に着目することで速度変化をより素早くとらえることができる。ただし、そのため
にはさらにノイズの除去などが必要である。 
傾斜角速度の逆数を図化することにより崩壊時刻を正確に推定できる可能性があり、10分より短いサ
ンプリング間隔の必要性も生じる。早期警報システムの運用上やこれまでの実績において、斜面変状の
予兆に基づいて警報を発するためには 10分間隔のサンプリングで特に問題は発生していない。 
変状を検知し対策を行う場合や、工事の安全監視などにおいては、あるいは、研究目的や斜面におけ
る不測の事態を将来の検討に委ねる場合などにおいて、10分より短い間隔のサンプリングを選択できる
ようにしておくことも必要とみられる。 
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５．７ 種々の斜面に対する適用性 
 
５．７．１ 斜面崩壊メカニズムへの適用性 
 
１）浅層崩壊 
 本システムは浅層崩壊を対象としている。 
斎藤５）によれば長い風化した斜面で基盤面に沿うすべりの場合、部分的にせん断抵抗が減少し、図５
－２０に示すような応力が発生し、表面中央でゼロ、斜面上側では引張応力、下側では圧縮応力が発生
する。巨視的には並進しているような場合でも滑動体を２つに分ければ上半分と下半分ではそれぞれ引
張と圧縮を受ける形となり、斜面崩壊検知センサーを設置する際、ある程度深く杭を打ち込めば平行移
動するということではなく、相応する歪みを検出することができると考えられる。円弧すべりにおいて
もひずみが微小な領域において、土塊が平行移動するとはいえず、傾斜変位として検知することは可能
と考えられる。応力ひずみ曲線において限界状態の変状をみているのではなく、立ち上がりの弾塑性領
域に近い状態をみていると考えられ、大変形して土塊が平行移動するような状態とは異なると思われる。 
実証実験における斜面崩壊検知センサーの動きは、最終的に斜面変状の増大とともに、斜面下方向に
向かって傾斜が増大するが、それまでの過程で細部では山側へ傾斜するような動きもみせ、地盤内の細
かいひずみを反映しているように思われる。従って、崩壊メカニズムの解明に併せて、斜面の各部分が
どのように傾斜していくのかを詳細に明らかにするという課題がまだ残っている。 
小型孔内傾斜計については、先端のユニットを基盤内へ入れるぐらいの深さまで挿入することにより、
先端部を不動点として取り扱い、各ユニットが地下の絶対的な傾斜変位をとらえることができると考え
られる。 
 
 
図５－２０ 斜面に生じる応力分布５） 
 
２） 斜面崩壊全般に関して 
 斜面崩壊検知センサーや小型孔内傾斜計を適用する地盤としては、自然地盤と人工地盤がある。地盤
災害としては表層崩壊、深層崩壊、土石流などがあるが、本研究では表層崩壊を主対象としてきた。表
５－１０にこれまでの実績に基づいて対象斜面（構造物）と使用した計測機器を整理して示す。地すべ
りでは伸縮計を併用することが多い。表５－１１では、対象斜面（構造物）毎に斜面災害の種別と誘因、
現象・メカニズム、斜面崩壊検知センサーの適用性などを一覧表にまとめた。（実績は表４－４参照。） 
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表５－１０ 対象斜面（構造物）と観測機器の設置実績 
表
層
・
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傾
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石
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・
落
石
切
盛
土
・
法
面
構
造
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縮
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流
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ず
み
計
ガ
ス
検
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素
濃
度
計
回
転
灯
ス
ピ?
カ
京都府 福知山市 道路脇河道斜面監視 道路（国道） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
福岡県 福岡市 地すべり監視 下水処理場 〇 〇
高知県 土佐郡大川村 斜面監視（表層崩壊） 砂防対策 〇 〇
兵庫県 朝来市 道路脇斜面監視 道路 〇 〇 〇
山梨県 富士川斜面 斜面崩壊監視 砂防斜面 〇 〇
群馬県 利根川（砂防） 斜面監視 砂防対策 〇 〇
沖縄県 沖縄市 斜面監視 道路（国道） 〇 〇
福島県 いわき市 小学校校庭被災法面監視 自然斜面 〇 〇
鹿児島県 奄美市 自然斜面 集落、道路 〇 〇
山口県 岩国市 斜面監視 家屋 〇 〇 〇
福岡県 田川郡添田町 道路脇法面（二次災害） 道路（国道） 〇 〇 〇 〇 〇
静岡県 富士宮市 導水路脇斜面監視 発電所導水路 〇 〇 〇
奈良県 吉野郡川上村 斜面監視 農地 〇 〇 〇 〇
山形県 月山 斜面監視 道路 〇 〇 〇
鳥取県 日野郡日南町 鉄道脇斜面監視 鉄道 〇 〇
岡山県 高梁市 道路災害箇所監視 道路（県道） 〇 〇 〇
静岡県 三島市 導水路脇斜面監視 導水路 〇 〇 〇
山形県 西村山郡西川町 斜面監視 － 〇 〇 〇 〇
和歌山県 海南市日方 斜面監視（二次災害防止） 崩壊斜面 〇 〇 〇
宮城県 栗原市 深層崩壊斜面監視 荒砥沢ダム貯水地 〇 〇
山形県 小国村 地すべり監視 地すべり対策 〇 〇 〇
山形県 月山 集水井工事監視 地すべり対策 〇 〇 〇
山形県 西川町 集水井工事監視 地すべり対策 〇 〇 〇 〇 〇
兵庫県 朝来市 ダム湛水に伴う地すべり監視 ダム貯水池 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
岡山県 高梁市 地すべり監視 地すべり斜面 〇 〇 〇
東京都 大島町 土石流発生斜面監視 被災斜面 〇 〇 〇 〇 〇
鳥取県 日南町 斜面転石監視 鉄道 〇 〇
兵庫県 丹波市市島町 転石監視 転石 〇 〇 〇 〇 〇
静岡県 小山町 掘削斜面監視 ダム堤体 〇 〇
山形県 酒田市 切土法面監視 道路 〇 〇
栃木県 日光市 貯水池斜面監視 ダム 〇 〇 〇
兵庫県 神戸市 近接共同溝への影響監視 大学病院 〇 〇 〇
福島県 喜多方市 貯水池斜面監視 発電用ダム 〇 〇 〇
大阪府 高槻市 鉄道橋梁工事に伴う変位監視 鉄道(東海道線) 〇 〇
福岡県 飯塚市(冷水峠) 切土法面監視 道路（国道） 〇 〇
福島県 いわき市 盛土法面監視 発電所 〇 〇
福岡県 京都郡みやこ町 切土法面監視 ダム取付道路 〇 〇 〇
岡山県 倉敷市 根切掘削監視 架道橋 〇 〇
埼玉県 熊谷市 堤防掘削監視 河川堤防 〇 〇
宮城県 仙台市 切土法面 住宅 〇 〇
兵庫県 三木市 造成地切土斜面監視 最終処分場 〇 〇
奈良県 北葛城郡河合町 鉄道脇法面監視 鉄道（私鉄） 〇 〇
鳥取県 鳥取市 近接施工監視 専門学校 〇 〇
静岡県 御殿場市 切土掘削斜面監視 ダム 〇 〇
新潟県 村上市 掘削斜面監視 河川 〇 〇
秋田県 仙北市 法面監視 発電所 〇 〇
岩手県 住田町 掘削斜面監視 砂防対策 〇 〇
高知県 安芸市黒鳥谷川 砂防ダム工事斜面 砂防工事の安全 〇 〇
埼玉県 秩父市 掘削斜面の監視 道路 〇 〇 〇
三重県 鳥羽市答志島 斜面掘削監視 － 〇 〇
京都府 福知山市大江町 道路脇法面監視 道路（国道） 〇 〇
鳥取県 日野郡日野町 近接施工管理 鉄道 〇 〇
台湾 高雄市 法面監視 産業廃棄物処分場 〇 〇
徳島県 板野郡板野町 掘削斜面監視 道路（高速道路） 〇 〇
奈良県 金峯山寺 石垣監視 寺（世界遺産） 〇 〇
鳥取県 米子市 橋脚監視 鉄道橋 〇 〇
合計 19 1 5 1 2 26 2 56 11 10 6 3 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1
対象斜面(物)種別 計測機器
設置場所 監視対象 目的構造物など
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表５－１１ 斜面崩壊や人工地盤などへの適用性（５７）１１１）１１２）１１３）を参考に作成） 
地盤 
分類 
対象 誘因 現象、メカニズムなど 
地盤 
（素因） 
斜面崩壊検知セ
ンサーの適用性 
設置 
実績 
適用
性 
自然 
地盤 
表層崩壊、 
急傾斜地
崩壊 
降雨 
一般的に地質との関連は小さく、
地形や地下水での兆候もみられ
ない。植生による影響がみられ、
表層土が小規模に突発的に崩壊
することが多い。土塊は大きな移
動速度で乱れて斜面から抜け落
ちる。火山地域では火山灰や降下
火砕物が広く堆積した傾斜地で、
降雨により地下水位が高くなる
と基盤との境界部でクリープが
進行、大規模な崩壊に至る。 
谷地形、
尾根地形
など 
多数の実績を有
し最も適用性が
高い。 
表層を斜面崩壊
センサー、深度的
に小型孔内傾斜
計で監視する。 
19 ヶ所 ◎ 
深層崩壊 
500～
1500mm の
総雨量 
地震 
地質構造（層理、褶曲、断層など）
との関連が大きく、崩壊前に兆候
（地形・地下水）がみられる場合
がある。比較的急勾配で突発的に
発生し、土塊は大きな移動速度を
伴い乱れる。非火山地帯などでは
多重山稜や山頂緩斜面、クリー
プ、クラック、滑落崖、末端小崩
壊、はらみだし、崩壊跡地の存在
などの斜面変形に特徴がみられ
る場合がある。 
流れ盤構
造など 
実績も有り適用
性がある。 
崩壊後の 2次災
害防止のために
重点ヶ所に設置
する。 
1ヶ所 △ 
地すべり 
地震、降雨、
融雪（地下
水） 
緩勾配の地すべり地形を呈し、地
下水や重力の影響で継続的・断続
的にゆっくり移動、一旦止まって
いる場合でも再発性がある。移動
速度は小さく、土塊は乱れず一体
的に滑動する。 
緩勾配、
地すべり
地形など 
実績があり適用
性はある。 
重点ヶ所に設置
する。 
5ヶ所 ○ 
土石流 降雨 
山腹や谷底にある土砂が降雨や
流水により一気に下流へ流され
る。斜面に存在する土砂が降雨に
よって移動し、天然ダムを形成し
た後に決壊したり（天然ダム決壊
型）、そのまま渓流を流下したり
（山腹崩壊型）、渓流の河床堆積
物を巻き込み（渓床堆積物移動
型）移動する。 
降雨によ
り脆弱化
する風化
土表層 
実績がない。 
渓流が宅地へ流
出する地点や上
部の傾斜変化点
山腹への設置が
考えられる。 
1ヶ所 △ 
岩盤崩壊、
ﾄｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ、
落石 
地震 
もともと不安定に急崖や急勾配
斜面に存在している岩塊や転石
がまとまって一瞬のうちに移
動・落下する。 
クラック
や節理面
の弱線 
予兆を捉えた例
はない。対象物に
直接固定する。 
2ヶ所
(転石) 
〇 
人工
地盤 
構造
物 
盛土斜面 降雨・地震 
構造物毎に安定計算を行い必要
な対策工を適応・施工。地質調査
結果、基礎地盤処理、施工期間中
の降雨や地震、アンカーや法枠な
どの施工状況によって、また、近
接施工の場合や、地質的要請（地
震断層、地すべり、埋没谷、軟弱
地盤、液状化層、流れ盤・受け盤、
退行性の崩壊など）に応じて、斜
面監視が必要となる。 
－ 
実績がある。 
施工中の安全確
保や災害後の 2
次災害防止のた
め、重点ヶ所に設
置する。延長が長
い構造物でも適
用可能と考えら
れる。 
26 ヶ所 ◎ 
切土斜面 降雨、地震 
構造物 － 
橋脚、橋台など重要施設の動態観
測 
－ 
実施例は少ない。
対象物に直接固
定する。 
2ヶ所
(石垣・
橋脚) 
○ 
注）◎：適用性大、〇：適用性あり、△：実績が限られ適用性が不明 
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５．７．２ 斜面観測機器の比較 
 
 観測計器を表５－１２にまとめる。精度・測定範囲などについては特定の製品を参考にしたものであ
り、目安として記載した。斜面崩壊検知センサーと小型孔内傾斜計以外の市販製品の価格帯は機器単品
の価格を念頭においており、システム全体の場合や設置作業のための人件費・維持管理費などを含める
とさらに価格差が開くとみられる。なお、設置場所や地域によって設置費用や管理費用は異なってくる。
斜面崩壊検知センサーは現時点で公称 1 機 5 万円（リース）～7 万円（販売）であり、原価低減（材料
費・製造費）によりさらに安価（5万円以下）にできると見込まれる。 
最近ではＭＥＭＳ傾斜計を組み込み、斜面崩壊検知センサーと同様の検知センサーが販売され始めて
いる。しかし、設置位置の選定、崩壊メカニズムとの対応性、管理基準の設定、計測精度の改良、実績
に基づくフィードバックなどに基いた異常値の検出精度において本システムとは大きな差があると考
えられ、研究を継続的に前進させることによって優位性を保つことが必要とされる。 
全般的に安価で設置・維持管理の容易さにおいて、一般的な観測機器に対し優位である。なお、斜面
の変状をとらえるためには種々の観測機器の特長を活かして併用する必要がある。 
 
表５－１２ 斜面観測機器の適応性（参考） 
急
傾
斜
地
地
す
べ
り
土
石
流
亀
裂
あ
り
斜
面
崩
壊
斜
面
不
安
定
岩
塊
転
石
・
落
石
斜面崩壊検知センサー 角度 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ ○ － ±0.0025°／±30°（2軸） ■ ■ ★
★はシス
テム全体
小型孔内傾斜計 角度（深度方向） ○ ○ ○ － ○ ○ － － － － － － ±0.0025°／±30°（2軸） ■ ■
ユニット数
による
傾斜センサー 角度 － ○ ○ － ○ ○ － － － ○ － － 2軸±0.04～3軸0.5°／±30° ■ ■ ■ 1）2）3）4）
傾斜（転倒）センサー 転倒の有無 － ○ ○ － ○ ○ ○ － － － － － 30度以上傾いたとき検知 ■ ■ 5）
孔内傾斜計 角度（深度方向） ○ ○ ○ － ○ ○ － － － － － － ±0.00028°／±30° ■ 6）
伸縮計 伸縮長 － △ ○ － ○ ○ ○ － － － － － 1mm以下／800mm ■ 7)
光ファイバー計測 散乱光（OFDR方式） － ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ 1mm／50ｍ ■ ■ 8)9)
光ファイバー計測 散乱光（BOCDA方式） － ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ ±0.01％／位置同定約5～30cm ■ ■ 10)
トータルステーション 距離・角度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 角度±0.0014°、距離±3～6mm程度 ■ ■ 11)
レーザースキャナー計
測 　〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ±2mm（距離に関係なく） ■ ■ 12)
ＧＰＳ測量 3次元座標 － － ○ － － － － － ○ ○ ○ ○ 数mm以上（最低4衛星） ■ ■ 13)14)
デジタル写真測量 　〃 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ±0.5mm／10m ■ ■ ■ 15)
ワイヤセンサー 切断の有無 － － － ○ － － － ○ － － － － ±25mm／最長30m ■ 16)17)
光（ファイバ）ワイヤーセ
ンサー 　〃 － － － ○ － － － ○ － － － － 0/1の判定 ■ 18)
振動センサー 振動 － － － ○ － － ○ ○ ○ － ○ ○ 1500μA/m/s＾2　（15μA/gal) ■ 19)
衝撃検知センサ 加速度（衝撃値） － － － ○ － － ○ ○ ○ － ○ ○ 3～10G ■ 20)
震度計（三成分） 地震動 － － － ○ － － ○ ○ ○ － ○ ○ ±2048Gal（砂防堰堤） ■ 21)
水位計 水位、超音波反射時間 － － ○ － ○ ○ － － － － － － ±1.0cm ■ ■ 22)
水位計 水圧 － － ○ － ○ ○ － － － － － － 0.05％F.S.（at20℃空気圧） ■ ■ 23)
映像 高精度カメラ 映像 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 特になし ■ ■
(注)斜面欄のマークは、〇：適用、△：条件あり　／　価格帯欄のマークは、■：範囲内、★：システム全体
(出典)1) 明治コンサルタント㈱；http://www.meicon.co.jp/unit/、2) ㈱リプロ；http://www.ripro.co.jp/Tokyo-001/Download-07.pdf、3) ㈱リプ
ロ；http://www.ripro.co.jp/Tokyo-001/Download-07.pdf、4) ㈱レックス；http://www.rexse.com/category/displacement/slope-displacement-
monitoring/、5) ㈱拓和；http://www.takuwa.co.jp/Product/detail/59、6) ㈱ジオファイブ；http://www.geo5.co.jp/geology/index8.html、7) 応
用地質㈱；http://www.oyo.co.jp/products_lists/s-dl-extensometer-jr-lite/、8) OSMOS技術協会；http://www.osmos.jp/?workscat=brige、9) 富
士テクニカルリサーチ；http://www.ftr.co.jp/n/products/fbi_gauge/、10) 鹿島建設 ㈱；
http://www.kajima.co.jp/tech/monitoring/structure/ofs.html、11) ㈱レックス；http://www.rex-rental.jp/sok/set5ws.html、12)明治コンサル
タント㈱；http://www.meicon.co.jp/laser/index.php、13) 国際航業㈱；http://www.shamen-net.com/prod01.html、14) ㈱リナン；
http://www.rinan.co.jp/gps.html、15) ㈱横河技術情報：http://www.yti.co.jp/vbm/vbm.shtm、16) ㈱ミライト；
http://sls.mrt.mirait.co.jp/solutions/03?c=04、17) 坂田電機㈱；http://www.sakatadenki.co.jp/product/_wire/wire.html、18) ㈱拓和；
http://www.takuwa.co.jp/Product/detail/55、19) ㈱拓和；http://www.takuwa.co.jp/Product/detail/56、20) ㈱リプロ；
http://www.ripro.co.jp/Tokyo-001/Download-07.pdf、21) ㈱拓和；http://www.takuwa.co.jp/Product/detail/58、22) ㈱拓和；
http://www.takuwa.co.jp/product/p/01、23) ㈱拓和；http://www.takuwa.co.jp/Product/detail/5
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５．７．３ まとめ 
 
 本研究は、監視対象として浅層崩壊や急傾斜地を扱うこととしている。ただし、適用実績においては
必ずしも崩壊メカニズムがわかって設置している状況にはなく、地質調査データなどがない場合も多い。
実際に、表５－１０に示すような様々の斜面、すなわち、浅層崩壊や急傾斜地、地すべり斜面、深層崩
壊や土石流が発生した後の斜面、掘削法面、転石や構造物を対象として監視を行ってきた。 
観測用機器としては、斜面崩壊検知センサーに限らず、斜面災害の状況や崩壊メカニズムに従って、
異常値検出の確度を確保するため種々の計測機器を併用している。一般的に、観測機器は高価で専門的
な知識を必要とするため、安価で設置の容易な斜面崩壊検知センサーをグリッド状に配置し、それ以外
の計測機器を条件に応じて必要箇所に設置することが効率的と考えられる。 
 
５．８ 斜面災害リスクのリアルタイム評価手法の活用 
 
５．８．１ 総合的災害リスクマネジメント 
 
 防災力を向上するための事前対策には、ハード施策が主である被害抑制対策、ソフト施策が主である
被害軽減対策、そして、警報などが含まれる災害の予知予見がある。災害発生後の対策としては、被害
の評価、人命救助などの緊急災害対応、災害前の状態に戻すための復旧対策、さらなる振興策を含んだ
復興対策がある。 
本早期警報システムが総合的防災マネジメントに関わると思われる点を、表５－１３に防災対策の段
階毎にまとめた。防災対策の段階としては、平常時、発災直前、発災後がある。平常時としては、例え
ば、豪雨後の斜面変状の確認、降雨量と変位との関連性の把握などがあり、発災直前では災害発生の時
間的や規模的な予測、警報の発信などがある。発災後としては、2 次災害防止、警報の解除、工事安全
確保などが考えられる。これらの直接的な効果に加え、長期間にわたって観測を続けることにより、平
常時から地域住民にも斜面動態に関して関心を持ってもらい、どの程度の降雨量で危険になるかを認識
してもらい、防災マニュアルなどを通じて、発災時の適切な行動を促し地域防災力を向上するという効
用があると考える。より早い時間に斜面の実際の変状についての情報を提供できれば、深夜の避難を避
けることもできる。行政としては、斜面の状況をリアルタイムでどこに居ても把握することができ、斜
面毎に確実な 2次災害防止の処置をとれるものと考える。実証実験では、崩壊斜面の復旧工事と工事中
の円滑な道路交通確保を行い、システム運用面でも問題がないことを確認した。 
また一旦警報を発令すると、いつどのように解除したらよいか難しいという問題がある。長期に継続
して斜面を監視したデータに基づいて、豪雨が止んだ後には適切なタイミングで警報解除できる利点が
ある。 
こうした防災時の行動や防災管理の担い手（当事者）として、自助、公助、共助がある。管理面では
行政が中心になる場合が多く、本早期警報システムは公助や共助の仕組みの中で機能発揮するものと思
われる。近年の豪雨災害（平成 25年大島、平成 26 年広島市など）では、過去に例がないほどの降雨量
があり、避難勧告が深夜になったり、夜間停電や既設堰堤を土石流が乗り越えるなどの予期せぬ状況が
発生して被害が拡大する傾向もある。急傾斜地の近傍や土砂災害履歴のある扇状地の宅地化もそれに拍
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車をかけている。数多くある急傾斜地全てを監視するぐらいのことが必要になるとも限らない。本早期
警報システムを普及・活用することによって、総合的防災リスクマネジメントの各段階で直接的にも間
接的にも役立っていくようにして、また、不足する点があればシステム改良にフィードバックしていく
ことが課題となる。 
 
表５－１３ 斜面崩壊検知センサーによる早期警報システムの効果・効用 
段階 内容 直接的効果 効用 
事前対策 
（平常時） 
簡便に設置・増設できる 
土砂災害警戒区域斜面への設置 
防災対策（マニュ
アル）への反映、
地域住民の防災意
識向上 
災害履歴斜面における再度災害の
防止 
傾斜変位の常時観測できる 斜面毎に降雨と変位との関連性の
傾向などを平時から把握 
面的に（深度も）数多く設置できる 豪雨後や地震後の迅速な点検 
事前対策 
（発災直前） 
地盤の異常変位をより早い段階で把
握できる 
より早い段階での警報や避難行動
の開始 
発災初期の被害量
の予測と迅速な対
応 
（設置が可能な場合）亀裂のような
初期的異常が生じた斜面へ容易に多
数の計器を設置できる 
崩壊規模の予測 
より確実な警戒・避難行動の実施 
発災後の 
対策 
被災斜面へ容易に多数の計器を設置
できる 
2次災害の防止、復旧工事の安全確
保 
円滑で迅速な復旧
作業の支援と安全
確保 リアルタイムで集中的な監視を行う
夜間や遠隔地にあっても情報把握
でき安全を確保 
応急・復旧時の円滑な通行確保 
リアルタイムかつ長期にわたり微小
変位を監視する 
異常がなく元の数値レベルに回復
したら警報を解除 適切な警報の解除
（災害以外） 
工事現場 
簡便に設置でき移動も容易にできる 工事進捗に合わせた法面の監視 
工事安全確保 
斜面のどこにでも設置できる 影響範囲にある家屋の被災防止 
 
５．８．２ 海外の現場への適用性 
 
 ＣＲＥＤの調査７１）が示しているように、地盤に関わる自然災害（土砂災害、暴風雨災害、地震災害）
の比率は年々3～4％ずつ増加してきた。発展途上国では、自然災害に対してインフラ整備が追いついて
おらず、自然災害に対する情報不足や住民の知識不足、自然災害に対する構造物自体の脆弱性、警報や
避難体制・整備の遅れ、救助や復旧時の２次災害など、多くの問題を抱えている。 
本研究では、中国（中華人民共和国）で機器を設置し長期間観測を行った。電波や電力の事情、要員
の確保、諸法規への対応、機器メンテナンスの難易さ、盗難への対応など多くの課題をある程度クリア
にし実証実験を継続してきた。中国の名目ＧＤＰは世界第 2位になったが、一人当たりＧＮＩ（国民総
所得）１１７）では 6,560 ドル（2013 年）で世界 76位にある。このＧＮＩレベルは、世界銀行の分類１１７）
によれば、高位中所得経済国レベル（4,125 ドル以上 12,746 ドル以下、タイ、マレーシアなど 49 カ国
が含まれる）に相当し、発展したとはいえ地方や都市周辺部では貧困の問題も残っている状況にある。
そうした状況を踏まえ、中国における実証実験に基づいて、海外において斜面崩壊検知センサーを適用
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する場合の留意点を図５－１４にまとめた。 
斜面崩壊検知センサーは安価（約 5 万円）で容易に設置できることを特長とするが、為替レートを 1
ドル 117 円（平成 27年 1月頃）とした場合、1機 427 ドルになる。中国では一人当たりＧＮＩの 7％程
度に相当するが、低位中所得経済国を対象とすると 10％～41％、低所得経済国では 41％以上になり、
一人の年間所得の半分近くに相当するものとなる。 
海外で適用する場合、ＯＤＡなどに関係して政府の援助の下で適用することになるが、さらにコスト
低減、厳しい設置条件に適応していくように改良が必要であろう。一方、極端な条件下では代替する方
法がなくコストを許容する場合もあると思われる。本システムでは携帯モバイル網の部分を人工衛星回
線に代替して動作試験を実施１２）１１６）しており、電波事情が極端に悪い状況でコストを考慮しないなら
ば、リアルタイム・データ伝送が可能である。 
現地の法制度や自然環境、住民意識に応じ、機能を付加あるいは簡素化したり、マニュアルなどを整
備していく必要がある。また、機器を直接取り扱う関係機関へシステムの利便性について啓蒙するとと
もに、盗難防止などへの対策の一環として受益住民への理解を求めることも途上国では必要な行為とな
る。 
 
対　応
　ＳＤカードにデータを蓄積する
　電力が充分供給されていない 　ソーラーパネルを用いる（割高になる）
　インターネットや携帯電話網が整備されてない 　衛星通信回線を経由する（高額になる）
　通信その他に関する法規が異なる 　法規に従って改良し正式な認可を受ける
　同一場所にセンサーを複数設置し、他の観測機器を併用し欠測を防ぐ
　交通手段が限られる遠隔地でメンテナンスが難しい 　センサーノードを多数配置しデータ取得の確度を高める
　間違った取り扱いをされる 　サンプリングタイムを変更できるように改良する
　盗難される恐れがある 　防護柵に入れたり、見つかりにくい場所に設置する
　設置作業などの人手を確保できない 　政府による注意書きを設置し目的や罰則などを明記する
　作業指導を行い要員を育成する
　マニュアルを現地語で作成する
　異常や被災があっても簡単に現地に入れない 　政府機関や現地組織との連携
　崩壊規模が極端に大きい 　斜面崩壊検知センサーや小型孔内傾斜計を充分に数多く設置する
　ＧＰＳ、リモートセンシング、写真画像解析などを併用する
　雨量や地質などの基本的情報が手に入りにくい 　雨量計・体積含水率計の設置
　住民は低所得である 　政府機関からの情報入手（事前に）
　住民に災害の知識が乏しく２次災害を受けやすい 　計測作業によって収入を得られるようにするなどインセンティブを付与する
　インフラ整備が遅れており災害が頻発する 　総合的災害リスクマネジメントの一環として考える
電力・通信
などの状況
海外で想定される問題
メンテナンス
の難易さ
など
インフラ
住民意識
情報など
稼働環境
など
 
図５－１４ 海外での適用における課題と対応策 
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５．８．３ まとめ 
 
 本研究のシステムおよび斜面崩壊検知センサーは、安価で取り扱いが容易であり、リアルタイムに遠
隔地から斜面監視が可能である。これにより、総合的な災害リスクマネジメントにおける平常時からの
事前対策、発災直前の対策、発災後の対策などにおいて、直接的な効果や効用を生み出すことが期待さ
れる。特に、前兆現象につながる崩壊の予兆を斜面毎にとらえることによって、発災初期の被害量を低
減し、その後の復旧工事においても、被災者面をリアルタイムに監視し、円滑・迅速、かつ、安全な施
工を支援できると考えられる。逆に降雨によってまったく斜面が変位しない場合、斜面が安全と判断さ
れ、適切なタイミングで警報を解除するための情報を提供できるとみられる。 
 世界的に災害が頻発しており、日本の海外援助において防災が重要なテーマの一つになっている。海
外においても、安価で設置の容易性なこと、遠隔でリアルタイムの監視をできることから、斜面災害に
おける防災に寄与していくことが重要となる。 
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６．結論および今後の課題 
 
６．１ 目標に対する評価 
 
１）安価、簡便に設置・移動でき僻地でも維持管理が容易かつ監視基準を明確にすること 
双方向無線通信システム・斜面崩壊検知センサー・小型孔内傾斜計、および、斜面災害リスクのリア
ルタイム評価手法の開発など全体として、安価、簡便な設置、簡便な移動、僻地でも稼働可能、容易な
維持管理、異常値を検出する監視基準について達成できたと考えられる。価格については、現状 5～7
万円であり、目標とした 1機 5万円に近づいてきた。精度と安定動作を確保しながら、センサーノード
の開発と、原価的な低減を図ることで 5万円以下に到達すると考える。 
小型孔内傾斜計については基本的動作を確認しており、今後防水性を高めることが課題である。セン
サーノード（孫機）は動作確認できた段階であり、今後現場での実証試験を継続していく必要がある。 
 
２）メッシュなどの地域毎ではなく斜面毎に前兆現象に通じる斜面内部の変状を観測すること 
傾斜角速度 0.1deg/h を超えると残余時間がおおよそ 1～10 数時間以内であることがわかった。斜面
崩壊検知センサーを適切な位置（特に斜面末端部など）に設置して観測することで、斜面毎に、地盤内
の微小な傾斜変位をとらえられることを実証した。また、深度方向にはＭＥＭＳ傾斜計ユニットを縦に
連結した小型孔内傾斜計により計測できるようにした。体積含水率計を外付けし、斜面毎の降雨による
含水状態を計測し、傾斜変位速度と体積含水率との関係から体積含水率が履歴最大値を超えると傾斜ひ
ずみが増大することを確認した。 
 
３）亀裂や滑落崖の有無に関わらず崩壊メカニズムや法面の状況に即して設置すること 
浅層崩壊を主対象として、その他の種々の斜面へ設置し傾斜変位の計測を行った。崩壊が生じた被災
斜面での 2次災害防止はもとより、亀裂などがない斜面の監視、工事法面の監視などで、降雨による変
状の予兆をとらえることができた。その結果、災害を未然防止する対策へ寄与した。また、深層崩壊被
災斜面、地すべり、転石、土石流被災斜面など、種々の崩壊メカニズムの斜面に設置・計測した。現地
資料の有無に応じて設置手法や留意事項を整理するとともに、崩壊土量と到達範囲を算定して機器設置
する手法を呈示し、工事法面も含め、様々の現地状況に応じた設置をできるようにした。 
 
４）リアルタイムかつ直接住民へ通知でき迅速な避難に資すること 
国内外の実斜面において、10分毎のサンプリングで、リアルタイムかつ遠隔地から 1年以上にわた
り計測し、変状をとらえられることを実証した。被災斜面における 2次災害防止のための復旧工事や法
面掘削工事において、崩壊の予兆をいち早く連絡し道路通行と工事の安全を確保した。現状、斜面の状
態や警戒レベルを直接住民へ通知するまでには至っていないが、行政や工事関係者へ直接通知し素早い
対策に寄与するレベルまでに達した。 
リアルタイム・サンプリングの改善、種々のノイズの除去、センサーノードおよび小型孔内傾斜計の
改良、実績に基づく崩壊メカニズムとの関係の分析評価などを進めて、国内外の総合的防災リスクマネ
ジメントの中で役立っていくようなシステムづくりをしていく必要がある。 
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６．２ 結論 
 
１）試作および国内外での実証実験の実施 
 斜面崩壊検知センサーの検知部にＭＥＭＳ傾斜素子、および、体積含水率計を組み込み、特定小電力
無線でデータ転送を行う斜面崩壊検知センサーを試作し、実証実験を行って、実用化への目処をつけた。
試作品では、温度サイクル試験、無線通信能力試験、消費電流の確認試験などの基礎的試験を行った。
その後、国内で動作確認試験、国内と中国において実証実験を行って、微小な傾斜角速度の変化から崩
壊の予兆を検出した。 
次に、ＭＥＭＳ傾斜検知部を利用し、深度方向にパイプ内に連続的に配置し、斜面に打込んで深度方
向の動態観測を行う小型孔内傾斜計を試作した。地磁気センサーによる方位検知試験、傾斜試験、消費
電流確認などの動作確認試験を行い、国内では神戸市六甲砂防斜面、中国では都江堰市地すべり斜面に
てそれぞれ動作確認試験と実証実験を行った。防水性などの課題があったが、リアルタイムの傾斜量の
計測について確認できた。 
さらに、ＩＥＥＥ８０２規格の短距離無線（ZigBee）技術（2.4GHz 帯）を利用して、斜面崩壊検知セ
ンサーへデータ通信するセンサーノード（孫機）を試作した。センサーノードは、孫機専用機（短距離
無線のみ）と子機兼用機（斜面崩壊検知センサーに短距離無線受信部を内蔵）を試作し、実斜面にて動
作確認試験を行った。センサーノードは自動的に周辺の孫機を探索してデータ伝送を実施するため、子
機から 50ｍ以上離れた地点でも、50ｍ以内に孫機があれば伝送経路を確保できるようになった。2013
年 11 月、高知県黒鳥谷サイトで動作確認試験を行った。 
通信距離は、データロガーと斜面崩壊検知センサー間で最大 600ｍ、斜面崩壊検知センサーとデータ
ロガー間で最大 50ｍを確保した。データロガー・斜面崩壊検知センサー・センサーノードからなる早期
警報システムを構築することにより、多数の傾斜検知センサーを安価（斜面崩壊検知センサー単体で現
状５～７万円程度）に簡便に、斜面に平面的および深さ方向に設置できるようになり、インターネット
サーバーを介して斜面の状態・崩壊の予兆を関係者へ通報できるシステムを構築できるようにした。 
 斜面崩壊検知センサーの実証実験としては、国内では 2008 年 4 月から神戸市六甲山の急傾斜地に多
数を設置し基本的な動作確認を行った。同年 10月、中国・三峡ダム湖（重慶市万州区）の地すべりサ
イトに設置し、2年間以上の長期観測を行った。降雨のたびに体積含水比が上昇することを確認した。
中国・万州区の観測では、斜面最大傾斜方向に傾斜変位 4～6deg の傾斜角の漸増を確認し、大規模な崩
壊の予兆となる微小な傾斜変位をとらえた。 
 国内では、2009 年 7月、福岡県冷水峠・道路脇の斜面崩壊復旧工事において、斜面崩壊検知センサー
を設置して動態観測し、工事と道路通行の安全確保を行った。降雨によりセンサーの浸食倒壊が発生し
たが、リアルタイムで検知し通行止を行い、2次災害防止に有効であることを実証した。2010 年 8月～
11 月に山形県酒田市の切土法面の頭部に斜面崩壊検知センサーを設置し監視した。降雨後の掘削により
傾斜角変位の異常値を検出し警報を発し、押さえ盛土により変状が収束した。2011 年 8月、福岡県田川
郡添田町・道路脇斜面の災害復旧工事に斜面崩壊検知センサーを設置し、降雨により斜面変状が発生し
収束する状況を観測した。斜面末端部にセンサーを設置することにより、より早く予兆を検知できるこ
とがわかった。 
 小型孔内傾斜計については、2010 年 4 月から国内・六甲山斜面で動作確認試験を行い、2010 年 10 月
210 
に中国・都江堰市地すべり斜面のボーリング孔跡を利用して、約 3週間監視した。地盤内部の傾斜変位
をとらえることを確認した。防水が十分でないこと、測定値に日変動があることなどの課題が認識され
た。 
2011 年 6月には中国・都江堰市で実際の地すべり斜面を用い、人工降雨実験を行った。小型孔内傾斜
計、斜面崩壊検知センサー、伸縮計などを設置し、2日間にわたり累積雨量 1159ｍｍ（1時間積算雨量
最大 292ｍｍ）の降雨を降らせた。データ比較した結果、斜面崩壊検知センサーと小型孔内傾斜計で崩
壊の予兆をとらえるとともに、斜面崩壊検知センサーの地表面換算変位と伸縮計の変位が１：１で対応
することを確認した。 
 
２）斜面の異常値検出と総合的災害リスクマネジメント 
 国内外における実証実験の結果から、傾斜角変位速度と崩壊（安定）に至るまでの残余時間との関係
を整理した。斜面崩壊検知センサーの管理基準案として、傾斜変位速度が数日間 0.01～0.1deg/day が
続くと警戒レベル 1（点検・要注意・観測強化）、0.1deg/day～0.1deg/h になると警戒レベル２（対策
検討・応急対策など）、さらに、0.1deg/h を超える場合は警戒レベル３（厳重注意・通行止）を呈示し
た。警戒レベル３になると、崩壊までの残余時間が 1～10 数時間以内になり、厳重警戒や通行止が必要
であることがわかった。同管理基準案の妥当性について伸縮計の基準などから検証した。 
斜面崩壊検知センサーでは飽和度に代わる土中水分の指標として体積含水率を用いた。体積含水率の
変化により降雨の有無や、履歴最大値の更新から異常値を検出できることがわかった。土砂災害警戒情
報の土壌雨量指数と体積含水率について整理し、個別の斜面においてメッシュ情報である土砂災害警戒
情報の雨量予測利用を検討した。 
 実証実験を通して、斜面の異常値を的確に検出するためには、設置位置や手法が重要であることがわ
かった。実績に基づいて標準的な設置位置や手法を整理し、異常値検出をしやすい設置位置（末端部、
中央部、凸部など）、グリッド状に設置する手法、万が一の場合でも被災することがないように崩壊土
量や影響範囲を算定して設置する方法などについて検討した。工事法面では小段上に設置し、工事の進
捗に応じた設置位置を選択する必要がある。秩父市の工事現場の場合、一部が崩壊したが、小段上の斜
面崩壊検知センサーに異常がなかったため素早い復旧につなげることができた。 
異常値を精度良く検出するため、ノイズの低減を行った。ＭＥＭＳセンサー素子自体に温度特性があ
り気温の日変動の影響を受けた。センサー毎に温度キャリブレーションを行うことで温度依存ノイズを
取り除く見通しを得た。電磁気的なノイズ、ランダムノイズなどについても試験を行い、改善の方向性
を見いだした。他に、ＰＦ管（蛇腹管）でコードを保護する獣害対策、ＭＥＭＳ傾斜検知部の分離型モ
ジュール化・地中埋設による温度影響抑制、同モジュールの防水対策、体積含水率計の安定動作などの
逐次改良を重ねた。 
サンプリング間隔は現在 10 分で一定としている。実証実験を通じて警戒警報を発する上で 10分間隔
で特に支障は生じなかった。サンプリング間隔を短くする目的としては、傾斜角変位速度に今までにな
いような急激な立ち上がりがある場合、対策開始時点をゼロ時として詳細に変位を観測したい場合、工
事の施工段階に応じたサンプリング間隔を選択したい場合、研究的な目的で詳細なデータを必要とする
場合などが考えられる。これに対して、ハード的（スイッチの切り替え）あるいはソフト的（初期的に
命令で変更する、あるいは、双方向無線の改良）などの対応が考えられる。 
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本研究の主対象は浅層崩壊として実証実験を行ったが、実際には、地すべり、深層崩壊、転石、法面、
構造物などにおいて観測を行ってきた。それらについても適用が可能であった。ただし、実績の少ない
ものもあり、観測事例を増やしていく必要がある。地すべりでは頭頂部に伸縮計を用いるなど、他の計
測機器を併用する必要があるとともに、崩壊メカニズムを明らかにして種々の観測機器も必要に応じて
用い、的確に異常値を検出できるようにしていくことが重要である。 
土砂災害警戒避難ガイドライン５６）では、前兆現象を見つけることも予防策の一つとしている。また、
２次災害防止のためセンサー設置や住民側の知る努力について言及している。もし前兆現象があればそ
れを引き起こす変状が斜面内部にあるとされ、変状を数値で予兆としてとらえることが重要となる。平
常時から斜面を観測することで、降雨と斜面変状との関係を説明できるようになり、斜面防砂について
住民が関心をもつきっかけを生み出すかもしれない。そういう意味で、総合的災害リスクマネジメント
という視点から、地域の防災の一助となるように、リアルタイムで常時監視していく意味づけを持たせ
ることも重要と考えられる。 
防災は、自然災害の多い日本において最重要なテーマの一つである。最近のＯＤＡの援助テーマにも
なっている。研究開発成果を国内だけでなく海外にも適用していくことが重要である。 
 
 
６．３ 今後の課題 
 
１）斜面の実績の整理に関して 
実証実験で、福岡県冷水峠と田川郡添田町の被災斜面に設置し、２次災害防止と復旧工事の安全確保
で具体的成果を出した。酒田市の切土掘削工事では崩壊の予兆を検出し対策工につなげる成果を出した。
一方、六甲砂防斜面では斜面の危険性にもかかわらず、設置したほとんどの箇所（50ヶ所）で異常値を
検出しなかった。これらの箇所の中に降雨との関係で有用な情報が眠っていないのか洗い直すことも手
を付けていない課題の一つと思われる。変状が出ない斜面や被災履歴のある斜面の予兆をとらえられる
か、現在の観測手法で十分なのか、継続的に検討していく必要がある。 
 
２）欠測やノイズに関して 
 計器を設置するにあたり、小動物や枝・転石の接触、ケーブルへの獣害３８）、人によるいたずらなど
があり、中国では盗難が懸念事項となった。中国では政府機関による注意書きと罰則を立て札で設置し
たり、手の届かない高所に設置するなどした。センサーは厳しい自然環境下にあり、暴風雨・積雪・寒
冷・日射などの影響を受ける。遠隔地が多く簡単にメンテナンスできない場合が多い。長期間安定動作
することが前提であり、想定外の欠測がないように注意し、そして、ノイズについてはさらに取り除い
ていくように改良を重ねる必要がある。 
 
３）現場実験の安全管理に関して 
 中国・都江堰市の四川大地震で崩壊した地すべり斜面で人工降雨実験を行った。過去、国内の実地実
験で被災例があるなど、安全管理には十分な注意が必要とされる。第 47 回地盤工学会研究発表会（2012
年、八戸）の質疑応答９０）において、人工降雨実験の写真（写真４－３、ｄ）を見て、人の背丈ほどの
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深さの斜面末端部で人力掘削を行った点について、かつて国内で発生した現場実験中の事故（昭和 46
（1971）年 11 月 11 日、川崎市生田緑地公園にて科学技術庁など 4省庁の研究機関が合同で行った斜面
崩壊実験で、関係者 25 人が生き埋めとなり 15 名が死亡した事故）を引き合いに斜面の下側にいる危険
性を指摘する質問があった。現場実験にあたって客観的な目で十分なチェックをする必要性を感じ、課
題とする。 
 
４）土砂災害警戒情報に関連して 
 土砂災害警戒情報の土壌雨量指数は、個別の斜面を対象とせず、5ｋｍメッシュの情報である。気象
庁では各気象台の雨量データを公開し、各メッシュのＣＬ値なども公開している。自治体が発する避難
警報は土砂災害警戒情報を基にしているため、斜面崩壊検知センサーによる警報についても、土砂災害
警戒情報と関連づけることがわかりやすいものとなる。土壌雨量指数と、個々の斜面の傾斜変位や体積
含水率との関係をさらに詳しく調べる必要がある。 
 
５）予測雨量に対する整理について 
最近の災害では、深夜避難できない状況下で情報がないままに斜面崩壊の危険が迫る場合がありえる
ということである。少しでも早い段階で危険性がわかるようにするためには、予測雨量とそのときの
個々の斜面の変状がわかるようにする必要がある。未対策の斜面が多い中でモニタリングの必要性は今
後多くなると考えられる。実効的効果のある観測、わかりやすい判定基準、少しでも早い段階での警報
通知など、検討するべき課題は多くあり、本研究で設定した目標へ少しでも近づいていけるようにする
ことが第 1の課題である。 
 
６）行政や工事関係者への警報通知に関して 
 最終目標として一般住民への警報通知を目的とするが、現段階では行政や工事関係者への通知を行っ
ている。個人への通知はまだ検討すら行っていないが、工事法面監視では斜面の状態を作業管理者が直
接閲覧でき変状があれば直接通知を受け、現場でサイレンを鳴らす仕組みになっている。個人への通知
は、パニックや予想外の行動も想定され、十分な段階を踏んで進めていく必要があると考えられる。当
面、斜面崩壊検知センサーの精度向上と適切な判定基準の確立が優先課題であり、実斜面のデータ蓄積
を進め、行政や工事関係者へ確実に通知できるようにすることが重要と考える。 
 
７）様々の崩壊パターンへの対応に関して 
 本研究は浅層崩壊を対象とした。地盤災害としては、深層崩壊、流れ盤や摂理・層理に沿ったすべり、
岩塊や転石の落下、トップリング、盛土の崩壊など、地質・地形・変状メカニズムの違いにより様々の
パターンがある。誘因も降雨だけでなく地震動がある。地質調査資料がない場合や予算的に必要な計測
機器を設置できない場合もある。このため、実績的にも様々の斜面に設置してきた。実務上は現地踏査
や各種資料を踏まえ、崩壊メカニズムをある程度想定しながら、異常値を検出する的確な手法について
経験的に検討を進めていくことが必要である。設置する斜面の状況をある程度類型化しながら適切な手
法を確立していく必要がある。 
 
213 
８）双方向通信について 
 本研究では、無線通信の双方向性について、サーバーからデータロガー（親機）へ命令できることま
でを確認した。データロガーから斜面崩壊検知センサ （ー子機）への命令（サンプリング時間間隔など）
については実行した例は一部あるが、安定して通信できる状況をまだ確立できていない。その理由は、
現時点で 10 分間隔のサンプリング時間をさらに短時間にする必要性が大きくないことが一因である。
本研究のとりまとめを通して、その必要性を結論に整理し、今後の課題とする。双方向通信（下りの命
令）については、斜面崩壊検知センサーからセンサーノード（孫機）への命令も同様に課題となる。 
 
９）海外での適用に関して 
海外では通常、電波や通信に関する法規制が日本と異なる。よって、それぞれの国の法規に従った認
可を受ける必要がある。安価にするとともに共通仕様で開発していく必要がある。電波が届かない僻地
では、人工衛星回線を利用するか１２）１１６）、ＳＤカードにデータ蓄積することになる。人工衛星回線の
場合はコスト増になることから、サンプリング間隔や電力供給との兼ね合いになる。海外では現場状況
に応じて適切な方策をみつける必要がある。 
 
１０）地震との関係について 
本研究は、降雨による斜面変状についてとりまとめた。外力としては他に地震動による変状がある。
斜面崩壊検知センサーは長期間にわたって同じ斜面に設置するため、地震が起こった場合は地震動と変
状の関係について検討する可能性が生まれ、長期観測する上での課題である。 
 
１１）公助・共助・自助に関して 
総合的災害リスクマネジメントの担い手として、自助・共助・公助６９）が考えられている。本早期警
報システムの運用は、行政と専門家（コンサルタント・工事管理者など）にて行っている。将来、ＮＰ
Ｏなどが行う場合や、最終的には個人が担う場合もあり得ると考える。企業や防災に特化したＮＰＯな
どの団体が防災活動全般の中の斜面災害検知センサーなどをツールの一つとして本システムを利用す
る場合にどのような課題があるか、客観的な視点から検討していく必要がある。自助には時期尚早とし
ても、行政を主体とした公助の次の段階として共助・自助に用いられるようにすることは課題である。 
 
１２）隘路事項として 
 本研究は浅層崩壊を対象として、崩壊に至る過程で傾斜角変位が単調増加し単純な変位をすることを
前提において、0.1deg/h という基準値を設けたが、斜面変状の過程で、極大値や極小値をもつような場
合にどうするか、あるいは、そのような崩壊メカニズムがあるかどうかは検討課題と考えられる。 
 本研究は、予測を行った斜面が対象となっている。一方で、予測を行わなかったにもかかわらず崩壊
が起きたというような事例を収集して、そういう場合が確率的にどの程度あるかを把握しておくことも
必要である。 
 本研究では傾斜角の差分をとって斜面変状を検知するためいわゆるイニシャル値を持たないとされ
る。無降雨が続けば累積降雨が一旦リセットされるように、変位を観測しない状態が続けば、リセット
（安定）し、それを新たなリファレンス値とする考え方は検討課題である。 
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